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令和５年９月６日� ５消安第 ����号�

農林水産省消費・安全局長通知�

�

第１� 植物防疫法（昭和 ��年法律第 ���号。以下「法」という。）、植物防疫法施行規則

（昭和 ��年農林省令第 ��号。以下「規則」という。）、輸出植物検疫規程（昭和 ��年

８月４日農林省告示第 ���号。以下「規程」という。）及び輸出検査実施要領（令和５

年２月 ��日付け４消安第 �����号消費・安全局長通知。以下「輸出検査実施要領」とい

う。）の規定による輸出植物等の検査（以下「輸出検査」という。）のうち、二国間協議

に係る生果実について、斉一かつ円滑に実施するため、この要領を定める。�

２� この要領で「対象生果実」とは、各別紙の第１に定める生果実をいう。�

３� 対象生果実ごとに、本要領の適用範囲を各別紙の第２に定める。�

４� この要領で「検疫対象有害動植物」とは、各別紙の第３に定める有害動物又は有害植

物（以下「有害動植物」という。）をいい、「高リスク有害動植物」とは、検疫対象有害

動植物のうち、規程第１条第１号の植物の栽培地における検査（以下「栽培地検査」と

いう。）において発生が確認された場合、直ちに不適合とされる有害動植物をいい、「中

リスク有害動植物」とは、検疫対象有害動植物のうち、高リスク有害動植物以外の有害

動植物をいう。�

５� この要領で「防除暦等」とは、都道府県及び地域の農業協同組合その他の団体が定め

る防除指針及び防除暦をいう。�

６� この要領で「異常果実」とは、有害動植物の寄生果のほか、奇形果、傷果、腐敗果そ

の他有害動植物が寄生しているおそれのある果実をいう。�

�

第２� 対象生果実の生産者又は生産者が属する地域の生産者団体等の責任者（以下「管理

者」という。）は、毎年、都道府県等の指導の下、各別紙の第４に掲げる登録要件を満

たす生産園地又は生産施設について、それらの登録を申請するものとする。�

２� 管理者は、前項による申請に当たって、生産園地・生産施設登録申請書（第１号様式）

を作成の上、当該生産園地、生産施設の所在する都道府県に提出するものとする。なお、

管理者が、生産園地・生産施設登録申請書の記載内容を変更する場合には、直ちに修正

した生産園地・生産施設登録申請書を当該都道府県に提出するものとする。�

３� 都道府県は、前項又は４の生産園地・生産施設登録申請書を地域ごとに取りまとめ、

各別紙の第５に掲げる期日までに、同第５に掲げる書類を添付して、当該都道府県を管



轄する植物防疫所（那覇植物防疫事務所、支所及び出張所を含む。以下同じ。）の植物

防疫官に提出するものとする。�

４� 植物防疫官は、前項の生産園地・生産施設登録申請書及び添付書類（以下「生産園

地・生産施設登録申請書等」という。）の確認の結果、必要があると認めた場合は、都

道府県に対し、生産園地・生産施設登録申請書等の修正を求めるものとする。�

５� 植物防疫官は、３の生産園地・生産施設登録申請書に記載される生産園地又は生産施

設が各別紙の第４の登録要件を満たすことを確認した場合は、当該生産園地又は生産施

設を登録生産園地又は登録生産施設として登録の上、登録生産園地・登録生産施設一覧

表（第２号様式）に記載し、当該登録生産園地・登録生産施設一覧表を２年間保管する

ものとする。また、植物防疫官は、各別紙の第４の登録要件に生産地域の指定がある場

合は、３の生産園地・生産施設登録申請書の備考欄に記載された地域を指定生産地域と

して指定するものとする。�

６� 植物防疫官は、３の都道府県に対し、前項の登録生産園地・登録生産施設一覧表から

当該都道府県以外を所在地とする登録生産園地及び登録生産施設の情報を削除した一覧

表を通知するものとする。�

７� 植物防疫官は、２の生産園地・生産施設登録申請書の栽培地検査申請先欄に登録検査

機関（都道府県以外の登録検査機関名）が記載されている場合は、当該登録検査機関に、

当該登録生産園地又は生産施設の登録番号を通知するものとする。�

８� 植物防疫所長（那覇植物防疫事務所長を含む。以下同じ。）は、５の登録生産園地・

登録生産施設一覧表を、各別紙の第６に掲げる期日までに、同第６に掲げる書類を添付

して、消費・安全局植物防疫課長（以下「植物防疫課長」という。）に提出するものと

する。�

９� 植物防疫課長は、各別紙の第７に掲げる期日までに、同第７に掲げる書類を添付して、

登録生産園地・登録生産施設一覧表を輸入国の植物防疫機関に提出するものとする。�

��� 植物防疫課長は、輸入国の植物防疫機関から、登録生産園地又は登録生産施設につい

て、情報提供の要請があった場合には、当該要請に応じて、必要な書類を提出するもの

とする。�

��� 植物防疫官は、５による登録後に、登録生産園地又は登録生産施設が各別紙の第４の

登録要件を満たしていないことを確認した場合は、当該登録生産園地又は登録生産施設

の管理者に対し、改善措置を指導するものとし、当該管理者がその指導に従わない場合

は、当該登録生産園地又は登録生産施設の登録を取り消し、５の登録生産園地・登録生

産施設一覧表を変更するものとする。�

��� 前項により、登録生産園地・登録生産施設一覧表を変更した場合は、６から９に準じ

て、速やかに変更後の登録生産園地・登録生産施設一覧表の通知等を行うものとする。�

�

�



第３� 対象生果実について、選果こん包を行う施設（以下「選果こん包施設」という。）

の責任者は、選果こん包施設登録申請書（第３号様式）を当該選果こん包施設の所在す

る都道府県に提出するものとする。�

２� 都道府県は、前項の選果こん包施設登録申請書を取りまとめ、各別紙の第８に掲げる

期日までに、同第８に掲げる書類を添付して、当該都道府県を管轄する植物防疫所の植

物防疫官に提出するものとする。�

３� 植物防疫官は、当該選果こん包施設が次に掲げる登録要件を満たしていることを確認

した場合は、当該選果こん包施設を登録選果こん包施設として登録の上、登録選果こん

包施設一覧表（第４号様式）に記載し、登録選果こん包施設一覧表を２年間保管するも

のとする。�

（１）検疫対象有害動植物の侵入を防ぐ構造を有していること。�

（２）選果のための十分な照明設備及び選果設備を有していること。�

（３）定期的な清掃が行われており、その記録が保管されていること。�

（４）夜間作業が行われる場合は、当該選果こん包施設の開口部の閉鎖又は防虫網等によ

る被覆により、ガ類の侵入を防止できること。ただし、検疫対象有害動植物にガ類を

含まない対象生果実の選果こん包施設については、この限りでない。�

（５）（１）から（４）までに掲げるもののほか、各別紙の第９に掲げる要件を満たすこ

と。�

４� 植物防疫官は、２の都道府県に対し、前項の登録選果こん包施設一覧表から、当該都

道府県以外を所在地とする登録こん包施設の情報を削除した一覧表を通知するものとす

る。�

５� 植物防疫所長は、３の登録選果こん包施設一覧表について、各別紙の第 ��に掲げる

期日までに、同第 ��に掲げる書類を添付して、植物防疫課長に提出するものとする。�

６� 植物防疫課長は、前項の登録選果こん包施設一覧表を取りまとめ、各別紙の第 ��に

掲げる期日までに、同第 ��に掲げる書類を添付して、輸入国の植物防疫機関に提出す

るものとする。�

７� 植物防疫課長は、輸入国の植物防疫機関から、登録選果こん包施設について、情報提

供の要請があった場合には、当該要請に応じて、必要な書類を提出するものとする。�

８� 植物防疫官は、５の登録選果こん包施設の一覧表のうち、責任者氏名及び選果技術員

氏名以外の項目について、植物防疫所のホームページで公表するものとする。ただし、

１の選果こん包施設登録申請書の施設情報の公表の可否欄に、否と記載されている場合

は除く。�

９� 植物防疫官は、３による登録後に、登録選果こん包施設が３の登録要件を満たしてい

ないことを確認した場合は、当該登録選果こん包施設の責任者に対し、改善措置を指導

するものとし、当該責任者がその指導に従わないときは、当該登録選果こん包施設の登



録を取り消し、３の登録選果こん包施設一覧表を変更するものとする。�

��� 前項により、登録選果こん包施設一覧表を変更した場合は、４から６及び８に準じて、

速やかに変更後の登録選果こん包施設一覧表の通知等を行うものとする。�

�

第４� 登録選果こん包施設以外の保管施設（以下「保管施設」という。）で対象生果実の

保管を行う場合は、保管施設の責任者は、保管施設登録申請書（第５号様式）を当該保

管施設の所在する都道府県に提出するものとする。�

２� 都道府県は、前項の保管施設登録申請書を取りまとめ、各別紙の第 ��に掲げる期日

までに、同第 ��に掲げる書類を添付して、当該都道府県を管轄する植物防疫所の植物

防疫官に提出するものとする。�

３� 植物防疫官は、前項により保管施設登録申請書の提出を受けた場合であって、当該保

管施設が次に掲げる登録要件を満たしていることを確認したときは、当該保管施設を登

録保管施設として登録の上、登録保管施設一覧表（第６号様式）に記載し、当該登録保

管施設一覧表を２年間保管するものとする。�

（１）検疫対象有害動植物の侵入を防ぐ構造を有していること。�

（２）定期的な清掃が行われており、その記録が保管されていること。�

（３）夜間作業が行われる場合は、当該保管施設の開口部の閉鎖又は防虫網等による被覆

により、ガ類の侵入を防止できること。ただし、検疫対象有害動植物にガ類を含まな

い対象生果実の保管施設については、この限りでない。�

（４）（１）から（３）までに掲げるもののほか、各別紙の第 ��に掲げる登録要件を満た

すこと。�

４� 植物防疫官は、２の都道府県に対し、前項の登録保管施設一覧表から当該都道府県以

外を所在地とする登録保管施設の情報を削除した一覧表を通知するものとする。�

５� 植物防疫所長は、３の登録保管施設一覧表について、各別紙の第 ��に掲げる期日ま

でに、同第 ��に掲げる書類を添付して、植物防疫課長に提出するものとする。�

６� 植物防疫課長は、前項の登録保管施設一覧表を取りまとめ、各別紙の第 ��に掲げる

期日までに、同第 ��に掲げる書類を添付して、輸入国の植物防疫機関に提出するもの

とする。�

７� 植物防疫課長は、輸入国の植物防疫機関から、登録保管施設について、情報提供の要

請があった場合には、当該要請に応じて、必要な書類を提出するものとする。�

８� 植物防疫官は、３による登録後に、登録保管施設が３の登録要件を満たしていないこ

とを確認した場合は、当該登録保管施設の責任者に対し、改善措置を指導するものと

し、当該責任者がその指導に従わないときは、当該登録保管施設の登録を取り消し、３

の登録保管施設一覧表を変更するものとする。�



９� 前項により、登録保管施設一覧表を変更した場合は、４から６に準じて、速やかに変

更後の登録保管施設一覧表の通知等を行うものとする。�

�

第５� 対象生果実について、低温処理を行う施設（以下「低温処理施設」という。）の責

任者は、低温処理施設登録申請書（第７号様式）を当該低温処理施設の所在する都道府

県に提出するものとする。�

２� 都道府県は、前項の低温処理施設登録申請書を取りまとめ、各別紙の第 ��に掲げる

期日までに、同第 ��に掲げる書類を添付して、当該都道府県を管轄する植物防疫所の

植物防疫官に提出するものとする。�

３� 植物防疫官は、前項により低温処理施設登録申請書の提出を受けた場合であって、当

該低温処理施設が各別紙の第 ��に定める登録要件を満たしていることを確認したとき

は、当該低温処理施設を登録低温処理施設として登録の上、登録低温処理施設一覧表

（第８号様式）に記載し、当該登録低温処理施設一覧表を２年間保管するものとする。�

４� 植物防疫官は、都道府県に対し、前項の登録低温処理施設一覧表から当該都道府県以

外を所在地とする登録低温処理施設の情報を削除した一覧表を通知するものとする。�

５� 植物防疫所長は、３の登録低温処理施設一覧表について、各別紙の第 ��に掲げる期

日までに、同第 ��に掲げる書類を添付して、植物防疫課長に提出するものとする。�

６� 植物防疫課長は、前項の登録低温処理施設一覧表を取りまとめ、各別紙の第 ��に掲

げる期日までに、同第 ��に掲げる書類を添付して、輸入国の植物防疫機関に提出する

ものとする。�

７� 植物防疫課長は、輸入国の植物防疫機関から、登録低温処理施設について、情報提供

の要請があった場合には、当該要請に応じて、必要な書類を提出するものとする。�

８� 植物防疫官は、３による登録後に、当該登録低温処理施設が各別紙の第 ��の登録要

件を満たしていないことが判明した場合は、当該登録低温処理施設の責任者に対し、改

善措置を指導するものとし、当該責任者がその指導に従わないときは、当該登録低温処

理施設の登録を取り消し、３の登録低温処理施設一覧表を変更するものとする。�

９� 前項により、登録低温処理施設一覧表を変更した場合は、４から６に準じて、速やか

に変更後の登録低温処理施設一覧表の通知等を行うものとする。�

�

第６� 対象生果実について、くん蒸処理を行う施設（以下「くん蒸処理施設」という。）

の責任者は、くん蒸処理施設登録申請書（第９号様式）を、当該くん蒸処理施設の所在

する都道府県に提出するものとする。�

２� 都道府県は、前項のくん蒸処理施設登録申請書を取りまとめ、各別紙の第 ��に掲げ



る期日までに、同第 ��に掲げる書類を添付して、当該都道府県を管轄する植物防疫所

の植物防疫官に提出するものとする。�

３� 植物防疫官は、前項によりくん蒸処理施設登録申請書の提出を受けた場合であって、

当該くん蒸処理施設が各別紙の第 ��に掲げる登録要件を満たしていることを確認した

ときは、当該くん蒸処理施設を登録くん蒸処理施設として登録の上、登録くん蒸処理施

設一覧表（第 ��号様式）に記載し、当該登録くん蒸処理施設一覧表を２年間保管する

ものとする。�

４� 植物防疫官は、都道府県に対し、前項のくん蒸処理施設一覧表から当該都道府県以外

を所在地とする登録くん蒸処理施設の情報を削除した一覧表を通知するものとする。�

５� 植物防疫所長は、３の登録くん蒸処理施設一覧表について、各別紙の第 ��に掲げる

期日までに、同第 ��に掲げる書類を添付して、植物防疫課長に提出するものとする。�

６� 植物防疫課長は、くん蒸処理施設一覧表を取りまとめ、前項の各別紙の第 ��に掲げ

る期日までに、同第 ��に掲げる書類を添付して、輸入国の植物防疫機関に提出するも

のとする。�

７� 植物防疫課長は、輸入国の植物防疫機関から、登録くん蒸処理施設について、情報提

供の要請があった場合には、当該要請に応じて、必要な書類を提出するものとする。�

８� 植物防疫官は、３による登録後に、当該登録くん蒸処理施設が各別紙の第 ��の登録

要件を満たしていないことが判明した場合は、当該登録くん蒸処理施設の責任者に対

し、改善措置を指導するものとし、その指導に従わないときは、当該登録くん蒸処理施

設の登録を取り消し、３の登録くん蒸施設一覧表を変更するものとする。�

９� 前項により、くん蒸処理施設一覧表を変更した場合は、４から６に準じて、速やかに

変更後のくん蒸処理施設一覧表の通知等を行うものとする。�

�

第７� 対象生果実について、栽培地検査を受けようとする者（以下「栽培地検査申請者」

という。）は、その受けようとする栽培地検査の実施場所を管轄する植物防疫所の植物

防疫官又は栽培地検査の登録を行った登録検査機関（その登録に係る検査を行う区域に

当該栽培地検査の実施場所を含むものに限る。）に対し、栽培地検査申請書（植物防疫

官への申請にあっては輸出検査実施要領の様式第１号、登録検査機関への申請にあって

は業務規程（法第 ��条の９第１項及び登録検査機関の登録等実施要領（令和５年２月 �

�日付け４消安第 ����号消費・安全局長通知。以下「登録等実施要領」という。）第３

の１に規定するものをいう。以下同じ。）に定める様式をいう。以下同じ。）を、各別紙

の第５に掲げる期日及び添付書類を準用して、原則として農林水産省共通申請サービス

（以下「H0$))」という。）を通じて提出するものとする。�

２� 前項の規定に関わらず、栽培地検査申請者が、第２の３の植物防疫所の植物防疫官に

対して当該検査の申請を行う場合又は第２の２の都道府県が登録検査機関として対象生



果実の栽培地検査に係る登録を行っている場合であって、当該都道府県に栽培地検査の

申請を行う場合は、第２の２の生産園地・生産施設登録申請書の栽培地検査申請先欄

に、次のとおり記載することにより、当該申請に代えることができるものとする。�

（１）植物防疫官（第２の３の植物防疫所名）�

（２）登録検査機関（第２の２の都道府県名）�

３� 前項の場合、栽培地検査申請者は、栽培地検査申請書に記載される記載に当たっての

留意事項等を遵守し、検査試料を無償で提供することに同意するものとする。�

４� 栽培地検査申請者が、１又は２の栽培地検査申請書、生産園地・生産施設登録申請書

及びその添付書類（以下「栽培地検査申請書等」という。）の記載内容を変更する場合

には、直ちに修正した栽培地検査申請書等を、１又は２に準じて、植物防疫官又は登録

検査機関に提出するものとする。�

５� 植物防疫官及び登録検査機関は、１、２又は前項の栽培地検査申請書等の確認の結果、

必要があると認めた場合は、栽培地検査申請者に対しそれらの修正を求めるものとする。�

６� 植物防疫官は、前項の確認の結果、栽培地検査の申請を受け付けた場合は、提出され

た栽培地検査申請書又は生産園地・生産施設登録申請書に、申請番号として、自所の統

計・担当所コードに、) の英文字及び８桁の任意番号を続けたものを付すものとする。

（例：����)���������）�

７� 登録検査機関は、５による確認の結果、栽培地検査の申請を受け付けた場合は、提出

された栽培地検査申請書又は生産園地・生産施設登録申請書に、業務規程に定める方式

により申請番号を付すものとする。�

８� 補助員又は登録検査機関は、登録生産園地又は登録生産施設において、各別紙の第 ��

の検査等を行い、検査の結果を各別紙の別記様式に定める検査成績表に記録するものと

する。ただし、補助員が設置されていない場合は、植物防疫官が自ら当該検査を実施

し、検査成績表に記録するものとする。�

９� 補助員は、前項の検査成績表を、植物防疫官に提出するものとする。�

��� 植物防疫官は、前項の補助員から提出された検査成績表（８の検査を植物防疫官自ら

実施した場合は、当該検査結果を記録した検査成績表）を、登録検査機関は８の検査成

績表を踏まえて、各別紙の第 ��の検査等を実施し、当該検査の結果を検査成績表に記

載するものとする。なお、植物防疫官は、当該検査の実施に際しては、補助員に立会い

を求めることができる。�

��� 植物防疫官、補助員及び登録検査機関は、８又は ��の検査を実施する場合は、その

日程を、あらかじめ栽培地検査申請者に通知するものとし、栽培地検査申請者又はその

代理人は、これらの検査に立ち会うものとする。�

�

第８� 植物防疫官又は登録検査機関は、第７の６又は７により申請を受け付けた栽培地検



査申請書等に記載される対象生果実の登録生産園地又は登録生産施設が、第７の ��の

検査成績表（ただし、第７の ��を適用しない対象生果実の場合は、第７の８又は９の

検査成績表。）により、次に掲げる要件を全て満たすかどうかの確認を行い、全て満た

す場合にあっては適合、いずれかを満たさない場合にあっては不適合と栽培地検査報告

書（植物防疫官にあっては輸出検査実施要領様式第８号、登録検査機関にあっては業務

規程に定める様式によるものであって、電磁的記録を含む。以下同じ。）に記載し、第

７の１又は２の栽培地検査申請者に対し、交付するものとする。�

（１）高リスク有害動植物が確認されないこと。�

（２）中リスク有害動植物が確認されないこと又は中リスク有害動植物が低密度であるこ

と（防除措置により低密度となった場合を含む。）。�

（３）各別紙の第４の登録要件を満たしていること。�

（４）（１）から（３）までに掲げるもののほか、各別紙の第 ��に掲げる要件を満たして

いること。

２� 植物防疫官及び登録検査機関は、栽培地検査報告書の備考欄に、次に掲げる内容を記

載するものとする。�

（１）登録生産園地又は登録生産施設の登録番号�

（２）（１）に掲げるもののほか、各別紙の第 ��に掲げる内容�

�

第９� 補助員又は登録検査機関は、栽培地検査により各別紙の第 ��に掲げる有害動植物を

確認した場合は、その旨を当該栽培地検査の実施場所を管轄する植物防疫所の植物防疫

官に速やかに報告するものとする。�

２� 植物防疫官は、前項の報告又は自ら実施する栽培地検査において、各別紙の第 ��に掲

げる有害動植物を確認した場合は、同第 ��に掲げる措置を行うものとする。�

３� 各別紙の第 ��の措置として、生産園地又は生産施設の登録が取り消された場合は、第

２の６から９に準じて、速やかに変更後の登録生産園地・登録生産施設一覧表の通知等

を行うものとする。�

�

第 ��� 生産者は、登録生産園地又は登録生産施設において対象生果実を収穫及び運搬等を

する際には、次に掲げる事項を遵守するものとする。

（１）対象生果実とそれ以外の生果実の収穫作業を同時に行わないこと。�

（２）異常果実を徹底して除去すること。�

（３）収穫した対象生果実を運搬する際は、トレーサビリティが保たれる方法で運搬する

こと。�

�



第 ��� 登録選果こん包施設における対象生果実の選果こん包等は、次に掲げる内容により

実施するものとする。�

（１）登録生産園地又は登録生産施設で生産された対象生果実を選果すること。�

（２）選果こん包作業の開始前に登録選果こん包施設の清掃を行うこと。�

（３）登録選果こん包施設に異常果実、土、枝葉の混入がないようにすること。�

（４）異常果実等が発見された場合には、選別後直ちに登録選果こん包施設外へ搬出し、

廃棄すること。�

（５）対象生果実とそれ以外の生果実の選果こん包を同時に行わないこと。�

（６）対象生果実とそれ以外の生果実を隔離して保管及び輸送すること。�

（７）夜間に選果こん包等を実施する場合は、登録選果こん包施設の開口部の閉鎖又は防

虫網等による被覆により、ガ類の侵入防止措置を講ずること。ただし、検疫対象有害

動植物にガ類を含まない対象生果実のこん包施設については、この限りでない。�

（８）対象生果実のこん包に用いる容器包装は、未使用で清潔であること。�

（９）（１）から（８）までに掲げるもののほか、各別紙の第 ��に掲げる内容を実施する

こと。�

２� 登録選果こん包施設の責任者は、選果こん包等が前項に掲げる内容を全て満たして行

われたと認める場合は、選果こん包実施報告書（第 ��号様式。以下「実施報告書」と

いう。）を、対象生果実の輸出者（選果こん包の実施依頼者を含む。）等に交付するもの

とする。�

３� 登録選果こん包施設の責任者は、前項の選果こん包実施報告書の写しを、当該登録選

果こん包施設の所在地を管轄する植物防疫所の植物防疫官に、原則として H0$))を通じ

て提出するものとする。�

４� 選果技術員は、登録選果こん包施設において、各別紙の第 ��に掲げる有害動植物の

発生を認めた場合は、速やかに当該登録選果こん包施設の責任者及び登録選果こん包施

設の所在地を管轄する植物防疫所の植物防疫官に対し、その旨を報告するものとする。�

５� 植物防疫官が、前項による報告を受けた場合であって、当該動植物が各別紙の第 ��

に掲げる有害動植物であると認めるときは、同第 ��に掲げる措置を行うものとする。�

６� 各別紙の第 ��の措置として、登録生産園地・登録生産施設一覧表又は登録選果こん包

施設一覧表を変更した場合は、第２の６から９又は第３の４から６及び８に準じて、速

やかに変更後の登録生産園地・登録生産施設一覧表又は登録保管施設一覧表の通知等を

行うものとする。�

�

第 ��� 対象生果実の低温処理は、登録低温処理施設において、各別紙の第 ��に掲げる内



容（植物防疫官又は登録検査機関の立会の要否、低温処理条件等をいう。以下同じ。）

により行うものとする。�

２� 登録低温処理施設の責任者又は低温処理の実施者は、低温処理が各別紙の第 ��に掲

げる内容を全て満たして行われたと判断した場合には、当該低温処理の内容が記載され

た低温処理実施記録表（第 ��号様式）を作成し、低温処理の実施を依頼した者等に交

付するものとする。�

�

第 ��� 対象生果実のくん蒸処理は、登録くん蒸処理施設において、各別紙の第 ��に掲げ

る内容（植物防疫官又は登録検査機関の立会の要否、くん蒸処理条件等をいう。以下同

じ。）により行うものとする。�

２� 登録くん蒸処理施設の責任者又はくん蒸処理を実施した者は、当該くん蒸処理が各別

紙第 ��に掲げる内容を全て満たして行われたと判断した場合には、その内容が記載さ

れたくん蒸処理実施記録表（第 ��号様式）を作成し、当該くん蒸処理の実施を依頼し

た者等に交付するものとする。�

�

第 ��� 各別紙の第 ��に掲げる内容による低温処理、同第 ��に掲げる内容によるくん蒸処

理若しくは同第 ��に掲げる内容（植物防疫官又は登録検査機関の立会の要否、消毒条

件等をいう。以下同じ。）による消毒に係る検査（規程第１条第２号の消毒に関する検

査をいう。以下「消毒検査」という。）又は同第 ��に掲げる内容による精密検査（規程

第１条第３号の遺伝子の検査その他の高度の技術を要する検査をいう。以下同じ。）を

受けようとする者（以下「消毒検査又は精密検査の申請者」という。）は、その受けよ

うとする検査の実施場所を管轄する植物防疫所の植物防疫官又はその受けようとする検

査の検査区分について登録をされている登録検査機関（その登録に係る検査を行う区域

に当該消毒検査又は精密検査の実施場所を含むものに限る。）に対し、消毒検査申請書

（植物防疫官への申請にあっては輸出検査実施要領様式第２号、登録検査機関への申請

にあっては業務規程に定める様式をいう。以下同じ。）又は精密検査申請書（植物防疫

官への申請にあっては輸出検査実施要領様式第３号、登録検査機関への申請にあっては

業務規程に定める様式をいう。以下同じ。）を、同第 ��に掲げる書類を添付して、原則

として H0$))を通じて提出するものとする。�

２� 前項の規定にかかわらず、消毒検査又は精密検査の申請が、第 ��の１の植物検疫証

明書の交付の申請と同一の植物防疫所の植物防疫官に対して行われる場合は、規則第 ��

条の規定による検査申請書（規則第 ��号様式。以下「輸出検査申請書」という。）の備

考欄（輸出入・港湾関連情報処理システム（以下「1$&&6」という。）にあっては、記事



欄。次項において同じ。）に消毒検査申請書又は精密検査申請書に定める事項を転記す

ることをもって当該申請に代えることができるものとする。�

３� 前項の場合、消毒検査又は精密検査の申請者は、輸出検査実施要領又は業務規程で定

める消毒検査申請書又は精密検査申請書に記載される記載に当たっての留意事項等を遵

守するものとし、検査試料を無償で提供することに同意するものとする。�

４� 消毒検査又は精密検査の申請者が、１又は２の消毒検査申請書、精密検査申請書、輸

出検査申請書及びその添付書類（以下「消毒検査申請書等」という。）の記載内容を変

更する場合には、直ちに修正した消毒検査申請書等を、１又は２に準じて、当該植物防

疫所の植物防疫官又は登録検査機関に提出するものとする。�

５� 植物防疫官又は登録検査機関は、１、２又は前項の消毒検査申請書等の確認を行い、

必要があると認めた場合は、消毒検査又は精密検査の申請者に対し、それらの修正を求

めるものとする。�

６� 植物防疫官は、前項の確認の結果、消毒検査又は精密検査の申請を受け付けた場合

は、提出された消毒検査申請書、精密検査申請書又は輸出検査申請書に、申請番号とし

て、自所の統計・担当所コードに、消毒検査は *、精密検査は +の英文字及び８桁の任

意番号を続けたものを付すものとする。（例：����*���������）�

７� 登録検査機関は、５の確認の結果、消毒検査又は精密検査の申請を受け付けた場合

は、提出された消毒検査申請書又は精密検査申請書に、業務規程に定める方式により申

請番号を付すものとする。�

８� 植物防疫官又は登録検査機関は、消毒検査又は精密検査の申請者に、あらかじめ消毒

検査又は精密検査を実施する期日、場所並びに立会いを要する場合にはその旨及びその

際に必要となる措置の内容を、原則 H0$))を通じて通知するものとする。�

９� 植物防疫官又は登録検査機関は、消毒検査又は精密検査の結果、６又は７により申請

を受け付けた消毒検査申請書、精密検査申請書又は輸出検査申請書に記載の番号が付さ

れた行ごとに、対象生果実が当該消毒検査又は精密検査の内容に適合しているかの確認

を行い、適合又は不適合の結果を消毒検査報告書又は精密検査報告書（植物防疫官にあ

っては輸出検査実施要領様式第９号又は第 ��号、登録検査機関にあっては業務規程に

定める様式によるものであって、電磁的記録を含む。以下同じ。）に記載するものとす

る。�

��� 植物防疫官又は登録検査機関は、前項の消毒検査報告書又は精密検査報告書を消毒検

査又は精密検査の申請者に対し、原則として H0$))を通じて交付するものとする。ただ

し、２により、これらの検査の申請が第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と併せ

て行われた場合であって、1$&&6等により消毒検査報告書又は精密検査報告書に記載す

べき事項の記録が行われているときは、この交付を要しない。�

�

�



第 ��� 規程第１条第４号の植物又は物品及びこれらの容器包装の目視による検査（以下

「目視検査」という。）を受けようとする者（以下「目視検査申請者」という。）は、そ

の受けようとする目視検査の実施場所を管轄する植物防疫所の植物防疫官又は目視検査

の登録を行った登録検査機関（その登録に係る検査を行う区域に当該目視検査の実施場

所を含むものに限る。）に対し、目視検査申請書（植物防疫官への申請にあっては輸出

検査実施要領様式第４号、登録検査機関への申請にあっては業務規程に定める様式をい

う。以下同じ。）に、各別紙の第 ��に掲げる書類を添付して、原則として H0$))を通じ

て提出するものとする。�

２� 前項の規定にかかわらず、目視検査申請が、第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申

請と同一の植物防疫所の植物防疫官に対して行われる場合は、輸出検査申請書の提出を

もって当該申請に代えることができるものとする。�

３� 前項の場合、目視検査申請者は、目視検査申請書に記載される記載に当たっての留意

事項等を遵守し、検査試料を無償で提供することに同意するものとする。�

４� 目視検査申請者が、１又は２の目視検査申請書、輸出検査申請書又はその添付書類

（以下「目視検査申請書等」という。）の記載内容を変更する場合には、直ちに修正し

た目視検査申請書等を、１又は２に準じて、当該植物防疫所の植物防疫官又は登録検査

機関に提出するものとする。�

５� 植物防疫官又は登録検査機関は、１、２又は前項の目視検査申請書等の確認を行い、

必要があると認めた場合は、目視検査申請者に対しそれらの修正を求めるものとする。�

６� 植物防疫官は、前項の確認の結果、目視検査の申請を受け付けた場合は、提出された

目視検査申請書又は輸出検査申請書に、申請番号として、自所の統計・担当所コード

に、,の英文字及び８桁の任意番号を続けたものを付すものとする。（例：����,�������

��）�

７� 登録検査機関は、５の確認の結果、目視検査の申請を受け付けた場合は、提出された

目視検査申請書に、業務規程に定める方式により申請番号を付すものとする�

８� 植物防疫官又は登録検査機関は、目視検査申請者に、あらかじめ目視検査を実施する

期日、場所並びに立会いを要する旨及びその際に必要となる措置の内容を、原則 H0$))

を通じて通知するものとする。�

９� 目視検査は、次に掲げる内容により実施するものとする。�

（１）十分な明るさを確保した上で、他の荷口と混ざらないように配慮の上実施するもの

とする。�

（２）集荷地で実施する場合は、安全に実施できるよう、目視検査申請者又はその代理人

に対し必要な指示をするものとする。�

（３）目視検査申請書に記載された梱数、数量、表示等が、申請荷口と同一であることを

確認するものとする。�



（４）輸出時の荷姿の状態を確認するとともに、各別紙の第 ��に規定する検査荷口か

ら、検査抽出数量を無作為に抽出し、有害動植物、土、茎葉等の有無について目視で

確認するものとする。�

��� 目視検査の適合の基準は、次のとおりとする。�

（１）検疫対象有害動植物が認められないこと。�

（２）土、枝葉等の混入がないこと。�

（３）（１）及び（２）に掲げるもののほか、各別紙の第 ��に掲げる基準を満たすこと。�

��� 植物防疫官又は登録検査機関は、検査荷口ごとに、対象生果実が前項の基準に適合し

ているかの確認を行い、その結果を記載した目視検査報告書（植物防疫官にあっては輸

出検査実施要領第 ��号、登録検査機関にあっては業務規程に定める様式によるもので

あって、電磁的記録を含む。以下同じ。）を目視検査申請者に交付するものとする。た

だし、２により、目視検査の申請が第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請に併せて

行われた場合であって、1$&&6等により目視検査報告書に記載すべき事項の記録が行わ

れている場合には、この交付を要しない。�

��� 登録検査機関は、目視検査により各別紙の第 ��に掲げる有害動植物を確認した場合

は、速やかにその旨を当該目視検査の実施場所を管轄する植物防疫所の植物防疫官に報

告するものとする。�

��� 植物防疫官が、前項の報告又は自ら実施する目視検査において、各別紙の第 ��に掲げ

る有害動植物を確認した場合は、同第 ��に掲げる措置を行うものとする。�

��� 各別紙の第 ��の措置として、登録生産園地・登録生産施設一覧表又は登録選果こん包

施設一覧表を変更した場合は、第２の６から９又は第３の４から６及び８に準じて、速

やかに変更後の登録生産園地・登録生産施設一覧表又は登録選果こん包施設一覧表の通

知等を行うものとする。�

�

第 ��� 法第 ��条第３項に基づく植物検疫証明書の交付を受けようとする者（以下「植物

等輸出検査申請者」という。）は、交付を希望する植物防疫所の植物防疫官に対し、輸

出検査申請書（規則第 ��号様式（イ））に、各別紙の第 ��に掲げる書類を添付し、原

則として 1$&&6を通じて提出するものとする。�

２� 植物防疫官は、目視検査報告書の交付の日から ��日を超える植物等について植物検

疫証明書の交付の申請があった場合であって、その交付の申請が当該目視検査報告書の

交付の日から ��日を超えたことについて合理的な理由が認められないときは、当該目

視検査報告書の交付を取り消し、又は登録検査機関が交付を行った場合には当該登録検

査機関に対し、交付の取消しを指示するものとする。このとき、植物等輸出検査申請者

から再度、目視検査の申請がなされたときは、植物防疫官は第 ��により目視検査を実

施するものとする。�



３� 植物防疫官は、１の輸出検査申請書及び添付書類（以下「輸出検査申請書等」とい

う。）について、次に掲げる事項について確認を行い、必要があると認めたときは、植

物等輸出検査申請者に対し輸出検査申請書等の修正を求めるものとする。�

（１）輸出検査申請書の提出に併せて消毒検査、精密検査又は目視検査の申請が行われて

いない場合は、栽培地検査報告書、消毒検査報告書、精密検査報告書又は目視検査報

告書に記載されている内容が、輸入国が要求する検査内容を満たしていること。�

（２）第 ��の２又は第 ��の２により、消毒検査、精密検査又は目視検査の申請が輸出検

査申請書の提出に併せて行われている場合であって、輸入国が栽培地検査を要求して

いるときは、栽培地検査報告書に記載されている内容が、輸入国が要求する検査内容

を満たし、かつ、これらの検査の実施により、輸入国が要求する検査内容を満たすこ

と。なお、この場合は、第 ��又は第 ��により消毒検査、精密検査又は目視検査につ

いて必要な手続を行うものとする。�

４� 植物防疫官は、前項の確認の結果、植物検疫証明書の交付の申請を受け付けた場合

は、1$&&6で払い出された番号を当該輸出検査申請書の該当欄に付し、受付番号とす

る。�

５� 植物防疫官は、前項の場合、かつ、３の（２）により消毒検査、精密検査又は目視検

査を実施した場合は、これらの検査を実施した対象生果実等が輸入国の要求する基準を

全て満たすと認めるときは、各別紙の第 ��を参考に追記を行い、植物等輸出検査申請

者に、法第 ��条第３項に基づき植物検疫証明書（規則第 ��号様式）を交付するものと

する。�

第 ��� 輸出者、生産者又は生産者団体の責任者等は、各別紙の第 ��に掲げる内容の輸入

国植物防疫機関の検査官の査察について、当該検査官の招へい要請を都道府県に輸入国

植物防疫機関の招へい要請書（第 ��号様式。以下「要請書」という。）により提出する

ものとする。�

２� 都道府県（都道府県から招へいに係る事務の委任を受けた関係団体を含む。）は、前

項の要請書を取りまとめ、当該都道府県を管轄する植物防疫所の植物防疫官に各別紙の

第 ��に掲げる期日までに提出するものとする。�

３� 植物防疫課長に対して、輸入国植物防疫機関から、査察が必要との通知があった場合

は、必要に応じて、査察の対応を行うこととし、植物防疫課長は、管轄する都道府県を

経由して、輸出者、生産者又は生産者団体の責任者及び都道府県に対し、１及び前項に

準じて、要請書を提出するよう指示するものとする。�

４� １の輸出者、生産者又は生産者団体の責任者等は、輸入国植物防疫機関の検査官の招

へいに係る費用（往復航空運賃、日本国内移動費、通訳に係る費用、滞在費、送迎に係



る費用等）を負担し、招へいに係る事務を行うものとする。なお、当該招へいに係る事

務について、関係団体に委任する場合は、その旨を１の要請書に記載すること。�

５� 植物防疫所長は、２の要請書について、速やかに植物防疫課長に報告するものとす

る。�

６� 植物防疫課長は、各別紙の第 ��に掲げる期日までに、輸入国に対し、輸入国植物防

疫機関の検査官の招へいを要請するものとする。�

７� 植物防疫課長は、輸入国植物防疫機関の検査官の査察に関して、都道府県を経由し

て、事前に登録生産園地、登録選果こん包施設等の責任者、都道府県等に対して日程等

の通知を行うとともに、当該都道府県を管轄する植物防疫所長に、植物防疫官を同行さ

せるよう通知するものとする。�

第 ��� 対象生果実は、船積み貨物又は航空貨物として輸送するものとし、輸送に際して

は、有害動植物の付着がないように留意するものとする。�

第 ��� 登録検査機関は、消毒検査報告書、精密検査報告書又は目視検査報告書の交付に当

たって、申請者等の文書の偽造、虚偽の報告等不正行為の疑いがあることを確認した場

合は、速やかに当該検査報告書を交付した事務所の所在地を管轄する植物防疫所の植物

防疫官に報告するものとする。�

２� 植物防疫官は、前項により報告を受けた場合及び栽培地検査報告書、消毒検査報告

書、精密検査報告書、目視検査報告書又は植物検疫証明書の交付に当たって、申請者等

の文書の偽造、虚偽の報告等の不正行為を確認した場合は、植物防疫課に報告の上、必

要に応じ、該当する登録生産園地、登録生産施設、登録選果こん包施設、登録保管施

設、登録低温処理施設又は登録くん蒸処理施設の登録の取消等の手続きを行うものとす

る。�

第 ��� 第２の生産園地・生産施設登録申請書、第３の選果こん包施設登録申請書、第４の

保管施設登録申請書、第５の低温処理施設登録申請書並びに第６のくん蒸処理施設登録

申請書の都道府県への提出、植物防疫官への提出等の手続については、H0$))を用いて

実施することができる。�

２� 第１から第 ��までに定めるもののほか、対象生果実に関する事項は、各別紙の第 ��

に定めるところによる。�



�

�

第１� この要領は、令和５年９月６日から施行する。�

�

この通知の施行日前にこの通知による廃止前の米国向けうんしゅうみかん生果実輸

出検疫実施要領（令和２年３月４日付け元消安第号 ���� 号農林水産省消費・安全局長

通知）、アメリカ合衆国向けかき輸出検査実施要領（平成 �� 年３月１日付け �� 消安第

���� 号農林水産省消費・安全局長通知）、米国向けなし検疫実施要領（平成２年３月 ��

日付け２農蚕第 ���� 号農林水産省農蚕園芸局長通達）、インド向けりんごの生果実実施

要領（令和４年４月 ��日付け４消安第 ���号農林水産省消費・安全局長通知）、オース

トラリア向けいちご輸出検疫実施要領（令和３年３月 ��日付け２消安第 ����号農林水

産省消費・安全局長通知）、オーストラリア向けかき輸出検疫実施要領（平成 �� 年８月

６日付け �� 消安第 ���� 号農林水産省消費・安全局長通知）、オーストラリア向け輸出

ぶどう検疫実施要領（平成 ��年３月 ��日付け ��消安第 ����号農林水産省消費・安全

局長通知）、カナダ向け輸出りんご検疫実施要領（平成��年７月５日付け��消安第����

号農林水産省消費・安全局長通知）、ベトナム向け輸出うんしゅうみかん検疫実施要領

（令和３年 �� 月１日付け３消安第 ���� 号農林水産省消費・安全局長通知）、ベトナム

向け輸出なし検疫実施要領（平成 ��年３月７日付け ��消安第 ����号農林水産省消費・

安全局長通知）及びベトナム向け輸出りんご検疫実施要領（平成 ��年３月 ��日付け ��

消安第 ���� 号農林水産省消費・安全局長通知）に基づき登録された生産園地、生産施

設、選果こん包施設、保管施設、低温処理施設及びくん蒸処理施設については、この通

知により登録されたものとみなす。�

� この通知の施行の際現に行われているこの通知による廃止前の米国向けうんしゅうみ

かん生果実輸出検疫実施要領、アメリカ合衆国向けかき輸出検査実施要領、米国向けな

し検疫実施要領、インド向けりんごの生果実実施要領、オーストラリア向けいちご輸出

検疫実施要領、オーストラリア向けかき輸出検疫実施要領、オーストラリア向け輸出ぶ

どう検疫実施要領、カナダ向け輸出りんご検疫実施要領、ベトナム向け輸出うんしゅう

みかん検疫実施要領、ベトナム向け輸出なし検疫実施要領及びベトナム向け輸出りんご

検疫実施要領に基づく生産園地、生産施設、選果こん包施設、保管施設、低温処理施設

及びくん蒸処理施設の登録、選果こん包、低温処理及びくん蒸処理、栽培地検査、消毒

検査、精密検査及び目視検査並びに植物検疫証明書の発給に係る手続については、なお

従前の例によることができる。�

�



第１号様式（第２関係）�

生産園地・生産施設登録申請書�

�

� 植物防疫所（� � � � � 支所又は出張所）植物防疫官� 殿�

�

申請年月日� � � � � � � � � � ��
�

� 下記の栽培地を� � � � � � � � � � （注１）の登録生産園地・登録生産施設として申請します。�
�

１．生産園地・生産施設情報（注２）�

番号�
生産園地名�

1DPH�RI�RUFKDUG�

生産者氏名�

1DPH�RI�JURZHU�

所在地（地番まで）�

$GGUHVV�RI�RUFKDUG�

面積（D）�

6TXDUH�PHDVXUH�

��� � � � �

��� � � � �

��� � � � �

��� � � � �

��� � � � �

�

２．検査対象植物情報�

番号� 種類・名称� 形態・用途� ロット番号・品種名� 栽培数（本・株）�

��� � � � �

��� � � � �

��� � � � �

��� � � � �

��� � � � �
�

３．その他（注３）�

番号� 栽培地検査申請先� 備考（指定生産地域名、輸入国の要求事項等）�

��� � �

��� � �

��� � �

��� � �

��� � �

�

記載に当たっての留意事項�

（注１）� 下線部には、輸入国及び対象生果実名を記載すること。�

（注２）� 生産園地名、生産者氏名、所在地については英文併記とすること。�

（注３）� 栽培地検査申請先欄には、栽培地検査等の申請先（植物防疫官（担当所、支所又は出張所名）、登録検査機関（都道府県）、

登録検査機関（都道府県以外の登録検査機関名））を記載すること。また、栽培地検査申請先を、植物防疫官又は登録検査機関

（都道府県）とする場合は、輸出検査実施要領に定める栽培地検査申請書の記載に当たっての留意事項を遵守すること。�
�

申請者住所� � � � � � � � � � � � � � � �

申請者氏名� � � � � � � � � � � � � � � �



第
２
号
様
式
（
第
２
関
係
）
�

�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
登
録
生
産
園
地
・
生
産
施
設
一
覧
表
（
�
�

�
年
度
）
�

�

登
録
生
産
�

園
地
・
施
設
番
号
�

&
R
GH
�R
I�
UH
JL
VW
HU
HG
�

R
U
FK
DU
G�

生
産
園
地
名
�

1
D
P
H
�
R
I
�

R
U
F
K
D
U
G�

都
道
府
県
名

�

S
U
HI
HF
WX
UH
�

生
産
者
氏
名

�

1
D
PH
�R
I�
JU
R
ZH
U�

所
在
地

�

$
G
GU
HV
V�
RI
�R
UF
KD
UG
�

面
積
�
D
��

6
T
XD
UH
�P
HD
VX
UH
�

備
考
（
指
定
生
産
地
域
名
等
）
�

�
�

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�
�

�

（
注
１
）
�
�
�
に
は
、
輸
入
国
及
び
対
象
生
果
実
名
を
記
載
す
る
こ
と
。
�

（
注
２
）
生
産
園
地
名
欄
、
生
産
者
氏
名
欄
、
及
び
所
在
地
欄
に
つ
い
て
は
、
英
文
併
記
と
す
る
こ
と
。
�

� �
�



第
３
号
様
式
（
第
３
関
係
）
�

�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
選
果
こ
ん
包
施
設
登
録
申
請
書
�

�

年
�
�
月
�
�
日
�

� �
植
物
防
疫
所
（
�
�
�
�
�
支
所
又
は
出
張
所
）
植
物
防
疫
官
�
殿
�

� �

申
請
者
住
所
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

申
請
者
氏
名
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

� �

選
果
こ
ん
包
施
設
名
�

1
D
P
H
�
RI
�

S
D
F
N
L
QJ
K
R
XV
H�

所
在
地
及
び
連
絡
先
�

$
G
G
U
H
VV
�
D
QG
�
S
KR
Q
H
�

Q
X
P
E
H
U�

責
任
者
氏
名
�

1
D
P
H
�
RI
�
S
HU
V
R
Q�
L
Q
�

F
K
D
U
J
H�

選
果
技
術
員
氏
名
�

1
D
P
H
�
RI
�
W
HF
K
Q
LF
D
O
�

S
H
U
V
R
QQ
H
O
�I
R
U
�

V
R
U
W
L
QJ
�

夜
間
作
業
の

有
無
�

施
設
情
報
の

公
表
可
否
�

備
考
�

�
�

�
�

有
・
無
�

可
・
否
�

�

� �
下
記
施
設
を
登
録
選
果
こ
ん
包
施
設
と
し
て
申
請
し
ま
す
。
�

（
注
１
）
�
�
�
に
は
、
輸
入
国
及
び
対
象
生
果
実
名
を
記
載
す
る
こ
と
。
�

（
注
２
）
選
果
こ
ん
包
施
設
名
欄
、
所
在
地
及
び
連
絡
先
欄
、
責
任
者
氏
名
欄
並
び
に
選
果
技
術
員
氏
名
欄
に
つ
い
て
は
、
英
文
併
記
と
す
る
こ
と
。
�

（
注
３
）
夜
間
作
業
の
有
無
欄
に
つ
い
て
、
夜
間
に
選
果
こ
ん
包
作
業
を
実
施
す
る
場
合
は
「
有
」
、
実
施
し
な
い
場
合
は
「
無
」
に
○
を
記
入
す
る
こ
と
。

�

（
注
４
）
施
設
情
報
の
公
表
可
否
欄
に
つ
い
て
、
植
物
防
疫
所
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
施
設
情
報
の
掲
載
を
可
と
す
る
場
合
に
は
「
可
」、
不
可
と
す
る
場
合
は
「
否
」
に

○
を
記
入
す
る
こ
と
。
�

�
�



第
４
号
様
式
（
第
３
関
係
）
�

�

�
�
�
�
�
�

�
�
�
登
録
選
果
こ
ん
包
施
設
一
覧
表
（
�
�
�
年
度
）
�

�

登
録
選
果
こ
ん
包

�

施
設
番
号
�

&
R
GH
�R
I�

U
H
JL
VW
HU
HG
�

S
D
FN
LQ
JK
RX
VH
�

選
果
こ
ん
包
施
設
名

�

1
D
PH
�R
I�

S
D
FN
LQ
JK
RX
VH
�

都
道
府
県
名
�

3
U
HI
HF
WX
UH
�

所
在
地
及
び
連
絡
先

�

$
G
GU
HV
V�
DQ
G�
SK
RQ
H�

Q
X
P
E
H
U�

責
任
者
氏
名

�

1
D
PH
�R
I�
SH
UV
RQ
�L
Q�

F
K
DU
JH
�

選
果
技
術
員
氏
名
�

1
D
PH
�R
I�
WH
FK
QL
FD
O�

S
HU
VR
QQ
HO
�I
RU
�

V
R
UW
LQ
J�

夜
間
作
業
�

の
有
無

�
備
考
�

�
�

�
�

�
�

有
・
無
�

�

�
�

�
�

�
�

有
・
無
�

�

�
�

�
�

�
�

有
・
無
�

�

�
�

�
�

�
�

有
・
無
�

�

�
�

�
�

�
�

有
・
無
�

�

�
�

�
�

�
�

有
・
無
�

�

（
注
１
）
�
�
�
に
は
、
輸
入
国
及
び
対
象
生
果
実
名
を
記
載
す
る
こ
と
。
�

（
注
２
）
選
果
こ
ん
包
施
設
名
欄
、
都
道
府
県
名
欄
、
所
在
地
及
び
連
絡
先
欄
、
責
任
者
氏
名
欄
並
び
に
選
果
技
術
員
氏
名
欄
に
つ
い
て
は
、
英
文
併
記
と
す
る
こ
と
。

�

（
注
３
）
植
物
防
疫
所
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
当
該
一
覧
表
を
掲
載
す
る
際
に
は
、
責
任
者
氏
名
欄
及
び
選
果
技
術
員
氏
名
欄
を
削
除
す
る
こ
と
。
�

�
�



第
５
号
様
式
（
第
４
関
係
）
�

�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
保
管
施
設
登
録
申
請
書
�

�

年
�
�
月
�
�
日
�

� �
植
物
防
疫
所
（
�
�
�
�
�
支
所
又
は
出
張
所
）
植
物
防
疫
官
�
殿
�

� �

申
請
者
住
所
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

申
請
者
氏
名
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

� �
下
記
施
設
を
保
管
施
設
と
し
て
申
請
し
ま
す
。
�

（
注
１
）
�
�
�
に
は
、
輸
入
国
及
び
対
象
生
果
実
名
を
記
載
す
る
こ
と
。
�

（
注
２
）
保
管
施
設
名
欄
、
所
在
地
及
び
連
絡
先
欄
並
び
に
責
任
者
氏
名
欄
に
つ
い
て
は
、
英
文
併
記
と
す
る
こ
と
。

�

（
注
３
）
夜
間
作
業
の
有
無
欄
に
つ
い
て
、
夜
間
に
作
業
を
実
施
す
る
場
合
は
「
有
」、
実
施
し
な
い
場
合
は
「
無
」
に
○
を
記
入
す
る
こ
と
。
�

�
�

保
管
施
設
名
�

1
D
P
H
�
RI
�
V
WR
U
D
JH
�

I
D
F
L
O
LW
\�

所
在
地
及
び
連
絡
先

�

$
G
G
U
H
VV
�
D
QG
�
S
KR
Q
H
�Q
X
P
EH
U
�

責
任
者
氏
名
�

1
D
P
H
�
RI
�
S
HU
V
R
Q�
L
Q
�F
K
D
UJ
H
�

夜
間
作
業
の
有
無
�

備
考
�

�
�

�
有
・
無
�

�



第
６
号
様
式
（
第
４
関
係
）
�

�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
登
録
保
管
施
設
一
覧
表
（

�
�
�
年
度
）
�

� （
注
１
）
�
�
�
に
は
、
輸
入
国
及
び
対
象
生
果
実
名
を
記
載
す
る
こ
と
。
�

（
注
２
）
保
管
施
設
名
欄
、
都
道
府
県
名
欄
、
所
在
地
及
び
連
絡
先
欄
並
び
に
責
任
者
氏
名
欄
に
つ
い
て
は
、
英
文
併
記
と
す
る
こ
と
。
�

�
�

登
録
保
管
�

施
設
番
号
�

&
R
G
H
�
RI
�

U
H
J
L
V
WH
U
H
G�

V
W
R
U
D
JH
�

I
D
F
L
O
LW
\�

保
管
施
設
名
�

1
D
P
H
�
RI
�
V
WR
U
D
JH
�

I
D
F
L
O
LW
\�

都
道
府
県
名
�

S
U
H
I
H
FW
X
U
H�

所
在
地
及
び
連
絡
先
�

$
G
G
U
H
VV
�
D
QG
�
S
KR
Q
H
�

Q
X
P
E
H
U�

責
任
者
氏
名
�

1
D
P
H
�
RI
�
S
HU
V
R
Q�

L
Q
�
F
K
DU
J
H�

夜
間
作
業
�

の
有
無
�

備
考
�

�
�

�
�

�
有
・
無
�

�

�
�

�
�

�
有
・
無
�

�

�
�

�
�

�
有
・
無
�

�

�
�

�
�

�
有
・
無
�

�

�
�

�
�

�
有
・
無
�

�

�
�

�
�

�
有
・
無
�

�



第
７
号
様
式
（
第
５
関
係
）
�

�

�
�

�
�
�
�
�
�
�
低
温
処
理
施
設
登
録
申
請
書

�

�

年
�
�
月
�
�
日
�

� �
植
物
防
疫
所
（
�
�
�
�
�
支
所
又
は
出
張
所
）
植
物
防
疫
官
�
殿
�

� �

申
請
者
住
所
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

申
請
者
氏
名
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

� �
下
記
施
設
を
低
温
処
理
施
設
と
し
て
申
請
し
ま
す
。
�

低
温
処
理
施
設
名

�

1
D
PH
�R
I�
FR
O
G
�

W
U
HD
WP
HQ
W�

I
D
FL
OL
W\
�

所
在
地
及
び
連
絡
先

�

$
GG
UH
VV
�D
QG
�S
KR
QH
�

Q
X
P
E
H
U�

責
任
者
氏
名

�

1
D
PH
�R
I�
SH
UV
RQ
�L

Q�

F
K
DU
JH
�

技
術
員
氏
名

�

1
D
P
H
�
R
I
�
W
H
F
K
Q
L
F
D
O
�

S
H
U
V
R
Q
Q
H
O
�
I
R
U�

F
R
OG
�W
UH
DW
PH
QW
�

施
設
情
報

�
備
考
�

処
理
庫

�

番
号
�

内
容
積

（
㎥
）
�

収
容
量

�
（

W
�
RU

�&
�
7
）
�

温
度
記
録
計
�

�
種
類
・

�

セ
ン
サ
ー
数
）
�

�

�
�

�
�

�
�

�
�

�

（
注
１
）
�
�
�
に
は
、
輸
入
国
及
び
対
象
生
果
実
名
を
記
載
す
る
こ
と
。
�

（
注
２
）
低
温
処
理
施
設
名
欄
、
所
在
地
及
び
連
絡
先
欄
、
責
任
者
氏
名
欄
並
び
に
技
術
員
氏
名
欄
に
つ
い
て
は
、
英
文
併
記
と
す
る
こ
と
。
�

（
注
３
）
技
術
員
氏
名
欄
に
つ
い
て
は
、
植
物
防
疫
官
の
技
術
研
修
が
必
要
な
対
象
生
果
実
に
つ
い
て
の
み
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。
�

�
�



第
８
号
様
式
（
第
５
関
係
）
�

�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
登
録
低
温
処
理
施
設
一
覧
表
（

�
�
�
年
度
）
�

� （
注
１
）
�
�
�
に
は
、
輸
入
国
及
び
対
象
生
果
実
名
を
記
載
す
る
こ
と
。
�

（
注
２
）
低
温
処
理
施
設
名
欄
、
都
道
府
県
名
欄
、
所
在
地
及
び
連
絡
先
欄
、
責
任
者
氏
名
欄
並
び
に
技
術
員
氏
名
欄
に
つ
い
て
は
、
英
文
併
記
と
す
る
こ
と
。
�

�
�

登
録
低
温
処

理
施
設
番
号
�

&
R
G
H
�
RI
�

U
H
J
L
V
WH
U
H
G�

F
R
O
G
�

W
U
H
D
W
PH
Q
W
�

I
D
F
L
O
LW
\�

低
温
処
理
施
設
名
�

1
D
P
H
�
RI
�
F
RO
G
�

W
U
H
D
W
PH
Q
W
�I
D
F
LO
L
W
\�

都
道
府
県
名
�

S
U
H
I
H
FW
X
U
H�

所
在
地
及
び
連
絡
先

�

$
G
G
U
H
VV
�
D
QG
�
S
KR
Q
H
�

Q
X
P
E
H
U�

責
任
者
氏
名
�

1
D
P
H
�
RI
�
S
HU
V
R
Q�
L
Q
�

F
K
D
U
J
H�

技
術
員
氏
名
�

1
D
P
H
�
RI
�
W
HF
K
Q
LF
D
O
�

S
H
U
V
R
QQ
H
O
�I
R
U�

F
R
O
G
�
WU
H
D
WP
H
Q
W�

備
考
�

�
�

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�
�

�



第
９
号
様
式
（
第
６
関
係
）
�

�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
く
ん
蒸
処
理
施
設
登
録
申
請
書
�

�

年
�
�
月
�
�
日
�

� �
植
物
防
疫
所
（
�
�
�
�
�
支
所
又
は
出
張
所
）
植
物
防
疫
官
�
殿
�

� �

申
請
者
住
所
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

申
請
者
氏
名
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

� �
下
記
施
設
を
く
ん
蒸
処
理
施
設
と
し
て
申
請
し
ま
す
。
�

く
ん
蒸
�

倉
庫
名
�

1
D
P
H
�
RI
�

I
X
P
L
J
DW
L
R
Q�

I
D
F
L
O
LW
\�

く
ん
蒸
�

室
番
号
�

床
面
積
�

又
は
�

収
容
�

ト
ン
数
�

内
容
責
�

（
ｍ
３
）
�

か
く
は
ん

又
は
�

循
環
装
置

の
有
無
�

ガ
ス
排
出
�

装
置
�

の
有
無
�

建
築
�

（
製
造
・

購
入
）
�

年
月
日
�

所
在
地
及
び
�

連
絡
先
�

$
G
G
U
H
VV
�
D
QG
�
S
KR
Q
H
�

Q
X
P
E
H
U�

責
任
者
氏
名
�

1
D
P
H
�
RI
�
S
HU
V
R
Q�

L
Q
�
F
K
DU
J
H�

備
考
�

�
�

�
�

有
・
無
�

有
・
無
�

�
�

�
�

（
注
１
）
�
�
�
に
は
、
輸
入
国
及
び
対
象
生
果
実
名
を
記
載
す
る
こ
と
。
�

（
注
２
）
く
ん
蒸
倉
庫
名
欄
、
所
在
地
及
び
連
絡
先
欄
並
び
に
責
任
者
氏
名
に
つ
い
て
は
、
英
文
表
記
と
す
る
こ
と
。

�

（
注
３
）
か
く
は
ん
又
は
循
環
装
置
の
有
無
欄
及
び
ガ
ス
搬
出
装
置
の
有
無
欄
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
装
置
が
あ
る
場
合
は
「
有
」
、
な
い
場
合
は
「
無
」
に
○
を
記
入
す
る

こ
と
。
�

�
�



第
�
�
号
様
式
（
第
６
関
係
）
�

�

�
�
�
�
�
�

�
�
�
登
録
く
ん
蒸
処
理
施
設
一
覧
表
（
�
�
�
年
度
）
�

� （
注
１
）
�
�
�
に
は
、
輸
入
国
及
び
対
象
生
果
実
名
を
記
載
す
る
こ
と
。
�

（
注
２
）
く
ん
蒸
処
理
施
設
名
欄
、
都
道
府
県
名
欄
、
所
在
地
及
び
連
絡
先
欄
並
び
に
責
任
者
氏
名
欄
に
つ
い
て
は
、
英
文
表
記
と
す
る
こ
と
。
�

（
注
３
）
植
物
防
疫
所
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
当
該
一
覧
表
を
掲
載
す
る
際
に
は
、
責
任
者
氏
名
欄
を
削
除
す
る
こ
と
。

�
�

登
録
く
ん
蒸
処

理
施
設
番
号
�

&
R
G
H
�
RI
�

U
H
J
L
V
WH
U
H
G�

I
X
P
L
J
DW
L
R
Q�

I
D
F
L
O
LW
\�

く
ん
蒸
処
理
施
設
名

�

1
D
P
H
�
RI
�
I
XP
L
J
DW
L
R
Q
�

I
D
F
L
O
LW
\�

都
道
府
県
名
�

S
U
H
I
H
FW
X
U
H�

所
在
地
及
び
連
絡
先
�

$
G
G
U
H
VV
�
D
QG
�
S
KR
Q
H
�Q
X
P
EH
U
�

責
任
者
氏
名
�

1
D
P
H
�
RI
�
S
HU
V
R
Q�
L
Q
�F
K
D
UJ
H
�

備
考
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�



第 ��号様式（第 ��の２関係）�

�

� � � � � � � � � � 選果こん包実施報告書�

�

� � � � � � � � � 年� � 月� � 日�

�

�

� 輸出者（選果こん包実施依頼者）� 殿�

�

�

施設名� � � � � � � � � � � � � �

施設番号� � � � � � � � � � � � �

責任者氏名� � � � � � � � � � � �

�

�

� 以下のとおり選果こん包したので、報告します。�

実施年月日� 選果こん包時間� 選果こん包数量� 選果技術員氏名�

� � � �

� � � �

� � � �

� � � �

（注１）� � � には、輸入国及び対象生果実名を記載すること。�

（注２）選果技術員の配置が本要領で規定されていない場合は、選果技術員氏名欄に「―」を記載。�

（注３）登録生産園地・施設別、品種別の箱数及び重量を記載した書類を添付すること。�

�

� �



第 ��号様式（第 ��の２関係）�

�

� � � � � � � � � � 低温処理実施記録表�

�

登録低温

処理施設

名�

処理庫�

番号�

登録園

地番号�

施設内容積�

（ｍ３）�
果実収容量�

� � � � &�7� W�

�

処理日数�
確認�

年月日�

確認�

時刻�

温度センサー設置個所�

低温処理

技術者�
備考�庫内温度（℃）� 果実温度（℃）�

１� ２� １� ２� ３� ４�

示度確認�

�氷点法��

� � � � � � � � � �

� � � � � � � � � �

補正値� � � � � � � � �

予冷の�

開始�
� � � � � � � � � �

予冷確認� � � � � � � � � � �

� � � � � � � � � � �

� � � � � � � � � � �

低温処理�

開始�
� � � � � � � � � �

� � � � � � � � � � �

� � � � � � � � � � �

� � � � � � � � � � �

（注１）� � � には、輸入国及び対象生果実名を記載すること。�

（注２）温度記録を添付すれば記載は省略可能。当該低温処理荷口のセンサー位置を示した積み付け図、

登録生産園地及び品種ごとに処理重量を記載した書類を添付すること。�

�

�

�

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 確認年月日� � � � � � � � � � � � �

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 責任者氏名� � � � � � � � � � � � �

�

� �



第 ��号様式（第 ��の２関係）�

�

� � � � � � � � � � くん蒸処理実施記録表�

�

１．荷口の詳細� 産地� � � � � � � � � 品種� � � � � � � � � �

� � � � � � � � 袋数� � � � � � � � � 数量� � � � � � � � � �

２．くん蒸の方法� � � � � � � � �

３．くん蒸の場所� � � � � � � � �

４．くん蒸の実施日� � � � � � � � �

�

くん蒸�

室番号�

くん蒸室�

内容積�
収容数� 単位薬量� 投薬量� 投薬日時� 備考�

� � � � � � �

� � � � � � �

� � � � � � �

�

５．くん蒸実施者� � � � � � � � �

�

�

�

確認年月日� � � � � � � � � � � � �

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 責任者氏名� � � � � � � � � � � � �

�

�

（注）� � � には、輸入国及び対象生果実名を記載すること。�

�

� �



第 ��号様式（第 ��関係）�

�

輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書（� � � � � � � � � � ）�

�

年� 月� 日�

植物防疫所（� 支所・出張所� ）植物防疫官� �殿�

��

� � � � � 住所� � � � � � � � � �

氏名� � � � � � � � � �

�

下記のとおり植物防疫機関の検査官の招へいを要請します。�

�

記�

�

�

１�招へい日程�

�

�

２�登録生産園地の番号及び所在地�

�

�

�

（注）� � � には、輸入国及び対象生果実名を記載すること。�



別紙１－１�

�

米国向けうんしゅうみかん�

�

第１� 対象生果実（本文第１の２関係）：米国（米領サモア、北マリアナ諸島、プエルト

リコ及び米領バージン諸島を除く。）向けに輸出するうんしゅうみかん（

（ を含む。））の生果実�
�

第２� 適用範囲（本文第１の３関係）：本別紙においては、本文第２の９、第３の６、第

４から第６まで、第７の ��、第８の１の（４）及び２の（２）、第 ��、第 ��の５及

び６、第 ��、第 ��並びに第 ��の１、２及び６については、適用しない。�
�

第３� 検疫対象有害動植物（本文第１の４関係）�

� ア� 高リスク有害動植物： （ミカンバエ）�

� � イ� 中リスク有害動植物： （カンキツかいよう病）、

（コウノアケハダニ）、� （ミヤ

ケアケハダニ）、� （タイワンコナカイガラムシ）、

（フジコナカイガラムシ）、 XV�ミカン

ヒメコナカイガラムシ�、㻌 （ヤノネカイガラムシ）、

（ミカンクロアブラムシ）及び （ミカンキジラミ）㻌

�

第４� 生産園地の登録要件（本文第２の１関係）�

� � ア� 本州、四国及び九州（福岡県、佐賀県、長崎県及び熊本県に限る。）の生産園地

であること。�

� � イ� 防除暦等を踏まえ、有害動植物の防除が行われ、その記録が２年間保管されるこ

と。�

� � ウ� 申請の前年における、本文第７の栽培地検査及び本文第 ��の目視検査の結果、

当該生産園地が所在する都道府県においてミカンバエが確認されていないこと。ミ

カンバエが確認された場合は、植物防疫官が第 ��のア及びイに準じて、トラップ

調査及び生果実調査を実施し、当該都道府県にミカンバエが存在していないことが

確認されること。�
�

第５� 生産園地・生産施設登録申請書等の植物防疫官への提出（本文第２の３関係）�

ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

イ� 添付書類：不要�
�
�



第６� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第２の８関係）�

� � ア� 提出期日：毎年９月 ��日�

� � イ� 添付書類：不要�
�

第７� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の輸入国への提出（本文第２の９関係）：適用しない。�

�

第８� 選果こん包施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第３の２関係）�

ア� 提出期日：毎年８月 ��日�

イ� 添付書類：不要�
�

第９� 選果こん包施設の本文以外の登録要件（本文第３の３の（５）関係）�

� � ア� 果実の表面殺菌を実施する設備を有すること。�

� � イ� 選果、こん包及び保管を行う際、対象生果実をそれ以外の生果実と１ｍ以上離す

ことが可能な施設であること。�
�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第３の５関係）�

ア� 提出期日：毎年９月 ��日�

イ� 添付書類：不要�
�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の輸入国への提出（本文第３の６関係）：適用しない。�

�

第 ��� 保管施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第４の２関係）�

第 ��� 保管施設の本文以外の登録要件（本文第４の３の（４）関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第４の５関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の輸入国への提出（本文第４の６関係）�

�

第 ��� 低温処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第５の２関係）�

第 ��� 低温処理施設の登録要件（本文第５の３関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第５の５関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第５の６関係）�

�

第 ��� くん蒸処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第６の２関係）�

第 ��� くん蒸処理施設の登録要件（本文第６の３関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第６の５関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第６の６関係）�



�

第 ��� 補助員又は登録検査機関の検査等（本文第７の８関係）�

ア� トラップ調査��

①� 対象有害動植物：ミカンバエ�

②� トラップの種類：ガロントラップ�

③� 誘引剤（交換頻度）：蛋白質加水分解物（２週間に１回）�

④� 設置密度：４NP�当たり１個�

⑤� 実施時期及び回数：６月１日から ��月 ��日まで、２週間に１回�

⑥� 方法：登録生産園地及びその周辺にトラップを設置し、ミカンバエの捕獲の有

無を確認するものとする。�

⑦� その他：トラップの設置にかかる費用は生産園地の登録申請を行った者が負担

するものとする。�

イ� 生果実調査�

①� 対象有害動植物：ミカンバエ�

②� 実施時期及び回数：９月１日から ��月 ��日まで、２週間に１回�

� � � ③� 方法：登録生産園地の園内の全域において、樹上の果実及び落下した果実を目

視により検査し、ミカンバエの寄生が疑われる果実の切開調査を行うものとする。�

�

第 ��� 植物防疫官又は登録検査機関の検査等（本文第７の ��関係）：適用しない。�

�

第 ��� 栽培地検査の本文以外の適合要件（本文第８の１の（４）関係）�適用しない。�

第 ��� 栽培地検査報告書の備考欄の記載内容（本文第８の２の（２）関係）：適用しない。�

�

第 ��� 栽培地検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内

容（本文第９の２関係）�

ア� 有害動植物：ミカンバエ�

イ� 措置内容：ミカンバエが発見された登録生産園地が所在する都道府県内に存在す

る全ての登録生産園地の登録の取消し�

�

第 ��� 選果こん包等の内容（本文第 ��の１の（９）関係）�

� � �ア� 第 ��の対象生果実の表面殺菌を実施すること。�

イ� 登録選果こん包施設内に対象生果実以外の生果実がある場合は、対象生果実の

荷口と１ｍ以上離して保管すること。�



ウ� 対象生果実のこん包の側面には、次の字句を表示すること。�

� ①� 米国向けの表示：)RU�8�6�$�

��②� 輸出可能な地域に係る表示：*URZQ�LQ�-DSDQ��3URKLELWHG�HQWU\�LQWR�

$PHULFD�6DPRD��1RUWKHUQ�0DULDQD�,VODQGV��3XHUWR�5LFR�DQG�86�9LUJLQ�

,VODQGV�

�

第 ��� 選果こん包時に確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容（本文第

��の５関係）：適用しない。�

�

第 ��� 低温処理の内容（本文第 ��の１関係）�

�

第 ��� くん蒸処理の内容（本文第 ��の１関係）�

�

第 ��� 消毒の内容（本文第 ��の１関係）�

ア� 植物防疫官又は登録検査機関の立会の要否：要�

イ� 消毒条件等：消毒実施者は、登録選果こん包施設において、次亜塩素酸ナトリウ

ム溶液に対象生果実を２分間以上浸漬し、消毒記録書を生産者等に交付するものと

する。なお、次亜塩素酸ナトリウム溶液は次の手順に従い作成するものとする。�

� � � �①� 浸漬槽から、次亜塩素酸ナトリウム溶液及びコントロール用の ���SSPの次亜

塩素酸ナトリウム溶液５POを試験管等に別々にとり、それぞれに ��％の酢酸液

２PO及び ���Jヨウ化カリウムを加え、ヨウ化カリウムが完全に溶解するまでか

くはんする。�

� � � �②� ①のそれぞれの溶液に、１％のでん粉溶液に浸漬し、乾燥させて作成したリ

トマス紙を浸し、各溶液に浸したリトマス紙の色を比較する。�

� � � �③� 次亜塩素酸ナトリウム溶液は、重量比で溶液量の ��倍の果実を浸漬するごと

に、���SSP溶液作成時に使用した次亜塩素酸ナトリウム溶液原液量の２分の１

を補給して、濃度を ���SSP以上に保つ。�

� � � �④� ②の検定は１日当たり、３回程度以上を目安に行う。�

� � � �⑤� 検定方法は、①及び②のほか、塩素濃度計や市販のリトマス紙による測定も

可能とする。�

�

第 ��� 精密検査の内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

�

第 ��� 消毒検査申請書又は精密検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�



� � ア� 消毒検査申請書の添付書類�

� � � ①� 低温処理に係る消毒検査：－�

� � � ②� くん蒸処理に係る消毒検査：－�

� � � ③� 第 ��の消毒に係る消毒検査：第 ��のイの消毒記録書�

� � イ� 精密検査申請書の添付書類：－�

�

第 ��� 目視検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� 米国政府が発行する輸入許可証の写し�

イ� 栽培地検査報告書又はその写し�

ウ� 第 �� の消毒に係る消毒検査報告書又はその写し（ただし、本文第 �� の２により、

消毒検査の申請が本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行われ

た場合は、第 ��のイの消毒記録書）�

�

第 ��� 目視検査の内容（本文第 ��の９の（４）関係）�

� � ア� 検査荷口の単位：積載船又は積載機ごと�

� � イ� 検査抽出数量：検査荷口ごとに箱数の３％（最低２箱）以上�

�

第 ��� 目視検査の本文以外の適合基準（本文第 ��の ��の（３）関係）：こん包の側面に

第 ��のウの表示が記載されていること。�

�

第 ��� 目視検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容

（本文第 ��の ��関係）�

ア� 有害動植物：ミカンバエ�

イ� 措置内容：植物防疫官は、ミカンバエが確認された荷口の対象生果実を生産した

登録生産園地が所在する都道府県の全ての登録生産園地で生産された対象生果実に

ついて、植物検疫証明書の発給を停止するとともに、当該都道府県内の全ての登録

生産園地の登録を取り消し、当該都道府県にその旨通知するものとする。�

�

第 ��� 輸出検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� 米国政府が発行する輸入許可証の写し�

イ� 栽培地検査報告書の原本又はその写し�

ウ� 消毒検査報告書の原本又はその写し（ただし、本文第 ��の２により、消毒検査

の申請を本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行った場合は、

第 ��の消毒記録書又はその写し）�

エ� 目視検査報告書の原本又はその写し（ただし、本文第 ��の２により、目視検査



の申請を本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行った場合は、

この限りではない。）�

�

第 ��� 植物検疫証明書の追記（本文第 ��の５関係）：植物検疫証明書の消毒の欄に消毒に

関する事項を記載し、かつ次の追記を行う。�

� � ���7KLV�LV�IXUWKHU��WR�FHUWLI\�WKDW�WKH�͆8QVKX�RUDQJHV�ZHUH�SDFNHG�DQG�

SURGXFHG�LQ�DFFRUGDQFH�ZLWK�WKH�UHTXLUHPHQWV�DXWKRUL]HG�XQGHU��&()����������

�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の植物防疫官への提出期限（本文第 ��の２関係）：

適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の輸入国への提出期限（本文第 ��の６関係）：適用

しない。�

�

第 ��� その他（本文第 ��の２関係）：米国における輸入検査において、検疫対象有害動植

物が複数回発見された場合は、当該検疫有害動植物が発見された原因の特定及び適

切な措置が講じられるまでの間、対象生果実の輸出は全て停止される。このため、

米国植物防疫機関からその旨の通知を受けた時から米国向けうんしゅうみかんの輸

出の再開が認められるまでの間、植物検疫証明書の交付を停止するものとする。�

�
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別紙１－２�

�

米国向けかき�

�

第１� 対象生果実（本文第１の２関係）：米国（グアム及び北マリアナ諸島を除く。）向け

に輸出するかき（ ）の生果実

�

第２� 適用範囲（本文第１の３関係）：本別紙においては、本文第２の８及び９、第３の

５及び６、第４から第６まで、第８の１の（４）及び２の（２）、第 ��、第 �� の５及

び６、第 ��から第 ��まで、第 ��の ��から ��まで、第 ��の１、２及び６並びに第

��の２については、適用しない。�

�

第３� 検疫対象有害動植物（本文第１の４関係）�

� � ア� 高リスク有害動植物： （カキノヘタムシガ）、

（モモノゴマダラノメイガ）、 （ツヤスジハマ

キ）、 （ホソバチビヒメハマキ）、 （マツ

モトコナカイガラムシ）、 （ミカンヒメコナカイガラムシ）、

（カキクダアザミウマ）、 （ビワハ

ナアザミウマ）、 （チャノキイロアザミウマ）、

（カキヒメハダニ）、 （黒星落葉病）、

（炭疽病）、 � �、

（円星落葉病）、 （葉枯病）、

（葉枯病）、 （葉枯病）、

（黒点病）及び （枝枯病）�

� � イ� 中リスク有害動植物：該当なし�

第４� 生産園地の登録要件（本文第２の１関係）�

� � ア� 都道府県が第３に掲げる検疫対象有害動植物の防除を目的として定めた防除プロ

グラム（以下「防除プログラム」という。）を踏まえ、病害虫防除所、果樹試験場

等の助言・指導の下に、検疫対象有害動植物の防除及び栽培管理が行われること。�

� � イ� 管理者により、アの実施状況の記録（以下「園地管理記録」という。）が作成さ

れ、２年間保管されること。�

� � ウ� 生産地域の指定�

�
�



第５� 生産園地・生産施設登録申請書等の植物防疫官への提出（本文第２の３関係）�

� � ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

� � イ� 添付書類：指定生産地域における第４のアの防除プログラム�

�

第６� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第２の８関係）：適用しない。�

第７� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の輸入国への提出（本文第２の９関係）：適用しない。�

�

第８� 選果こん包施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第３の２関係）�

ア� 提出期日：毎年７月 ��日�

イ� 添付書類：不要�

�

第９� 選果こん包施設の本文以外の登録要件（本文第３の３の（５）関係）�

� � ア� 有害動植物の寄生果の識別及び選別、選果従事者への技術指導を行う選果技術員

を配置し、当該選果技術員が、植物防疫官が実施する有害動植物の識別に関する技

術研修を修了した者として登録を受けること。�

イ� 対象生果実以外の生果実がある場合は、対象生果実と隔離した状態で保管できる

こと。�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第３の５関係）：適用しない。�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の輸入国への提出（本文第３の６関係）：適用しない。

第 ��� 保管施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第４の２関係）�

第 ��� 保管施設の本文以外の登録要件（本文第４の３の（４）関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第４の５関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の輸入国への提出（本文第４の６関係）�

�

第 ��� 低温処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第５の２関係）�

第 ��� 低温処理施設の登録要件（本文第５の３関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第５の５関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第５の６関係）�

�

第 ��� くん蒸処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第６の２関係）�

第 ��� くん蒸処理施設の登録要件（本文第６の３関係）�



第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第６の５関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第６の６関係）�

�

第 ��� 補助員又は登録検査機関の検査等（本文第７の８関係）�

ア� 対象有害動植物：検疫対象有害動植物�

イ� 実施時期：６月から対象生果実の収穫が終了する前月まで�

ウ� 方法�

①� ほ場調査：毎月、指定生産地域のいずれかの登録生産園地について、検疫対象

有害動植物の有無を目視により確認するものとする。なお、全ての登録生産園地

に対し、少なくとも１回は当該調査を実施するものとする。�

②� 園地管理記録の確認：毎月、全ての園地管理記録を確認し、指定生産地域にお

ける防除プログラムによる防除の実施状況を確認するものとする。�

� � エ� 指導�

①� 補助員が検査を実施した場合は、検査を実施するごとに、検査成績表に記録し、

植物防疫官に提出するものとする。植物防疫官は、当該検査成績表により、防除

プログラムが適切に実施されていないことを確認した場合は、当該補助員を通じ、

管理者に防除プログラムを適切に実施するよう指示するものとする。�

②� 登録検査機関が検査を実施した場合であって、防除プログラムが適切に実施さ

れていないことを確認した場合は、管理者に防除プログラムを適切に実施するよ

う指示するものとする。�

�

第 ��� 植物防疫官の検査等（本文第７の ��関係）�

ア� 対象有害動植物：検疫対象有害動植物�

イ� 実施時期：対象生果実の収穫前�

ウ� 方法：植物防疫官は、指定生産地域ごとに登録生産園地数に応じて別表１に掲げ

る園地数を抽出し、検疫対象有害動植物の発生の有無を目視により確認するものと

する。�

�

第 ��� 栽培地検査の本文以外の適合要件（本文第８の１の（４）関係）�適用しない。�

第 ��� 栽培地検査報告書の備考欄の記載内容（本文第８の２の（２）関係）：適用しない。�

�

第 ��� 栽培地検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内

容（本文第９の２関係）�



ア� 有害動植物：高リスク有害動植物�

イ� 措置内容：高リスク有害動植物が発見された登録生産園地の属する指定生産地

域内にある全ての登録生産園地の登録の取消し�

�

第 ��� 選果こん包等の内容（本文第 ��の１の（９）関係）�

� � ア� 選果作業を行う場合は、作業に従事する者の中に少なくとも１人、第９のアの登

録選果技術員を配置するものとする。�

イ� こん包に用いる容器は、密閉式の容器（通気孔をあける場合は、孔の直径が

���PP以下のものに限る。）を使用するものとするが、非密閉式の容器を使用する場

合は、次の措置を行うこと。�

� � ��①� こん包又は束ねたこん包全体を網（網の目最大径は ���PP以下）で覆うこと。�

� � ��②� 海港又は空港へ輸送する際は、密閉式輸送機器を用いること。�

� � ウ� 植物防疫官又は補助員は、１年に１回以上、こん包に立ち会い、選果こん包作業

が適切に実施されているか確認を行うこととする。�

エ� 対象生果実のこん包の側面には、次の字句を表示すること。�

� ①� 米国向けの表示：)RU�8�6�$�

� ②� 登録生産園地・施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�RUFKDUG）�

③� 登録選果こん包施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�SDFNLQJ�IDFLOLW\）�

�

第 ��� 選果こん包時に確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容（本文第

��の５関係）：適用しない。�

�

第 ��� 低温処理の内容（本文第 ��の１関係）�

�

第 ��� くん蒸処理の内容（本文第 ��の１関係）�

�

第 ��� 消毒の内容（本文第 ��の１関係）�

第 ��� 精密検査の内容（本文第 ��の１関係）�

第 ��� 消毒検査申請書又は精密検査の添付書類（本文第 ��の１関係）�

�

�

�



第 ��� 目視検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 米国政府が発行する輸入許可証の写し�

� � イ� 栽培地検査報告書又はその写し�

� � ウ� 選果こん包実施報告書の写し�

�

第 ��� 目視検査の内容（本文第 ��の９の（４）関係）�

� � ア� 検査荷口の単位：指定生産地域、登録選果こん包施設及び品種が同一である荷口

を１つの検査荷口とする。�

� � イ� 検査抽出数量：別表２掲げる表のとおり。�

�

第 ��� 目視検査の本文以外の適合基準（本文第 ��の ��の（３）関係）：抽出したこん包

の各側面に、第 ��のエの表示があること。�

�

第 ��� 目視検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容（本文第 �� の

��関係）：適用しない。�

�

第 ��� 輸出検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

� ア� 米国政府が発行する輸入許可証の写し�

� � イ� 栽培地検査報告書の原本又はその写し�

� � ウ� 選果こん包実施報告書の写し�

� � エ� 目視検査報告書の原本又はその写し（ただし、本文第 ��の２により、目視検査

の申請が本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行われた場合は

この限りではない。）�

�

第 ��� 植物検疫証明書の追記（本文第 ��の５関係）：次の追記を行う。�

7KH�FRQVLJQPHQW�ZDV�JURZQ��SDFNHG��DQG�LQVSHFWHG�DQG�IRXQG�WR�EH�IUHH�RI�

SHVWV�LQ�DFFRUGDQFH�ZLWK�WKH�UHTXLUHPHQWV�DXWKRUL]HG�XQGHU���&)5�����������

�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の植物防疫官への提出期限（本文第 ��の２関係）：

適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の輸入国への提出期限（本文第 ��の６関係）：適用

しない。�

�

第 ��� その他（本文第 ��の２関係）：適用しない。�



別表１（第 ��関係）�

�

� 生産地域ごとの検査生産園地数�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

申請園地数�
検査�

抽出園地数�
申請園地数�

検査�

抽出園地数�

�～��� 全園地� ��～��� ���

��� ��� ��～��� ���

��� ��� ��～��� ���

��～��� ��� ��～��� ���

��� ��� ��～��� ���

��～��� ��� ��～��� ���

��� ��� ��～��� ���

��～��� ��� ��～���� ���

��～��� ��� ���～���� ���

��～��� ��� ���～���� ���

��～��� ��� ���～���� ���

��～��� ��� ���～���� ���

��～��� ��� ���～���� ���

��～��� ��� ���～���� ���

��～��� ��� ���～���� ���

��～��� ��� ���～���� ���

��～��� ��� ���～���� ���

��～��� ��� ���～���� ���

��～��� ��� ���～� ���



別表２（第 ��関係）�

�

� 目視検査抽出数量�

検査荷口の大きさ（個）� 抽出量�

���個未満� 全量�

���個以上� � ������個未満� ���個以上�

���個以上�� �������個未満� ���個以上�

���個以上�� �������個未満� ���個以上�

���個以上�� �������個未満� ���個以上�

���個以上�� �������個未満� ���個以上�

���個以上�� �������個未満� ���個以上�

���個以上�� �������個未満� ���個以上�

�����個以上�� �������個未満� ���個以上�

�����個以上�� �������個未満� ���個以上�

�����個以上����������個未満� ���個以上�

������個以上����������個未満� ���個以上�

������個以上� ���個以上�
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別紙１－３�

�

米国向けなし�

�

第１� 対象生果実（本文第１の２関係）：米国（米領サモア、北マリアナ諸島、プエルト

リコ及び米領バージン諸島を除く。）向けに輸出するなし（ ）の生果

実�

�

第２� 適用範囲（本文第１の３関係）：本別紙においては、本文第２の８及び９、第３の

５及び６、第４から第６まで、第８の１の（４）及び２の（２）、第９、第 ��、第 ��

の５及び６、第 ��から第 ��まで、第 ��の ��から ��まで並びに第 ��の１、２及び

６については、適用しない。�

�

第３� 検疫対象有害動植物（本文第１の４関係）�

� � ア� 高リスク有害動植物：該当なし�

イ� 中リスク有害動植物： �（ナシシンクイタマ

バエ）、� �（ルビーロウムシ）、

（カメノコロウムシ）、 �� �（マ

ツモトコナカイガラムシ）、 �� �（フジコナカイガラ

ムシ）、� �（ナシミハバチ）、 ��

�� �（モモシンクイガ）、�

� �（モモノゴマダラノメイガ）、 �

� �（リンゴコシンクイ）、 �� � �

（黒斑病）及び ��$OGHUKROG�	�5XKODQG�� �（灰星病）�

�

第４� 生産園地の登録要件（本文第２の１関係）�

� � ア� 沖縄県、奄美群島、小笠原諸島及びトカラ列島以外の生産園地であること。�

� � イ� なしの無袋果又は破袋果を確認した場合は、これらを速やかに除去すること。�

� � ウ� 検疫対象有害動植物の防除が行われること。�

� � エ� 米国向けのなしであることが識別できる標札を取り付けること。�

�

第５� 生産園地・生産施設登録申請書等の植物防疫官への提出（本文第２の３関係）�

ア� 提出期日：毎年４月 ��日又は栽培地検査を受けようとする ��日前のいずれか早

い日�

イ� 添付書類：不要�



�

第６� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第２の８関係）：適用しない。�

第７� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の輸入国への提出（本文第２の９関係）：適用しない。�

�

第８� 選果こん包施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第３の２関係）�

ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

イ� 添付書類：不要�

�

第９� 選果こん包施設の本文以外の登録要件（本文第３の３の（５）関係）：有害動植物

の寄生果の識別及び選別、選果従事者への技術指導を行う選果技術員を配置し、当該

選果技術員が、植物防疫官が実施する有害動植物の識別に関する技術研修を修了した

者として登録を受けること。�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第３の５関係）：適用しない。�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の輸入国への提出（本文第３の６関係）：適用しない。�

�

第 ��� 保管施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第４の２関係）�

第 ��� 保管施設の本文以外の登録要件（本文第４の３の（４）関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第４の５関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の輸入国への提出（本文第４の６関係）�

�

第 ��� 低温処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第５の２関係）�

第 ��� 低温処理施設の登録要件（本文第５の３関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第５の５関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第５の６関係）�

�

第 ��� くん蒸処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第６の２関係）�

第 ��� くん蒸処理施設の登録要件（本文第６の３関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第６の５関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第６の６関係）�

�

�

�



第 ��� 補助員又は登録検査機関の検査等（本文第７の８関係）�

� � �ア� 対象有害動植物：検疫対象有害動植物�

イ� 実施時期：袋かけ期直後�

� � �ウ� 方法：ほ場内の栽培地検査申請書に記載のある全ての樹について、袋かけの状

況及び検疫対象有害動植物の有無を目視により確認するものとする。�

�

第 ��� 植物防疫官又は登録検査機関の検査等（本文第７の ��関係）�

� � �ア� 対象有害動植物：検疫対象有害動植物�

イ� 実施時期：収穫期直前�

ウ� 方法：都道府県ごとに、地理的な状況又は生産者に応じ、同一の栽培管理が行

われていると考えられる生産園地を３～６園地抽出し、園地ごとに別表に記載す

る抽出検査本数について、無袋果又は破袋果の有無及び検疫対象有害動植物の有

無を目視により確認するものとする。なお、園地の抽出にあたっては、申請の過

去２年間に抽出されていない園地を優先するものとする。�

�

第 ��� 栽培地検査の本文以外の適合要件（本文第８の１の（４）関係）�適用しない。�

第 ��� 栽培地検査報告書の備考欄の記載内容（本文第８の２の（２）関係）：適用しない。�

�

第 ��� 栽培地検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容（本文第９

の２関係）�

�

第 ��� 選果こん包等の内容（本文第 ��の１の（９）関係）�

� � ア� 選果作業を行う場合は、作業に従事する者の中に少なくとも１人、第９のアの登

録選果技術員を配置するものとする。�

イ� こん包に用いる容器は未使用のものを使用すること。原則として、密閉式の容器

を使用するものとするが、非密閉式の容器を使用する場合は、次のいずれかの措置

を行うこと。�

� � ��①� こん包又は束ねたこん包全体を網で覆うこと。�

� � ��②� 海港又は空港へ輸送する際は、密閉式輸送機器を用いること。�

ウ� 対象生果実のこん包の側面には、次の字句を表示すること。�

①� 米国向けの表示：)RU�8�6�$��

②� 登録生産園地・施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�RUFKDUG）�

③� 登録選果こん包施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�SDFNLQJ�IDFLOLW\）�



�

第 ��� 選果こん包時に確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容（本文第

��の５関係）：適用しない。�

�

第 ��� 低温処理の内容（本文第 ��の１関係）�

�

第 ��� くん蒸処理の内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

�

第 ��� 消毒の内容（本文第 ��の１関係）�

第 ��� 精密検査の内容（本文第 ��の１関係）�

第 ��� 消毒検査申請書又は精密検査の添付書類（本文第 ��の１関係）�

�

第 ��� 目視検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� 米国政府が発行する許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し（ただし、目視検査を登録選果こん包施設の選果ラ

イン上で実施する場合は除く。）�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し�

�

第 ��� 目視検査の内容（本文第 ��の９の（４）関係）�

� � ア� 検査荷口の単位�

①� 目視検査を登録選果こん包施設内の選果ライン上で実施する場合は、選果日ご

とに、生産者が同一の対象生果実とする。�

②� ①以外の場合は、品種ごとに、同一の栽培管理が行われていると考えられる登

録生産園地において生産された対象生果実とする。�

� � イ� 検査抽出数量：検査荷口ごとに６％以上の生果実�

�

第 ��� 目視検査の本文以外の適合基準（本文第 ��の ��の（３）関係）：抽出したこん包

の各側面に、第 ��のウの表示があること。�

�

第 ��� 目視検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容（本文第 ��の

��関係）：適用しない。�

�

�



第 ��� 輸出検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� 米国政府が発行する許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し（ただし、目視検査を登録選果こん包施設の選果ラ

イン上で実施する場合は除く。）�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し�

エ� 目視検査報告書の原本又はその写し（ただし、本文第 ��の２により、目視検査

の申請が本文第 �� の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的われる場合は除く。）�

�

第 ��� 植物検疫証明書の追記（本文第 ��の５関係）：追記無し。�

�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の植物防疫官への提出期限（本文第 ��の２関係）：

適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の輸入国への提出期限（本文第 ��の６関係）：適用

しない。�

�

第 ��� その他（本文第 ��の２関係）：輸出者は、植物検疫証明書発給後、対象生果実を速

やかに輸出しない場合は、低温で保管できる施設で対象生果実とそれ以外の生果実

を隔離した状態で保管するとともに、その旨を植物防疫所に報告するものとする。

なお、植物検疫証明書を発行してから ��日以内に輸出されない場合は、植物検疫証

明書の交付を取り消し、本文第 ��により目視検査を実施するものとする。�

� �



別表（第 ��関係）�

�

抽出検査本数�

区域内検査対象本数� 抽出検査本数�

�������������������本未満� 全量�

���本以上� � �����本未満� ���本以上�

����本以上�� � ����本未満� ���本以上�

����本以上�� � ����本未満� ���本以上�

����本以上�� � ����本未満� ���本以上�

����本以上�� � ����本未満� ���本以上�

����本以上�� � ����本未満� ���本以上�

����本以上�� � ����本未満� ���本以上�

����本以上�� � ����本未満� ���本以上�

����本以上�� ������本未満� ���本以上�

�����本以上�� ������本未満� ���本以上�

������本以上�� ������本未満� ���本以上�

� � � � � � � ������本以上� ���本以上�
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別紙２�

�

インド向けりんご�

�

�

第１� 対象生果実（本文第１の２関係）：インド向けに輸出され、商業的に生産されるりん

ご（ ）の生果実�

�

第２� 適用範囲（本文第１の３関係）：本別紙においては、本文第２の９、第３の６、第４、

第５の６、第６の６、第７から第 ��まで並びに第 ��の５及び６については、適用しな

い。�

�

第３� 検疫対象有害動植物（本文第１の４関係）�

� � ア� 高リスク有害動植物：該当なし�

イ 中リスク有害動植物： （モモシンクイガ）、

（ナシヒメシンクイ）、 （リンゴコカクモンハマキ）、

（オウトウハダニ）、

（輪紋病）、 （リンゴコシンクイ）、

（赤星病）、 （ナミテントウ）、 、

（トビハマキ）、 （疫病、根腐れ病）、

（疫病）、 、 （クワコナカイ

ガラムシ）、 （エゾキスイモドキ）、 （サツ

マイモトビハムシ）、 （褐斑細菌病等）及び

（ニセタマナヤガ）�

�

�

第４� 生産園地の登録要件（本文第２の１関係）�

� ア� 都道府県又は地域の農業協同組合その他の団体が定める農業生産工程管理（*RRG�

$JULFXOWXUH� 3UDFWLFH）を踏まえた、有害動植物の防除が行われること�*$3の取得

を義務付けるものではない。�。�

� � イ� 防除暦等を踏まえ、有害動植物の防除が行われること。�

ウ� 管理者により、ア及びイの実施状況の記録が作成され、２年間保管されること。�
�

※� 希望する場合は、複数の対象生果実の生産園地を取りまとめ、一つの生産園地とし

て申請することができる。�

�

�

�



第５� 生産園地・生産施設登録申請書等の植物防疫官への提出（本文第２の３関係）�

� � ア� 提出期日：毎年３月 ��日�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第６� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第２の８関係）�

� � ア� 提出期日� 毎年７月 ��日�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第７� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の輸入国への提出（本文第２の９関係）：適用しない。�

�

�

第８� 選果こん包施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第３の２関係）�

� � ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第９� 選果こん包施設の本文以外の登録要件（本文第３の３の（５）関係）�

� � ア� 有害動植物の寄生果の識別及び選別、選果従事者への技術指導を行う選果技術員

を配置し、当該選果技術員が、植物防疫官が実施する有害動植物の識別に関する技

術研修を修了した者として登録を受けること。�

イ� 生果実の等級付け、選果こん包、病害虫被害果の除去等に係る標準作業手順書を有

し、かつ、それに従って作業を行い、検疫対象有害動植物の寄生果が混入しないこと。�

ウ� 対象生果実以外の生果実がある場合は、物理的に隔離して保管できること。�

エ� 対象生果実の生産者情報の記録を作成し、２年間保管すること。�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第３の５関係）�

ア� 提出期日：毎年７月 ��日�

イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の輸入国への提出（本文第３の６関係）：適用しない。�

�

第 ��� 保管施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第４の２関係）�

第 ��� 保管施設の本文以外の登録要件（本文第４の３の（４）関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第４の５関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の輸入国への提出（本文第４の６関係）�

�

�

�



�

第 ��� 低温処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第５の２関係）�

� ��ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 低温処理施設の登録要件（本文第５の３関係）�

� � ア� 植物防疫官が実施する低温処理に関する技術研修を修了した者（以下「低温処理技

術員」という。）を配置すること。�

イ� 対象生果実の中心部の温度を０℃、����℃又は ���℃で、±���℃の精度で保持で

きること。�

ウ� 対象生果実の中心部の温度（部屋の中央付近及び冷却風の戻り口付近の積荷の中

心部及び最上部の端に所在する生果実の中心部の温度）及び部屋の空間部の温度（２

カ所）を確認できる自動温度記録装置を有すること。�

エ� ウの自動温度記録装置は、４時間ごとに温度を 0.1℃単位で記録できる能力を有す

ること。�

オ� 温度記録の改ざんを防止できること。�

�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第５の５関係）�

ア� 提出期日：毎年７月 ��日�

イ� 添付書類：不要�
�

�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第５の６関係）：適用しない。�

�

�

第 ��� くん蒸処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第６の２関係）�

� � ア� 提出期日：毎年４月 ��日（ただし、やむを得ない理由により当該提出期限に提出

できない場合にあっては、この限りではない。）�

� � イ� 添付書類：次に掲げる資料（第 ��のイの場合に限る。）�

� � � ①� くん蒸倉庫所在地地図�

� � � ②� くん蒸倉庫見取図（くん蒸室、各部屋の名称及び面積を記載）�

� � � ③� くん蒸倉庫構造明細書（平面図及び立体図を含む。）�

�

第 ��� くん蒸処理施設の登録要件（本文第６の３関係）：次のアからウのいずれかに掲げる

要件を満たすこと。�

ア� 輸入植物検疫規程（昭和 ��年７月８日農林省告示第 ���号）第４条第２項の規定

に基づき、植物防疫官により指定されたくん蒸処理施設であって、同規程別表４の特

Ａ級に該当するくん蒸処理施設�



� � イ� 申請の過去３年間にくん蒸倉庫指定要綱（昭和 ��年２月６日付け ��農政第 ����

号農政局通達）第５の（１）及び（２）に準じた審査を行い、登録された実績のある

くん蒸処理施設�

ウ� 次に掲げる要件を満たすくん蒸処理施設�

� � � ①� くん蒸倉庫指定要綱第５の（１）に準じた審査により、当該くん蒸処理施設が、

同要綱における指定くん蒸倉庫と同等の要件を満たすこと。�

� � � ②� ①の要件を満たしたくん蒸処理施設において、くん蒸倉庫指定要綱第５の（２）

に準じた審査を行い、当該くん蒸処理施設が、同要綱における指定くん蒸倉庫と同

等の要件を満たすこと及びガス保有力が ��％以上あること。�

�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第６の５関係）�

ア� 提出期日：毎年７月 ��日�

イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第６の６関係）：適用しない。�

�

�

第 ��� 補助員又は登録検査機関の検査等（本文第７の８関係）�

第 ��� 植物防疫官又は登録検査機関の検査等（本文第７の ��関係）�

�

�

第 ��� 栽培地検査の本文以外の適合要件（本文第８の１の（４）関係）�

第 ��� 栽培地検査報告書の備考欄の記載内容（本文第８の２の（２）関係）�

�

�

第 ��� 栽培地検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容（本文第９の

２関係）�

�

�

第 ��� 選果こん包等の内容（本文第 ��の１の（９）関係）�

� � ア� 選果作業を行う場合は、作業に従事する者の中に少なくとも１人、第９のアの登録

選果技術員を配置するものとする。�

� � イ� 登録選果こん包施設が定める標準作業手順書に基づき、検疫対象有害動植物の付

着がない生果実を選果すること。�

� � ウ� こん包に通気孔を設ける場合は、次のいずれかの方法によるものとすること。�

� � � ①� 通気孔に網等が張られているこん包を使用すること。�

� � � ②� こん包をパレット積みし、又は束ねた場合、全体を網などで覆うこと。�

�



� � エ� 対象生果実のこん包の側面には、次の字句を表示すること。なお、こん包をパレッ

ト積みする場合は、パレット積みの各側面に表示することにより、各こん包への表示

を省略することができる。�

� � � ①� インド向けの表示：(;3257�WR�,1',$又は )25�,1',$�

� � � ②� 日本産であること。�

� � � ③� 輸出者名�

� � � ④� 生果実の名称�

� � � ⑤� 登録生産園地・施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�RUFKDUG）�

⑥� 登録選果こん包施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�SDFNLQJ�IDFLOLW\）�

�

第 ��� 選果こん包時に確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容（本文第

��の５関係）：適用しない。�

�

�

第 ��� 低温処理の内容（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 植物防疫官又は登録検査機関の立会の要否：不要�

� � イ� 低温処理条件等：低温処理技術員が、次に掲げるとおり実施するものとする。�

①� 氷点法により、低温処理の開始直前における温度計の示度が正確であることを

確認する。�

� � � ②� 予備冷蔵により、対象生果実の中心部の温度を０℃以下、����℃以下又は ���℃

以下とする。�

� � � ③� ②を実施後、引き続き対象生果実の中心部の温度が、�� 日間 �℃以下、�� 日間

����℃以下又は ��日間 ���℃以下を保持していることを確認する。�

�

�

第 ��� くん蒸処理の内容（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 植物防疫官又は登録検査機関の立会の要否：要（くん蒸の開始又は終了時）�

� � イ� くん蒸条件等�

� � � ①� 登録くん蒸処理施設で実施すること。�

� � � ②� 薬剤の種類、薬量、温度、処理時間：次に掲げるとおり。�

１）薬剤：臭化メチル�

� � � � ２）薬量：��J以上�P��

� � � � � � ３）生果実の中心温度：��℃以上�

� � � � ４）処理時間：２時間以上�

③� くん蒸にあたっての注意事項：一回に処理する生果実の量が、登録くん蒸処理

施設の内容責の ��％を超えず、かつ、積み付けがガス濃度の均一化を阻害しない

ように行われること。�



� � � ④� 輸送にあたっての注意事項：登録くん蒸処理施設と登録選果こん包施設が同一

の建物でない場合であって、選果及びこん包が終了した対象生果実を登録くん蒸

処理施設に輸送するときは、密閉式輸送機器を用いること。�

�

第 ��� 消毒の内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 精密検査の内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

�

第 ��� 消毒検査申請書又は精密検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 消毒検査申請書の添付書類�

①� 低温処理に係る消毒検査：本文第 ��の２の低温処理実施記録表�

� � � ②� くん蒸処理に係る消毒検査：本文第 ��の２のくん蒸実施記録表�

� � � ③� 第 ��の消毒に係る消毒検査：－�

� � イ� 精密検査申請書の添付書類：－�

�

�

第 ��� 目視検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 選果こん包実施報告書の写し�

� � イ� 消毒検査報告書又はその写し（ただし、本文第 ��の２により、消毒検査の申請が

本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行われた場合は、低温処理

実施記録表又はくん蒸実施記録表）�

�

第 ��� 目視検査の内容（本文第 ��の９の（４）関係）�

� � ア� 検査荷口の単位：登録生産園地、登録選果こん包施設及び品種が同一である荷口

を１つの検査荷口とする。ただし、検査荷口が細分化されることにより、検査が非

効率となる場合であって、申請者から要望があったときは、異なる登録生産園地又

は異なる品種の荷口をまとめて一つの検査荷口とすることができる。�

� � イ� 検査抽出数量：検査荷口ごとに２％以上（重量）�

�

第 ��� 目視検査の本文以外の適合基準（本文第 ��の ��の（３）関係）：抽出したこん包

の各側面に、第 ��のエの表示があること。�

�

第 ��� 目視検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容

（本文第 ��の ��関係）�

ア� 有害動植物：モモシンクイガ及びナシヒメシンクイ�

イ� 措置内容�

� ①� 植物防疫官は、速やかに次に掲げる対応を行うものとする。�

� � １）対象生果実に対する全ての植物検疫証明書の発給の停止�



２）当該病害虫が発見された荷口を選果こん包した登録選果こん包施設が選果

した対象生果実の目視検査の停止�

３）当該荷口の低温処理を行った登録低温処理施設の停止�

４）当該荷口のくん蒸処理を行った登録くん蒸施設の停止�

� � � �②� 植物防疫所長は、①について対象生果実の目視検査を実施する全ての登録検査

機関に通知するとともに、都道府県を経由して、全ての登録生産園地の管理者、

登録選果こん包施設の責任者、登録低温処理施設の責任者及び登録くん蒸処理施

設の責任者に通知するものとする。�

③� 植物防疫所長は、当該荷口の選果こん包を実施した登録選果こん包施設の責任

者に対して、モモシンクイガ及びナシヒメシンクイが発見された原因究明及び改

善措置について報告させるものとする。�

� � � �④� ③の報告を受けた植物防疫所長は、必要に応じ現地確認を行い、当該報告内容

が適切であると判断した場合は、植物防疫課長に報告するものとする。�

⑤� ④の報告を受けた植物防疫課長は、インドの植物防疫機関に報告するものとす

る。�

� � � �⑥� 植物防疫課長は、インドの植物防疫機関から、輸出停止措置の解除等の通知を

受けた場合は、植物防疫所長に対し、その旨を都道府県に通知するものとする。�

�

第 ��� 輸出検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� 選果こん包実施報告書の写し�

� � イ� 低温処理に係る消毒検査報告書又はその写し（くん蒸処理を実施した場合を除く。

本文第 �� の２により、消毒検査の申請が本文第 �� の１の植物検疫証明書の交付の

申請と一体的に行われた場合は、低温処理実施記録表）�

� � ウ� くん蒸処理に係る消毒検査報告書又はその写し（低温処理を実施した場合を除く。

本文第 �� の２により、消毒検査の申請が本文第 �� の１の植物検疫証明書の交付の

申請と一体的に行われた場合は、くん蒸実施記録表）�

� � エ� 目視検査報告書又はその写し（本文第 ��の２により、目視検査の申請が本文第 ��

の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行われた場合は、この限りではない。）�

�

第 ��� 植物検疫証明書の追記（本文第 ��の５関係）：次の追記を行う。�

7KH�FRQVLJQPHQW�RI�IUHVK�DSSOH�IUXLWV�ZDV�IRXQG�IUHH�IURP����TXDUDQWLQH�SHVWV�

�$GR[RSK\HV�RUDQD��$PSKLWHWUDQ\FKXV�YLHQQHQVLV��%RWU\RVSKDHULD�EHUHQJHULDQD�I��

VS�� 3\ULFROD�� &DUSRVLQD� VDVDNLL�� *UDSKROLWD� LQRSLQDWD�� *UDSKROLWD� PROHVWD��

*\PQRVSRUDQJLXP� \DPDGDH�� +DUPRQLD� D[\ULGLV�� +RSORFDPSD� VSS�� �$SSOH� VDZ� IO\���

3DQGHPLV� KHSDUDQD�� 3K\WRSKWKRUD� FU\SWRJHD�� 3K\WRSKWKRUD� PHJDVSHUPD�� 0RQLOLD�

SRO\VWURPD��3VHXGRFRFFXV�FRPVWRFNL�� %\WXUXV� WRPHQWRVXV�� &KDHWRFQHPD� FRQILQLV��

3VHXGRPRQDV�YLULGLIODYD��3HULGURPD�VDXFLD��� �



�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい内容（本文第 ��の１関係）�

ア� 査察時期：毎年、輸出時期の前�

イ� 査察対象：登録選果こん包施設、登録低温処理施設及び登録くん蒸処理施設�

�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の植物防疫官への提出期限（本文第

��の２関係）：取りまとめ次第、遅滞なく提出するものとする。�

� � �

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の輸入国への提出期限（本文第 ��の

６関係）：招へいの ��日前まで�

�

第 ��� その他（本文第 �� の２関係）：植物防疫所長は、インド植物検疫機関による輸入検

査時において、モモシンクイガ又はナシヒメシンクイの発見報告を受けた場合には、第

��に準じた手続きを行うものとする。�



別紙３－１�

�

オーストラリア向けいちご�

�

第１� 対象生果実（本文第１の２関係）：オーストラリア向けに輸出するいちご

（ ）の生果実�

�

第２� 適用範囲（本文第１の３関係）：本別紙においては、第３の６、第４、第５、第６

の５及び６、第７の ��、第８の１の（４）及び２の（２）、第 ��、第 ��並びに第 ��

の１、２及び６については、適用しない。�

�

第３� 検疫対象有害動植物（本文第１の４関係）�

ア� 高リスク有害動植物： （ニセオウトウショウジョウバ

エ）、� （ショウジョウバエ科の一種）、�

（オウトウショウジョウバエ）及び （角斑細菌

病）�

イ� 中リスク有害動植物： （オウトウハダニ）、�

（コウノアケハダニ）、 （ミ

チノクアケハダニ）、 （スミスアケハダニ）、

（カンザワハダニ）、 （ウスグロアザミウマ）、�

（ヒラズハナアザミウマ）及び

�（ミカンキイロアザミウマ）��

�

第４� 生産園地の登録要件（本文第２の１関係）�

� � ア� ガラス温室、ビニールハウス等であること。�

イ� 親株が健全である苗を使用すること。�

�

第５� 生産園地・生産施設登録申請書等の植物防疫官への提出（本文第２の３関係）�

� � ア� 提出期日：毎年７月 ��日�

� � イ� 添付書類：生産施設の所在地に係る地図及び親株が健全苗であることを示す資料�

�

第６� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第２の８関係）�

� � ア� 報告期日：毎年８月 ��日�

� � イ� 添付書類：第 ��のイにより設置したトラップ配置図（本文第 ��の臭化メチルく

ん蒸を行う場合は除く。）�

�



第７� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の輸入国への提出（本文第２の９関係）�

ア� 提出期日：第６の提出後、遅延なく提出する。�

イ� 添付書類：次に掲げる資料�

①� 生産施設の所在地を示す地図�

②� 生産施設におけるトラップ設置図�

�

第８� 選果こん包施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第３の２関係）�

ア� 提出期日：毎年７月 ��日�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第９� 選果こん包施設の本文以外の登録要件（本文第３の３の（５）関係）�

� � ア� 有害動植物の寄生果の識別及び選別、選果従事者への技術指導を行う選果技術員

を配置し、当該選果技術員が、植物防疫官が実施する有害動植物の識別に関する技

術研修を修了した者として登録を受けること。�

� � イ� 選果こん包施設内に登録生産施設以外で生産された生果実がある場合は、当該生

果実と対象生果実とを１ｍ以上（冷蔵施設にあっては ��FP以上）離して保管でき

ること。�

� � ウ� ショウジョウバエ類の侵入防止措置を講じた選果こん包施設を使用する場合にあ

っては、輸出の開始１か月前から、当該選果こん包施設の窓等の開口部に網（孔の

大きさが ����PP以下のものに限る。以下同じ。）を張ること。�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第３の５関係）�

ア� 提出期日：毎年９月 ��日�

イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の輸入国への提出（本文第３の６関係）：適用しない。�

�

第 ��� 保管施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第４の２関係）�

第 ��� 保管施設の本文以外の登録要件（本文第４の３の（４）関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第４の５関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の輸入国への提出（本文第４の６関係）�

�

第 ��� 低温処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第５の２関係）�

第 ��� 低温処理施設の登録要件（本文第５の３関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第５の５関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第５の６関係）�



�

�

第 ��� くん蒸処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第６の２関係）�

� � ア� 提出期日：対象生果実を輸出する日の ��日前まで�

� � イ� 添付書類：次に掲げる資料�

� � � ①� くん蒸倉庫所在地地図�

� � � ②� くん蒸倉庫見取図（くん蒸室、各部屋の名称及び面積を記載）�

� � � ③� くん蒸倉庫構造明細書（平面図及び立体図を含む。）�

�

第 ��� くん蒸処理施設の登録要件（本文第６の３関係）�

ア� 次の①から③のいずれかに掲げる要件を満たすこと。�

� ①� 輸入植物検疫規程（昭和 ��年７月８日農林省告示第 ���号）第４条第２項の

規定に基づき、植物防疫官により指定されたくん蒸処理施設であって、同規程別

表４の特Ａ級に該当するくん蒸処理施設�

� ②� 申請の過去３年間にくん蒸倉庫指定要綱（昭和 ��年２月６日付け ��農政第

����号農政局通達）第５の（１）及び（２）に準じた審査を行い、登録された実

績のあるくん蒸処理施設�

� ③� 次に掲げる要件を満たすくん蒸処理施設�

� � � � １）くん蒸倉庫指定要綱第５の（１）に準じた審査により、当該くん蒸処理施設

が、同要綱における指定くん蒸倉庫と同等の要件を満たすこと。�

２）１）の要件を満たしたくん蒸処理施設において、くん蒸倉庫指定要綱第５の

（２）に準じた審査を行い、当該くん蒸処理施設が、輸入植物検疫規程第４条

第２項の別表４に規定する特Ａ級又はＡ級と同等の要件を満たすこと。�

イ� 次の掲げる手続きにより、オーストラリアの植物検疫機関の承認を得ること。�

①� 植物防疫官は、当該くん蒸処理施設がアの要件を満たすことを確認するものと

する。�

②� 植物防疫所長は、①の確認が終了後、第 ��のイの資料を植物防疫課長に提出

するものとする。�

③� 植物防疫課長は、オーストラリアの植物検疫機関に、くん蒸処理施設の登録の

承認を要請するとともに、同機関の求めに応じて、必要な書類を提出するものと

する。�

④� 植物防疫課長は、オーストラリアの植物検疫機関から、くん蒸処理施設の登録

の承認の通知があった場合は、その旨植物防疫所長に通知するものとする。�

�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第６の５関係）：適用しない。�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第６の６関係）：適用しない。�

�



第 ��� 補助員又は登録検査機関の検査等（本文第７の８関係）�

� � ア� 角斑細菌病に対する調査�

①� 対象有害動植物�角斑細菌病菌�

� � � ②� 実施時期及び回数�栽培初期及び輸出開始の４～６週間前に１回ずつ�

� � � ③� 方法�全ての登録生産施設内の全ての植物について、角斑細菌病菌の発生の有

無を目視により確認する。�

� � イ� ショウジョウバエ類に対するトラップ調査（本文第 ��の臭化メチルくん蒸を行

う場合は適用しない。）�

� � � ①� 対象有害動植物�ショウジョウバエ類�

� � � ②� 実施時期及び頻度�輸出開始１か月前から輸出期間終了まで、１週間に１回�

� � � ③� 方法�全ての登録生産施設及びその周囲において、以下に定める手順に従って

トラップを設置し、ショウジョウバエ類の捕獲の有無を確認する。�

� � � � （ア）側面に直径５PP程度の孔を４～６個開けたプラスチック容器（���～���PO

程度）を使用すること。�

� � � � （イ）トラップ内に入れる液体には、日本酒及び蜂蜜を重量比５：１で混合した

もの、リンゴ酢原液（-$6規格に定める酸度 ���％以上のもの）その他ショ

ウジョウバエ類の成虫を誘引する効果が確認されているもの（以下「誘引

剤」という。）を使用し、液体の量は、容器容量の半分以上とすること。�

� � � � （ウ）トラップは、下記の表で定める密度で設置し、少なくとも１個は入口付近

に設置すること。�

� � � � （エ）トラップは、毎週調査し、誘引剤は２週間ごとに交換すること。�

生産施設面積� トラップ設置数�

���KD�以下� ２個�

���KD�超�� ���KD�以下� ３個�

���KD�超�� ���KD�以下� ４個�

���KD�超�� ���KD�以下� ５個�

���KD�超�� ���KD�以下� ６個�

���KD�超�� ���KD�以下� ７個�

���KD�超�� ���KD�以下� ��個�

���KD�超� ��個�

�

ウ� ショウジョウバエ類に対する生果実調査（本文第 ��の臭化メチルくん蒸を行う

場合は適用しない。）�

� � � ①� 対象有害動植物：ショウジョウバエ類�

②� 実施時期及び頻度：輸出の開始１か月前から輸出の終了まで、１週間に１回�



③� 方法：登録生産施設ごとに ���個以上（同一の生産者又は生産者団体等で複数

の登録生産施設を有する場合は、その全ての登録生産園地から抽出して合計 ���

個以上とすることができる。）の果実について、目視により調査し、必要に応じ

て切開し、ショウジョウバエの発生の有無を確認する。�

�

第 ��� 植物防疫官又は登録検査機関の検査等（本文第７の ��関係）：適用しない。�

�

第 ��� 栽培地検査の本文以外の適合要件（本文第８の１の（４）関係）�適用しない。�

第 ��� 栽培地検査報告書の備考欄の記載内容（本文第８の２の（２）関係）：適用しない。�

�

�

第 ��� 栽培地検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内

容（本文第９の２関係）�

ア� 有害動植物：角斑細菌病菌及びショウジョウバエ類�

イ� 措置内容�

①� 角斑細菌病菌が発見された登録生産施設の登録の取消し�

②� ショウジョウバエ類が発見された登録生産施設から半径 ��NPの範囲に存在す

る全ての登録生産施設及び登録選果こん包施設の登録の取消し�

�

�

第 ��� 選果こん包等の内容（本文第 ��の１の（９）関係）�

� � ア� 選果作業を行う場合は、作業に従事する者の中に少なくとも１人、第９のアの登

録選果技術員を配置するものとする。�

イ� こん包に用いる容器は、原則として、密閉式の容器を使用するものとするが、非

密閉式の容器を使用する場合は、次の措置を行うものとする。�

� � ��①� 通気孔に網が張られているこん包を使用すること。�

�②� こん包又は束ねたこん包全体を網で覆うこと。�

③� 登録選果こん包施設から直接密閉式輸送機器に積み込み、開封せずに輸出する

こと。�

ウ� 選果こん包施設のトラップ調査（本文第 ��の臭化メチルくん蒸を行う場合又は

ショウジョウバエ類の侵入防止措置を講じた選果こん包施設においては適用しな

い。）：植物防疫官は、次に掲げる内容のトラップ調査を実施し、対象有害動植物の

無発生を確認し、検査成績表（別記様式②）のトラップ調査及び生果実調査の欄に

記録するものとする。�

� � � ①� 対象有害動植物：ショウジョウバエ類�



②� 実施時期及び頻度：輸出開始の１か月前から輸出期間終了までの間、１週間に

１回�

� � � ③� 方法：全ての登録選果こん包施設において、次に定める手順に従ってトラップ

を設置し、ショウジョウバエ類の捕獲の有無を確認するものとする。�

（ア）側面に直径５PP程度の孔を４～６個開けたプラスチック容器（���～���PO

程度）を使用すること。�

（イ）トラップ内に入れる液体は、第 ��のイの③の（イ）と同様とする。�

� � � （ウ）トラップは、登録選果こん包施設内に１個設置すること。�

� � � （エ）トラップは、毎週調査し、誘引剤は２週間ごとに交換すること。�

エ� 対象生果実のこん包の側面には、次の字句を表示するものとする。�

①� オーストラリア向けの表示：3URGXFW�RI�-DSDQ�IRU�$XVWUDOLD�

②� 果実の種類：)UHVK�VWUDZEHUULHV�

③� 登録生産園地・施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�RUFKDUG）�

④� 登録選果こん包施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�SDFNLQJ�IDFLOLW\）�

⑤� 登録くん蒸処理施設名又は登録くん蒸処理施設番号（本文第 ��の臭化メチル

くん蒸を行った場合に限る。）�

�

第 ��� 選果こん包時に確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置

内容（本文第 ��の５関係）�

ア� 有害動植物：ショウジョウバエ類�

イ� 措置内容：ショウジョウバエ類が発見された登録選果こん包施設から半径 ��NP

の範囲に存在する全ての登録生産施設及び登録選果こん包施設の登録の取消し�

�

第 ��� 低温処理の内容（本文第 ��の１関係）�

�

�

第 ��� くん蒸処理の内容（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 植物防疫官又は登録検査機関の立会の要否：要�

� � イ� くん蒸条件�

①� 登録くん蒸処理施設で実施すること。�

� � � ②� 薬剤の種類、薬量、温度、処理時間：次に掲げるとおり。�

� � � � １）薬剤：臭化メチル�

� � � � ２）薬量：��J以上�P��

� � � � � � ３）生果実の中心温度：��℃以上�

� � � � ４）処理時間：３時間以上�



� � � ③� くん蒸にあたっての注意事項�

１）一回に処理する生果実の量が、登録くん蒸処理施設の内容責の ��％を超え

ず、かつ、積み付けがガス濃度の均一化を阻害しないように行われること。�

２）包装は、くん蒸が行える程度の通気性があり、新しい包装材で行われたもの

であること。�

� � � ④� 輸送にあたっての注意事項：くん蒸後の対象生果実は、密閉型輸送機器で輸送

する等、ショウジョウバエ類の汚染防止措置を講ずること。�

�

�

第 ��� 消毒の内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 精密検査の内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

�

第 ��� 消毒検査申請書又は精密検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 消毒検査申請書の添付書類�

� � � ①� 低温処理に係る消毒検査：－�

� � � ②� くん蒸処理に係る消毒検査：本文第 ��の２のくん蒸実施記録表�

� � � ③� 第 ��の消毒に係る消毒検査：－�

� � イ� 精密検査申請書の添付書類：－�

�

第 ��� 目視検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� オーストラリア政府が発行する許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し（くん蒸処理を実施した場合を除く。）�

エ� くん蒸処理に係る消毒検査報告書又はその写し（くん蒸処理を実施した場合に限

る。本文第 ��の２により、消毒検査の申請が本文第 ��の１の植物検疫証明書の交

付の申請と一体的に行われた場合は、くん蒸実施記録表）�

�

第 ��� 目視検査の内容（本文第 ��の９の（４）関係）�

� � ア� 検査荷口の単位：生産者（又は都道府県）、登録選果こん包施設及び品種が同一

である荷口を１つの検査荷口とする。ただし、検査荷口が細分化されることによ

り、検査が非効率となる場合であって、申請者から要望があったときは、異なる品

種の荷口をまとめて１つの検査荷口とすることができる。�

� � イ� 検査数量：別表のとおり。�

�

第 ��� 目視検査の本文以外の適合基準（本文第 ��の ��の（３）関係）：抽出したこん包

の各側面に、第 ��のエの表示があること。�



�

第 ��� 目視検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容

（本文第 ��の ��関係）�

ア� 有害動植物�

①� 角斑細菌病菌�

②� ショウジョウバエ類�

イ� 措置内容�

� ①� 角斑細菌病菌が発見された対象生果実を生産した登録生産施設の登録の取消し�

②� ショウジョウバエ類が発見された生果実を生産した登録生産施設又はショウジ

ョウバエ類が発見された生果実をこん包した登録選果こん包施設から半径 ��NP

の範囲に存在する全ての登録生産施設及び登録選果こん包施設の登録の取消し�

�

�

第 ��� 輸出検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� オーストラリア政府が発行する許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し（くん蒸処理を実施した場合を除く。）�

エ� くん蒸処理に係る消毒検査報告書又はその写し（くん蒸処理を実施した場合に限

る。本文第 ��の２により、消毒検査の申請を本文第 ��の１の植物検疫証明書の交

付の申請と一体的に行った場合は、くん蒸実施記録表）�

� � オ� 目視検査報告書の原本又はその写し（本文第 ��の２により、目視検査の申請を

本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行った場合は、この限り

ではない。）�

�

第 ��� 植物検疫証明書の追記（本文第 ��の５関係）：次に掲げる追記を行うものとする。

ただし、ウの追記についてはくん蒸処理が行われた場合に限る。�

ア� 7KH�IUXLW�LQ�WKLV�FRQVLJQPHQW�KDV�EHHQ�SURGXFHG�LQ�-DSDQ�LQ�DFFRUGDQFH�

ZLWK�WKH�FRQGLWLRQV�JRYHUQLQJ�HQWU\�WR�$XVWUDOLD�DQG�LQ�DFFRUGDQFH�ZLWK�

WKH�͆:RUN�SODQ�IRU�WKH�H[SRUW�RI�IUHVK�VWUDZEHUULHV�IURP�-DSDQ�WR�

$XVWUDOLD͇��7KH�IUXLW�LQ�WKLV�FRQVLJQPHQW�KDV�EHHQ�SURGXFHG�DW�D�

VHDVRQDO�SHVW�IUHH�SODFH�RI�SURGXFWLRQ�NQRZQ�WR�EH�IUHH�IURP�

�� �DQG� ��

イ� 登録生産施設及び登録選果こん包施設の登録番号。密閉式船積み貨物にあって

は、これらに加え、コンテナ番号及び封印番号（関係書類に記載する場合には、

合格証明書の番号を併記することとし、その場合は、合格証明書への記載を省略

することができる）�。�



ウ� 臭化メチル薬量 �P�あたり ��J以上であり、果実中心温度が 18℃以上で �時間

くん蒸が行われたこと、くん蒸年月日及び登録くん蒸倉庫名又は登録くん蒸倉庫

番号�

�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の植物防疫官への提出期限（本文第 ��の２関係）：

適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の輸入国への提出期限（本文第 ��の６関係）：適用

しない。�

�

第 ��� その他（本文第 ��の２関係）�

� � �ア� 輸出可能期間�

� � � �①� 臭化メチルくん蒸を行う場合：通年�

� � � �②� 臭化メチルくん蒸を行わない場合：��月１日から翌年の３月 ��日まで。�

� � �イ� オーストラリアにおける輸入検査の結果、ショウジョウバエ類が発見されたと

き又は不合格が連続するときは、それらの原因が特定され、適切な措置が講じら

れるまでの間、我が国からの対象生果実の輸出は全て停止される。その旨の通知

を受けた時から、対象生果実の輸出の再開が認められるまでの間、植物防疫官に

よる植物検疫証明書の交付は、全て停止するものとする。�

� �



別表（第 ��関係）�

�

� 目視検査抽出数量�

�

�

�

検査荷口の大きさ（個）� 抽出量�

����個以下� ���個以上�

����個以上� ��������個以下� ����個以上�

����個以上� ��������個以下� ����個以上�

����個以上� ��������個以下� ����個以上�

����個以上� ��������個以下� ����個以上�

����個以上� ��������個以下� ����個以上�

����個以上� ��������個以下� ����個以上�

����個以上� ��������個以下� ����個以上�

������個以上� ��������個以下� ����個以上�

������個以上� ��������個以下� ����個以上�

������個以上� ��������個以下� ����個以上�

�������個以上� ��������個以下� ����個以上�

� � � � � � � � �������個以上� ����個以上�
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別紙３－２�

�

オーストラリア向けかき�

�

第１� 対象生果実（本文第１の２関係）：オーストラリア向けに輸出するかき（

）の生果実�

�

第２� 適用範囲（本文第１の３関係）：本別紙においては、本文第２の８及び９、第４、

第５、第６の６、第７の ��、第８の１の（４）及び２の（２）、第 ��、第 ��の５及

び６、第 ��、第 ��の１、２及び６並びに第 ��の２については、適用しない。�

�

第３� 検疫対象有害動植物（本文第１の４関係）�

ア� 高リスク有害動植物： （カキノヘタムシガ）�

イ� 中リスク有害動植物： （フロリダロウムシ）、

（アケビコノハムシ）、 （ナシヒメシンクイ）、

（チャハマキ）、 （ムクゲコノハ）、

（ナシカキカイガラムシ）、 （ホソバヒメハマ

キ）、 （ナシシロカイガラムシ）、 �

（オオワタコナカイガラムシ）、 （フジコナカイガラム

シ）、 （カキクダアザミウマ）、 [�

（ミカンマルカイガラムシ）、 （クワシロカイガラム

シ）、 （ミカンヒメコナカイガラムシ）及び

（ �属の一種による病害）�

�

第４� 生産園地の登録要件（本文第２の１関係）�

ア� 病害虫発生予察事業の実施について（昭和 ��年 �月 �日 ��農蚕第 ����号農蚕

園芸局長通達）のⅦのカキの巡回調査実施方法に基づき、植物防疫官又は補助員に

よるカキノヘタムシガの調査が実施され、調査記録（様式第１）が作成されている

こと。�

イ� アの調査結果に応じて、管理者によるカキノヘタムシガに対する防除措置が実施

されているとともに、当該防除記録（様式第２）が作成されていること。�

�

第５� 生産園地・生産施設登録申請書等の植物防疫官への提出（本文第２の３関係）�

ア� 提出期日：毎年５月 ��日�

イ� 添付書類：不要�



�

第６� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第２の８関係）：適用しない。�

第７� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の輸入国への提出（本文第２の９関係）：適用しない。�

�

第８� 選果こん包施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第３の２関係）�

ア� 提出期日：毎年７月 ��日�

イ� 添付書類：不要�

�

第９� 選果こん包施設の本文以外の登録要件（本文第３の３の（５）関係）：有害動植物

の寄生果の識別及び選別、選果従事者への技術指導を行う選果技術員を配置し、当該

選果技術員が、植物防疫官が実施する有害動植物の識別に関する技術研修を修了した

者として登録を受けること。�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第３の５関係）�

ア� 提出期日：毎年８月 ��日�

イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の輸入国への提出（本文第３の６関係）�

� � ア� 提出期日：第 ��の提出後、遅滞なく提出する。�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 保管施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第４の２関係）�

第 ��� 保管施設の本文以外の登録要件（本文第４の３の（４）関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第４の５関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の輸入国への提出（本文第４の６関係）�

�

第 ��� 低温処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第５の２関係）�

第 ��� 低温処理施設の登録要件（本文第５の３関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第５の５関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第５の６関係）�

�

�

第 ��� くん蒸処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第６の２関係）�

ア� 提出期日：－�

イ� 添付書類：次に掲げる資料（ただし、第 ��のイの場合に限る。）�



①� くん蒸倉庫所在地図�

� � � ②� くん蒸倉庫見取図（くん蒸室、各部屋の名称及び面積を記載）�

� � � ③� くん蒸倉庫構造明細書（平面図及び立体図を含む。）�

�

第 ��� くん蒸処理施設の登録要件（本文第６の３関係）：次のアからウのいずれかに掲げる

要件を満たすこと。�

�ア� 輸入植物検疫規程（昭和 �� 年７月８日農林省告示第 ��� 号）第４条第２項の規

定に基づき、植物防疫官により指定されたくん蒸処理施設であって、同規程別表４

の特Ａ級に該当するくん蒸処理施設�

イ� 申請の過去３年間にくん蒸倉庫指定要綱（昭和 ��年２月６日付け ��農政第 ����

号農政局通達）第５の（１）及び（２）に準じた審査を行い、登録された実績のあ

るくん蒸処理施設�

ウ� 次に掲げるくん蒸処理施設�

①� くん蒸倉庫指定要綱第５の（１）に準じた審査により、当該くん蒸処理施設が、

同要綱における指定くん蒸倉庫と同等の要件を満たすこと。�

②� ①の要件を満たしたくん蒸処理施設において、くん蒸倉庫指定要綱第５の

（２）に準じた審査を行い、当該くん蒸処理施設が、輸入植物検疫規程第４条

第２項の別表４に規定する特Ａ級又はＡ級と同等の要件を満たすこと。�

�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第６の５関係）�

� � ア� 提出期日：第 ��の提出後、遅滞なく提出する。�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第６の６関係）：適用しない。�

�

�

第 ��� 補助員又は登録検査機関の検査等（本文第７の８関係）�

ア� 対象有害動植物�カキノヘタムシガ�

イ� 実施時期及び回数�収穫開始日の ��日前から収穫開始日の前日までの間に１回�

ウ� 方法：全ての登録生産園地について、カキノヘタムシガの発生の有無を目視によ

り確認するものとする。�

�

第 ��� 植物防疫官又は登録検査機関の検査等（本文第７の ��関係）：適用しない。�

�

第 ��� 栽培地検査の本文以外の適合要件（本文第８の１の（４）関係）�適用しない。�

第 ��� 栽培地検査報告書の備考欄の記載内容（本文第８の２の（２）関係）：適用しない。�



�

第 ��� 栽培地検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内

容（本文第９の２関係）�

ア� 有害動植物：カキノヘタムシガ�

イ� 措置内容：カキノヘタムシガが発見された登録生産園地の登録の取消し�

�

第 ��� 選果こん包等の内容（本文第 ��の１の（９）関係）�

� � ア� 選果作業を行う場合は、作業に従事する者の中に少なくとも１人、第９のアの登

録選果技術員を配置するものとする。�

イ� こん包に用いる容器は、密閉式の容器（通気孔をあける場合は、孔の直径が

���PP以下のものに限る。）を使用するものとするが、非密閉式の容器を使用する場

合は、次の措置を行うこと。�

� � ��①� こん包又は束ねたこん包全体を網（網の最大直径は ���PP以下）で覆うこと。�

� � ��②� 海港又は空港へ輸送する際は、密閉式輸送機器を用いること。�

ウ� 選果作業においては、高圧空気又は高圧水等のコナカイガラムシの除去に有効な

方法により、果実表面を洗浄するとともに、果実のへたに付着するコナカイガラム

シを除去すること。�

エ� 対象生果実のこん包の側面には、次の字句を表示すること。�

①� オーストラリア向けの表示：3URGXFW�RI�-DSDQ�)RU�$XVWUDOLD�

②� 輸出者名�

③� 果実の種類�

④� 登録生産園地・施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�RUFKDUG）�

⑤� 登録選果こん包施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�SDFNLQJ�IDFLOLW\）�

�

第 ��� 選果こん包時に確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容（本文第

��の５関係）：適用しない。�

�

第 ��� 低温処理の内容（本文第 ��の１関係）�

�

�

第 ��� くん蒸処理の内容（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 植物防疫官又は登録検査機関の立会の要否：要�

� � イ� くん蒸条件等�

� � � ①� 登録くん蒸処理施設で実施すること。�



� � � ②� 薬剤の種類、薬量、温度、処理時間：次に掲げるとおり。�

� � � � １）薬剤：臭化メチル�

� � � � ２）薬量：��J以上�P��

３）温度：��℃以上�

� � � � ４）処理時間：２時間�

� � � ③� くん蒸にあたっての注意事項�

１）包装は、くん蒸が行える程度の通気性があり、新しい包装材で行われたもの

であること。�

２）一回に処理する生果実の量が、登録くん蒸処理施設の内容責の ��％を超え

ず、かつ、積み付けがガス濃度の均一化を阻害しないように行われること。�

� � � ④� 輸送にあたっての注意事項：くん蒸倉庫と選果こん包施設が同一の建物でない

場合は、選果及びこん包が終了した対象生果実をくん蒸倉庫に輸送するに当たっ

て、密閉式輸送機器を用いること。�

�

�

第 ��� 消毒の内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 精密検査の内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

�

第 ��� 消毒検査申請書又は精密検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 消毒検査申請書の添付書類�

①� 低温処理に係る消毒検査：－�

� � � ②� くん蒸処理に係る消毒検査：本文第 ��の２のくん蒸実施記録表�

� � � ③� 第 ��の消毒に係る消毒検査：－�

� � イ� 精密検査申請書の添付書類：－�

�

第 ��� 目視検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� 選果こん包実施報告書の写し�

イ� 次のいずれかの検査報告書又はその写し�

①� 栽培地検査報告書�

②� くん蒸処理に係る消毒検査報告書（本文第 ��の２により、消毒検査の申請が

本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行われた場合は、くん

蒸実施記録表）�

�

第 ��� 目視検査の内容（本文第 ��の９の（４）関係）�

ア� 検査荷口の単位：生産地（都道府県）、登録選果こん包施設及び品種が同一であ

る荷口を１つの検査荷口とする。ただし、検査荷口が細分化されることにより、検



査が非効率となる場合であって、申請者から要望があったときは、異なる品種の荷

口をまとめて１つの検査荷口とすることができる。�

イ� 検査荷口から生果実 ���個以上を無作為に抽出する。ただし、生果実が ���個未

満の場合は全量を対象とする。�

�

第 ��� 目視検査の本文以外の適合基準（本文第 ��の ��の（３）関係）：こん包の側面

に、第 ��のエの表示があること。�

�

第 ��� 目視検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容

（本文第 ��の ��関係）�

ア� 有害動植物：カキノヘタムシガ�

イ� 措置内容：カキノヘタムシガが発見された対象生果実を生産した登録生産園地の

登録の取消し�

�

第 ��� 輸出検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� 選果こん包実施報告書の写し�

イ� 次のいずれかの検査報告書又はその写し�

①� 栽培地検査報告書�

②� くん蒸処理に係る消毒検査報告書（ただし、本文第 ��の２により、消毒検査

の申請が本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行われた場合

は、くん蒸実施記録表）�

ウ� 目視検査報告書又はその写し（ただし、本文第 ��の２により、目視検査の申請

が本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行われた場合は、この

限りではない。）�

�

第 ��� 植物検疫証明書の追記（本文第 ��の５関係）：次のア及びイの内容について追記を

行うものとする。また、栽培地検査が行われた場合にはウ、臭化メチルくん蒸が行

われた場合にはエの内容について、追記を行うものとする。�

ア� 7KH�SHUVLPPRQV�LQ�WKLV�FRQVLJQPHQW�KDYH�EHHQ�SURGXFHG�LQ�-DSDQ�LQ�

DFFRUGDQFH�ZLWK�WKH�FRQGLWLRQV�JRYHUQLQJ�HQWU\�RI�IUHVK�SHUVLPPRQ�IUXLW�WR�

$XVWUDOLD�DQG�LQVSHFWHG�DQG�IRXQG�WR�EH�IUHH�RI�TXDUDQWLQH�SHVWV��

イ� 登録選果こん包施設の登録番号並びに密閉式船積み貨物に限りコンテナ番号及び

封印番号。ただし、コンテナ番号及び封印番号を関係書類に記載する場合には、植

物検疫証明書の番号を併記することとし、その場合は、植物検疫証明書への記載を

省略することができる。�



ウ� 7KH�IUXLW�LQ�WKLV�FRQVLJQPHQW�KDV�EHHQ�VRXUFHG�IURP�DQ�RUFKDUG�XQGHU�

RUFKDUG�FRQWURO�IRU�SHUVLPPRQ�IUXLW�PRWK� ���

エ� 臭化メチル濃度１立方メートル当たり ��グラム以上であり、果実中心温度が

��℃以上で２時間以上くん蒸が行われたこと、くん蒸日及びくん蒸処理施設名�

�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の植物防疫官への提出期限（本文第 ��の２関係）：

適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の輸入国への提出期限（本文第 ��の６関係）：適用

しない。�

�

第 ��� その他（本文第 ��の２関係）：適用しない。�

� �



様式第１（第４関係）�

�

� � � � � � � � � � カキノヘタムシガに対する調査記録�

�

生産者氏名（名称）� �

生産園地番号� �

生産園地所在地� �

生産園地面積� �

生産者団体名� �

�

実施年月日� 調査者氏名� 被害果率� 備考�

� � � �

� � � �

�

� �



様式第２（第４関係）�

�

� � � � � � � � � � カキノヘタムシガに対する防除記録�

�

生産者氏名（名称）� �

生産園地番号� �

生産園地所在地� �

生産園地面積� �

生産者団体名� �

�

年月日� 作業内容� 備考�

� � �

�

�

� �

�

�
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別紙３－３�

�

オーストラリア向けぶどう�

�

第１� 対象生果実（本文第１の２関係）：オーストラリア向けに輸出するぶどう（

及びその交配種）に属する全ての品種（9LWLV�YLQLIHUD�K\EULG））の生果実�

�

第２� 適用範囲（本文第１の３関係）：本別紙においては、本文第２の８及び９、第３の

５及び６、第４から第６まで、第８の１の（４）及び２の（２）、第 ��から第 ��、第

��の１、２及び６並びに第 ��の２については、適用しない。�

�

第３� 検疫対象有害動植物（本文第１の４関係）�

ア� 高リスク有害動植物： （黒腐病菌）及び

（房枯病菌）�

イ� 中リスク有害動植物： （オウトウショウジョウバエ）、

（灰星病菌）、 （灰星病菌）、

（さび病菌）、 （ブドウネアブラムシ）、

（ナミテントウ）、 （マメコガネ）、�

（ブドウコナジラミ）、 （マツモト

コナカイガラムシ）、 （フジコナカイガラムシ）、

�（タイワンコナカイガラムシ）、

（クワコナカイガラムシ）、 （ブドウホソハマキ）、

（テングハマキ）、 （カンザワハダ

ニ）、 （アザミウマ科の一種）及び

（ミカンキイロアザミウマ）�

�

第４� 生産園地の登録要件（本文第２の１関係）�

� � ア� 防除暦等を踏まえ、オーストラリアの残留農薬基準に配慮した有害動植物の防除

が行われること。�

����イ� 無袋果、破袋果及び異常果実の除去が行われること。�

� � ウ� 適切な袋かけが行われること。なお、袋かけに用いる袋は、開口部が ����PP以下

のものを使用し、果実が８～��PP に達する時期に、果柄の周囲を隙間なく閉じるこ

と。�

� � エ� 有害動植物寄生枝葉の除去、剪定、下草管理等が実施されること。�

オ� 管理者により、アからエまでの実施状況の記録（以下「園地管理記録」という。）

が作成され、２年間保管されること。�



�

第５� 生産園地・生産施設登録申請書等の植物防疫官への提出（本文第２の３関係）�

ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第６� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第２の８関係）：適用しない。�

第７� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の輸入国への提出（本文第２の９関係）：適用しない。�

�

第８� 選果こん包施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第３の２関係）�

ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

イ� 添付書類：次に掲げる資料�

①� 施設の位置図�

②� 施設の平面図�

③� オウトウショウジョウバエに係るトラップ調査の説明資料�

�

第９� 選果こん包施設の本文以外の登録要件（本文第３の３の（５）関係）�

� � ア� 有害動植物の寄生果の識別及び選別、選果従事者への技術指導を行う選果技術員

を配置し、当該選果技術員が、植物防疫官が実施する有害動植物の識別に関する技

術研修を修了した者として登録を受けること。�

イ� 選果こん包施設の全ての開口部をシートや網（孔の直径は ����PP以下のもので

あること。）で覆う等のオウトウショウジョウバエの侵入防止措置が講じられるこ

と。�

ウ� 対象生果実以外の生果実がある場合は、物理的に隔離して保管できること。�
�

注意）対象生果実に係る最終的な選果こん包が行われる前に、登録生産園地の生産者

が管理する作業場所等において予備的な選果を行う場合は、当該作業場所等につ

いても選果こん包施設として登録すること。�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第３の５関係）：適用しない。�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の輸入国への提出（本文第３の６関係）：適用しない。�

�

第 ��� 保管施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第４の２関係）�

第 ��� 保管施設の本文以外の登録要件（本文第４の３の（４）関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第４の５関係）�

第 ��� 登録保管施設一覧表の輸入国への提出（本文第４の６関係）�

�

�



第 ��� 低温処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第５の２関係）�

第 ��� 低温処理施設の登録要件（本文第５の３関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第５の５関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第５の６関係）�

�

第 ��� くん蒸処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第６の２関係）�

第 ��� くん蒸処理施設の登録要件（本文第６の３関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第６の５関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第６の６関係）�

�

第 ��� 補助員又は登録検査機関の検査等（本文第７の８関係）�

ア� 対象有害動植物：黒腐病、房枯病、灰星病（２種）及びさび病�

イ� 実施時期及び回数�

①� 落花期から袋かけ期までにおいては、２週間に１回�

②� 袋かけ期においては、１回�

③� 袋かけ期直後から収穫期までにおいては、１か月に１回（ただし、第 ��によ

る最終検査を除く）�

� � ウ� 方法�

� � � ①� ほ場調査�

� � � � １）登録生産園地の面積が１KD未満の場合は、検査実施時期ごとに ��樹を、園

地内からまんべんなく抽出し、検査を行うものとする。�

２）登録生産園地の面積が �KD以上の場合は、検査実施時期ごとに ��樹を、園

地内からまんべんなく抽出し、検査を行うものとする。�

②� 園地管理記録の確認：園地管理記録を確認し、第４のアからエの措置の実施状況

を確認するものとする。�

� � エ� 指導�

������①� 灰星病（２種）及びさび病が発見された場合は直ちに対象病害の防除措置（薬

剤散布、病害虫寄生枝葉の除去、剪定等）を実施するよう、管理者に指示するも

のとする。�

� � � ②� 異常果実を発見した場合は、直ちに除去するよう管理者に指示するものとす

る。�

③� 対象生果実に袋かけが適切に行われていない果実を発見した場合は、当該果実

を直ちに除去するとともに、その他の生果実についても、袋かけが適切に行われ

ているかどうかについて点検を行うよう、管理者に指示するものとする。�



�

第 ��� 植物防疫官又は登録検査機関の検査等（本文第７の ��関係）�

ア� 対象有害動植物：黒腐病、房枯病、灰星病（２種）及びさび病�

イ� 実施時期及び回数：収穫期の最終検査�

ウ� 方法：第 �� のウと同様。ただし、補助員が設置されている場合の植物防疫官は、

補助員の立会いのもと、当該検査を実施するものとする。�

� � エ� 指導�

������①� 灰星病（２種）及びさび病が発見された場合は直ちに対象病害の防除措置（薬

剤散布、病害虫寄生枝葉の除去、剪定等）を実施するよう、管理者に指示するも

のとする。�

� � � ②� 異常果実を発見した場合は、直ちに除去するよう管理者に指示するものとす

る。�

③� 対象生果実に袋かけが適切に行われていない果実を発見した場合は、当該果実

を直ちに除去するとともに、その他の生果実についても、袋かけが適切に行われ

ているかどうかについて点検を行うよう、管理者に指示するものとする。�

� � オ� その他の必要事項�

①� 収穫した対象生果実を運搬する容器には、登録生産園地番号を明記すること。�

②� 収穫した対象生果実の袋は、登録選果こん包施設に搬入するまで除去しないこ

と。�

�

第 ��� 栽培地検査の本文以外の適合要件（本文第８の１の（４）関係）�適用しない。�

第 ��� 栽培地検査報告書の備考欄の記載内容（本文第８の２の（２）関係）：適用しない。�

�

第 ��� 栽培地検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内

容（本文第９の２関係）�

ア� 有害動植物：黒腐病又は房枯病�

イ� 措置内容：黒腐病又は房枯病が発見された登録生産園地の登録の取消し�

�

第 ��� 選果こん包等の内容（本文第 ��の１の（９）関係）�

����ア� 選果作業を行う場合は、作業に従事する者の中に少なくとも１人、第９のアの登

録選果技術員を配置するものとする。�

� � イ� 登録選果こん包施設の責任者は、当該施設に搬入される対象生果実が登録生産園

地で生産されたものかどうかについて、容器に記載されている登録生産園地番号と

栽培地検査報告書に記載されている登録生産園地番号を突合することにより確認



し、当該登録こん包施設に搬入するものとする。�

ウ� こん包に用いる容器は、原則として、密閉式の容器を使用するものとする。な

お、非密閉式の容器を使用する場合は、こん包又は束ねたこん包全体を網（網目の

最大直径は ����PP以下）で覆うこと又はぶどうをこん包する前に包装材料（通気

孔を設けているものにあっては、穴の直径が ����PP以下のものに限る。）で覆うこ

と。�

エ� こん包に用いる容器の内側は、ブドウネアブラムシの消毒のためのサルファーパ

ッド（製品ラベルにピロ亜硫酸ナトリウムが製品重量１NJあたり ���J以上含まれ

ている（含有率 ���以上）旨明記されている市販のもの�が直接ブドウに接触しな

いよう、プラスチック製のライナーバックで適切に覆われたものであること。�

オ� 選果技術員は、選果こん包が開始される前に、選果こん包場所に、次に定める手

順に従ってトラップを設置し、検査単位ごとの選果開始時及びこん包終了時にショ

ウジョウバエ類の捕獲の有無を確認すること。�

①� 側面に直径５PP程度の孔を４～６個開けたプラスチック容器（���～���PO程

度）を使用すること。�

②� トラップ内に入れる液体には、リンゴ酢原液（-$6規格に定める酢度 ���％以

上のもの）を使用し、液体の量は、容器容量の半分以上とすること。�

③� トラップは、登録選果こん包施設の選果こん包場所に２個以上設置し、トラッ

プの相互の間隔は ��P以上とすること。�

④� トラップは、選果技術員の目の高さ程度の高さに吊り下げること。�

� � カ� 選果技術員は、選果により除去された生果実について、検疫対象有害植物による病

徴の有無、オウトウショウジョウバエ及びその加害痕の ��倍以上の拡大鏡により確

認すること。�

キ� 対象生果実のこん包の側面には、次に掲げる①を表示し、②～⑤をこん包表示の様

式により表示すること。�

①� オーストラリア向けの表示（3URGXFW�RI�-DSDQ�)RU�$XVWUDOLD）�

②� 輸出者名（1DPH�RI�WKH�H[SRUWLQJ�FRPSDQ\）�

③� 果実の種類（)UXLW�W\SH）：7DEOH�JUDSHV�

④� こん包年月日（3DFNLQJ�GDWH）�

⑤� 登録生産園地・施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�YLQH\DUG）�

⑥� 登録選果こん包施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�SDFNLQJ�KRXVH）�

ク� 登録選果こん包施設で対象生果実の予備的な選果後に、最終的な選果のために当

該対象生果実を運搬する場合は、予備的な選果を行った対象生果実を収納する容器

に、登録生産園地番号及び予備的な選果を行った登録選果こん包施設の登録番号を

明示し、オウトウショウジョウバエの汚染防止措置（対象生果実を収容した容器全体

を、孔の直径が ����ミリメートル以下の網で覆うこと等）を施すものとする。�



� � � 【こん包表示の様式】�

� � � � � 3URGXFW�RI�-DSDQ�)RU�$XVWUDOLD�

&RGH�RI�UHJLVWHUHG�YLQH\DUG� �

&RGH�RI�UHJLVWHUHG�SDFNLQJ�

KRXVH�

�

1DPH� RI� WKH� H[SRUWLQJ�

FRPSDQ\�

�

)UXLW�W\SH� 7DEOH�JUDSHV�

3DFNLQJ�GDWH� �

� � � � （注）大きさは横幅８FP以上とする。�

�

第 ��� 選果こん包時に確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置

内容（本文第 ��の５関係）�

ア� 有害動植物：オウトウショウジョウバエ、黒腐病、房枯病、灰星病（２種）及び

さび病�

イ� 措置内容：オウトウショウジョウバエ又はその加害痕、黒腐病、房枯病、灰星病

（２種）及びさび病の病徴が確認された対象生果実を生産した登録生産園地の登録

の取消し�

�

第 ��� 低温処理の内容（本文第 ��の１関係）�

�

第 ��� くん蒸処理の内容（本文第 ��の１関係）�

�

第 ��� 消毒の内容（本文第 ��の１関係）�

第 ��� 精密検査の内容（本文第 ��の１関係）�

第 ��� 消毒検査申請書又は精密検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）

�

第 ��� 目視検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� 選果こん包実施報告書の写し�

イ� 栽培地検査報告書又はその写し�

�
�
�



第 ��� 目視検査の内容（本文第 ��の９の（４）関係）�

ア� 検査荷口の単位：一回の選果こん包作業で取り扱われた対象生果実であって、

同一品種のものを１つの検査荷口とする。ただし、同一の日に複数回の選果こん

包作業が行われた場合であって、各選果こん包作業の終了後に行われるトラップ

の確認の結果、オウトウショウジョウバエの捕獲が確認されなかった場合につい

ては、当該複数回の選果こん包作業を行った日に取り扱われた全ての対象生果実

について、品種ごとに１つの荷口として取り扱うことができるものとする。�

� � �イ� 検査抽出数量：別表のとおり。�

�

第 ��� 目視検査の本文以外の適合基準（本文第 ��の ��の（３）関係）�

ア� こん包の側面に第 ��のキの表示が記載されていること。�

イ� ブドウネアブラムシの消毒のためのサルファーパッドが直接ぶどうに接触しない

よう、全てのこん包の内側にプラスチック製のライナーバックが適切に使用されて

いること。�

ウ� オウトウショウジョウバエ及びブドウネアブラムシ以外の有害動物が発見され当

該ロットを不適合とした場合であって、輸出者が、当該不適合の原因となった登録

生産園地のぶどうを該当する輸出検査のロットから除去した場合は、当該ロットの

輸出検査を再度行うことができるものとする。�

�

第 ��� 目視検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容

（本文第 ��の ��関係）�

ア� 有害動植物：オウトウショウジョウバエ、黒腐病、房枯病、灰星病及びさび病�

イ� 措置内容：オウトウショウジョウバエ、黒腐病、房枯病、灰星病及びさび病並び

にそれらの病徴及び食害痕のいずれかが発見された対象生果実を生産した登録生

産園地の登録の取消し�

�

第 ��� 輸出検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� 選果こん包実施報告書の写し�

イ� 栽培地検査報告書又はその写し�

ウ� 目視検査報告書又はその写し（ただし、本文第 ��の２により、目視検査の申請

を本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行った場合は、この限

りではない。）�

�

�

�

�



第 ��� 植物検疫証明書の追記（本文第 ��の５関係）：次の追記を行う。�

7KLV�LV��IXUWKHU��WR�FHUWLI\�WKDW�WKH�IUXLW�LQ�WKLV�FRQVLJQPHQW�KDV�EHHQ�

SURGXFHG�LQ�-DSDQ�LQ�DFFRUGDQFH�ZLWK�WKH�FRQGLWLRQV�JRYHUQLQJ�HQWU\�RI�WDEOH�

JUDSHV�WR�$XVWUDOLD�DQG�LQVSHFWHG�DQG�IRXQG�WR�EH�IUHH�RI�TXDUDQWLQH�SHVWV�DQG�

UHJXODWHG�DUWLFOHV��7KH�IUXLW�LQ�WKLV�FRQVLJQPHQW�KDV�EHHQ�SURGXFHG�XQGHU�WKH�

V\VWHPV�DSSURDFK�IRU� DQG�WKH�V\VWHPV�DSSURDFK�

IRU�

DQG� ��

�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の植物防疫官への提出期限（本文第 ��の２関係）：

適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の輸入国への提出期限（本文第 ��の６関係）：適用

しない。�

�

第 ��� その他（本文第 ��の２関係）：適用しない。�

� �



別表（第 ��関係）�

�

� 目視検査抽出数量�

�

�検査荷口の大きさ（個）� 抽出量�

� � ����房まで� 全房数�

����〃� ���房�

����〃� ���房�
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����〃� ���房�

����〃� ���房�

����〃� ���房�

������〃� ���房�

� � ������房以上� ���房�
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別紙４�

�

カナダ向けりんご�

�

第１� 対象生果実（本文第１の２関係）：カナダ向けにシステムズアプローチを適用して輸

出するりんご（ ）の生果実�

�

第２� 適用範囲（本文第１の３関係）：本別紙においては、第４の３の（４）、５及び６、第

５、第６、第８の１の（４）及び２の（２）、第 ��の５及び６、第 ��から第 ��まで、

第 ��の１、２及び６並びに第 ��の２については、適用しない。�

�

第３� 検疫対象有害動植物（本文第１の４関係）�

ア� 高リスク有害動植物：該当なし�

イ� 中リスク有害動植物：リンゴ灰星病菌（ ）、リンゴモニリア

病（ ）、リンゴ灰星病菌の一種（ ）、リンゴコカ

クモンハマキ（ ）、モモシンクイガ（ ）、モモノ

ゴマダラノメイガ（ ）、スモモヒメシンクイ（

）、リンゴコシンクイ（ ）、ナシヒメシンクイ

（ ）、6SLORQRWD 属（ �）※、キイロマイコガ

（ ）及びオウトウハダニ（ ）�

�

� � ※� 日本既発生でカナダ未発生の 属のうち、りんごを加害するのはシロヒ

メシンクイ� �。�

�

第４� 生産園地の登録要件（本文第２の１関係）�

ア� 検疫対象有害動植物について、発生予察事業（法第 ��条第１項に規定する発生予

察事業をいう。）又はそれに準ずる調査が実施されること。�

イ� 防除暦等及びアの発生予察事業等に基づき、検疫対象有害動植物の防除が行われる

こと。�

ウ� 異常果実の除去が行われること。�

エ� 有害動植物寄生枝葉の除去、剪定、下草管理等が実施されること。�

オ� 管理者により、イからエまでの措置の実施状況について、生産園地の管理に係る記

録が作成され、２年間保管されること。�

�
�
�



第５� 生産園地・生産施設登録申請書等の植物防疫官への提出（本文第２の３関係）�

ア� 提出期日：毎年５月１日�

イ� 添付書類�

①発生予察事業又はそれに準ずる調査の対象有害動植物が分かる資料�

②防除暦等�

�

第６� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第２の８関係）

※� ただし、前年度輸出実績の無い都道府県から輸出される場合に限る。�

� � ア� 提出期限：輸出開始予定日の ��日前まで�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第７� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の輸入国への提出（本文第２の９関係）※� た

だし、前年度輸出実績の無い都道府県から輸出される場合に限る。�

� � ア� 提出期限：輸出開始予定日の前日まで�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第８� 選果こん包施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第３の２関係）�

� � ア� 提出期日：毎年対象生果実の最初の選果こん包の２か月前まで�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第９� 選果こん包施設の本文以外の登録要件（本文第３の３の（５）関係）：有害動植物

の寄生果の識別及び選別、選果従事者への技術指導を行う選果技術員を配置し、当該

選果技術員が、植物防疫官が実施する有害動植物の識別に関する技術研修を修了した

者として登録を受けること。�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第３の５関係）※� ただ

し、前年度輸出実績の無い都道府県から輸出される場合に限る。�

� � ア� 提出期限：輸出開始予定日の ��日前まで�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の輸入国への提出（本文第３の６関係）※� ただし、前

年度輸出実績の無い都道府県から輸出される場合に限る。�

� � ア� 提出期限：輸出開始予定日の前日まで�

� � イ� 添付書類：不要�

�

�

�



第 ��� 保管施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第４の２関係）�

� � ア� 提出期日：毎年対象生果実の最初の選果こん包の２か月前まで�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 保管施設の本文以外の登録要件（本文第４の３の（４）関係）：適用しない。�

第 ��� 登録保管施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第４の５関係）：適用しない。�

第 ��� 登録保管施設一覧表の輸入国への提出（本文第４の６関係）：適用しない。�

�

第 ��� 低温処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第５の２関係）�

第 ��� 低温処理施設の登録要件（本文第５の３関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第５の５関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第５の６関係）�

�

第 ��� くん蒸処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第６の２関係）�

第 ��� くん蒸処理施設の登録要件（本文第６の３関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第６の５関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第６の６関係）�

�

第 ��� 補助員又は登録検査機関の検査等（本文第７の８関係）�

ア� 対象有害動植物：検疫対象有害動植物�

イ� 実施時期及び回数：６月から対象生果実の収穫が終了するまでの間、原則として２

週間に１回�

ウ� 方法：登録生産園地において、検疫対象有害動植物の発生状況を目視により確認す

るものとする。�

エ� 指導：中リスク有害動植物が発見された場合は、必要に応じ、当該対象病害虫の防

除措置（薬剤散布、病害虫寄生枝葉の除去、剪定等）を実施するよう、管理者に指示

するものとする。�

�

第 ��� 植物防疫官又は登録検査機関の検査等（本文第７の ��関係）�

ア��対象有害動植物：検疫対象有害動植物�

イ��実施時期：対象生果実の収穫前�

ウ� 方法：登録生産園地において、検疫対象有害動植物の発生状況を目視により確認す

るものとする。�

�

�



第 ��� 栽培地検査の本文以外の適合要件（本文第８の１の（４）関係）�適用しない。�

第 ��� 栽培地検査報告書の備考欄の記載内容（本文第８の２の（２）関係）：適用しない。�

�

�

第 ��� 栽培地検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内

容（本文第９の２関係）�

ア� 有害動植物：検疫有害動植物�

イ� 措置内容：第７の検査の結果、検疫有害動植物が無発生または低発生に維持され

ていないことが確認されたため、不適合となった登録生産園地の登録の取消し�

�

第 ��� 選果こん包等の内容（本文第 ��の１の（９）関係）�

� � ア� 選果作業を行う場合は、作業に従事する者の中に少なくとも１人、第９のアの登

録選果技術員を配置するものとする。�

イ� こん包に用いる容器は未使用のものを使用すること。原則として、密閉式の容器

（通気孔をあける場合は、孔の直径が検疫対象病害虫のガ類が侵入できない大きさ

以下のものに限る。）を使用するものとするが、非密閉式の容器を使用する場合には、

次に掲げる有害動植物再汚染防止措置を行うこと。�

①� 密閉倉庫内で未包装のりんごと隔離して保管すること。�

②� 海港又は空港へ輸送する際には、密閉式輸送機器を用いること。�

ウ� 選果作業では、エアガン等を利用してダニ類、チョウ目等を取り除くこと。�

エ� 対象生果実のこん包の側面には、次の字句を表示すること。�

①� カナダ向けの表示：)RU�&DQDGD�

②� 果実の種類（3URGXFW�QDPH）�

③� 生産国及び生産都道府県（&RXQWU\�DQG�UHJLRQ�RI�RULJLQ）�

④� 登録選果こん包施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�SDFNLQJ�IDFLOLW\）�

⑤� 登録生産園地・施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�RUFKDUG）�

�

第 ��� 選果こん包時に確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容（本文第

��の５関係）：適用しない。�

�

第 ��� 低温処理の内容（本文第 ��の１関係）�

�

第 ��� くん蒸処理の内容（本文第 ��の１関係）�



�

�

第 ��� 消毒の内容（本文第 ��の１関係）�

第 ��� 精密検査の内容（本文第 ��の１関係）�

第 ��� 消毒検査申請書又は精密検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

�

第 ��� 目視検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� 選果こん包実施報告書の写し�

イ� 栽培地検査報告書又はその写し�

�

第 ��� 目視検査の内容（本文第 ��の９の（４）関係）�

� � ア� 検査荷口の単位：１回の選果こん包で取り扱われた対象生果実�

� � イ� 検査抽出数量：検査荷口ごとに２％以上�

� � ウ� 方法の詳細：検疫対象有害動植物の食入痕が認められる対象生果実は全て切開

し、寄生の有無を確認すること。また、寄生が疑われる対象生果実が発見された場

合は、当該輸出検査単位内の最低 ��個の対象生果実を切開し、寄生の有無を確認

すること。�

�

第 ��� 目視検査の本文以外の適合基準（本文第 ��の ��の（３）関係）：抽出したこん包

の各側面に、第 ��のエの表示があること。�

�

第 ��� 目視検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容

（本文第 ��の ��関係）�

ア� 有害動植物：モモシンクイガ、スモモヒメシンクイ、リンゴコシンクイ又はナシ

ヒメシンクイ�

イ� 措置内容：次に掲げるとおり対応するものとする。�

①� 植物防疫官は、モモシンクイガ、スモモヒメシンクイ、リンゴコシンクイ又は

ナシヒメシンクイを確認した登録生産園地の登録を取消すものとする。�

②� 植物防疫官は、①の場合は、当該登録生産園地の生産者又は生産者団体に対

し、登録を取り消した旨を理由と併せて通知するとともに、原因究明及び改善措

置について報告を求め、必要に応じて現地確認を行うものとする。�

③� 植物防疫所長は、②について、植物防疫課長に報告するものとする。�

�

�

第 ��� 輸出検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�



ア� 選果こん包実施報告書の写し�

イ� 栽培地検査報告書又はその写し�

ウ� 目視検査報告書又はその写し（本文第 ��の２により、目視検査の申請が本文第

��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行われた場合は、この限りではな

い。）�

�

第 ��� 植物検疫証明書の追記（本文第 ��の５関係）：次の追記を行う。�

� ���7KH�IUXLW�LQ�WKLV�FRQVLJQPHQW�PHHWV�WKH�UHTXLUHPHQWV�RI�WKH�0$))�&),$�

6\VWHPV�$SSURDFK�IRU�)UHVK�$SSOHV�IURP�-DSDQ�WR�&DQDGD�DQG�ZDV�LQVSHFWHG�DQG�

IRXQG�IUHH�IURP�

� ※� 追記については &DQDGLDQ�)RRG� ,QVSHFWLRQ� $JHQF\のホームページにて、最新の追

記情報を確認すること。�

�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の植物防疫官への提出期限（本文第 ��の２関係）：

適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の輸入国への提出期限（本文第 ��の６関係）：適用

しない。�

�

第 ��� その他（本文第 ��の２関係）：適用しない。�

�
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追
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�
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�
（
注
）
１
�
検
疫
対
象
病
害
虫
発
生
状
況
は
、
病
害
虫
名
及
び
発
生
密
度
を
具
体
的
に
記
載
す
る
こ
と
。
�

�
�
�
�
�
�
２
�
検
疫
対
象
病
害
虫
発
生
密
度
が
少
程
度
の
場
合
は
、
当
該
病
害
虫
名
を
記
録
す
る
こ
と
。

�

�
�
�
�
�
�
３
�
検
疫
対
象
病
害
虫
発
生
密
度
が
中
程
度
以
上
の
場
合
、
当
該
病
害
虫
に
対
す
る
病
害
虫
防
除
に
つ
い
て
の
指
導
の
内
容
及
び
実
際
に
行
わ
れ
た
防
除
の
詳
細
を
備

考
に
記
載
す
る
こ
と
。
�



別紙５－１�

�

ベトナム向けうんしゅうみかん�

�

第１� 対象生果実（本文第１の２関係）：ベトナム向けに輸出するうんしゅうみかん

（ ）の生果実�

�

第２� 適用範囲（本文第１の３関係）：本別紙においては、第５、第６、第７の ��、第８

の１の（４）及び２の（２）、第 ��から第 ��まで並びに第 ��の２については、適用

しない。�

�

第３� 検疫対象有害動植物（本文第１の４関係）�

� ア� 高リスク有害動植物： （ミカンバエ）及び

（褐斑細菌病）�

� � イ� 中リスク有害動植物： （ミカンサビダニ）、

（ウスコカクモンハマキ）、� （チャノコカクモンハマキ）、�

（ナシマルカイガラムシ）、 （ミカ

ンマルカイガラムシ）及び （すす点病）�

�

第４� 生産園地の登録要件（本文第２の１関係）�

� � ア� 防除暦等を踏まえ、有害動植物の防除が行われること。�

イ� 異常果実の除去が行われること。�

ウ� 有害動植物寄生枝葉の除去、剪定、下草管理等が実施されること。�

エ� ミカンバエの発生地域から、地理的な障壁又は緩衝地帯によって隔てられている

こと。�

オ� ミカンバエの発生地域から、ミカンバエの寄主する植物が持ち込まれないこと。�

カ� 管理者により、アからウまでの実施状況の記録（以下「園地管理記録」という。）

が作成され、２年間保管されること。�

�

第５� 生産園地・生産施設登録申請書等の植物防疫官への提出（本文第２の３関係）�

ア� 提出期日：毎年２月末日�

イ� 添付書類：防除暦等（和文及び英文）�

�

第６� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第２の８関係）�

ア� 提出期日：毎年４月 ��日又は輸出開始日の ���日前のいずれか早い日�

イ� 添付書類：不要�



�

第７� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の輸入国への提出（本文第２の９関係）�

� � ア� 提出期日：輸出時期の２か月前まで�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第８� 選果こん包施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第３の２関係）�

ア� 提出期日：毎年２月末日�

イ� 添付書類：不要�

�

第９� 選果こん包施設の本文以外の登録要件（本文第３の３の（５）関係）�

ア� 有害動植物の寄生果の識別及び選別、選果従事者への技術指導を行う選果技術員

を配置し、当該選果技術員が、植物防疫官が実施する有害動植物の識別に関する技

術研修を修了した者として登録を受けること。�

� � イ� 選果こん包が終了した対象生果実を一時保管する場合は、それ以外のものと区別

し、隔離した状態で保管できること。�

ウ� 選果こん包施設が、１NP�当たり１個の設置密度で設置したミカンバエを対象とし

たトラップ※の有効範囲内にあること。�
�

※� ミカンバエを対象としたトラップは次に掲げるものとする（以下本別紙において

同じ。）。�

①� トラップの種類：ガロントラップ�

②� 誘引剤：蛋白質加水分解物�

③� 殺虫剤：ベトナム植物防疫機関が指定する殺虫剤�

④� 誘引剤の交換頻度：２週間に一度�

⑤� 殺虫剤の交換頻度：４週間に一度�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第３の５関係）�

� � ア� 報告期限：毎年６月 ��日又は輸出開始の ���日前の日のいずれか早い日�

� � イ� 添付書類：登録生産園地の防除暦等（和文及び英文）�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の輸入国への提出（本文第３の６関係）�

ア� 提出期限：輸出時期の２か月前まで�

イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 保管施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第４の２関係）�

� � ア� 提出期限：毎年２月末日�

イ� 添付書類：不要�



�

第 ��� 保管施設の本文以外の登録要件（本文第４の３の（４）関係）：保管施設が第９の

ウに掲げるトラップの有効範囲にあること。�

�

第 ��� 登録保管施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第４の５関係）�

ア� 提出期限：毎年６月 ��日又は輸出開始の ���日前のいずれか早い日�

イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 登録保管施設一覧表の輸入国への提出（本文第４の６関係）�

ア� 提出期限：輸出時期の２か月前まで�

イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 低温処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第５の２関係）�

第 ��� 低温処理施設の登録要件（本文第５の３関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第５の５関係）�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第５の６関係）�

�

第 ��� くん蒸処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第６の２関係）�

第 ��� くん蒸処理施設の登録要件（本文第６の３関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第６の５関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第６の６関係）�

�

第 ��� 補助員又は登録検査機関の検査等（本文第７の８関係）�

ア� ほ場調査�

①� 対象有害動植物：検疫対象有害動植物�

②� 実施時期及び回数：６月１日から ��月 ��日まで、４週間に１回�

③� 方法�

１）調査方法：全ての登録生産園地について、地表面を含む園地全域に対し、目

視により対象有害動植物の発生の有無の確認を行うものとする。�

２）園地管理記録の確認：園地管理記録を確認し、第４のアからウ及びカに掲げ

る措置が適切に実施されていることを確認するものとする。�

④� 指導：中リスク有害動植物が発見された場合は、当該有害動植物の防除措置を

実施するよう、管理者に指示するものとする。�

�



イ� トラップ調査��

①� 対象有害動植物：ミカンバエ�

②� 設置密度：１NP�当たり１個�

③� 実施時期及び回数：４月１日から ��月 ��日まで、２週間に１回�

④� 方法：第４のエ及びオが適切に行われているか確認するとともに、ミカンバエ

の捕獲の有無を確認するものとする。�

ウ� 生果実調査�

①� 対象有害動植物：ミカンバエ�

②� 実施時期及び回数：６月１日から ��月 ��日まで、２週間に１回�

③� 方法：登録生産園地の園内の全域において落下し、又は変色した果実の外観を

目視により確認し、ミカンバエの寄生が疑われるものがあった場合は、当該果実

を切開し、ミカンバエの発生の有無を確認するものとする。�

�

第 ��� 植物防疫官又は登録検査機関の検査等（本文第７の ��関係）：適用しない。�

�

第 ��� 栽培地検査の本文以外の適合要件（本文第８の１の（４）関係）�適用しない。�

第 ��� 栽培地検査報告書の備考欄の記載内容（本文第８の２の（２）関係）：適用しない。�

�

�

第 ��� 栽培地検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内

容（本文第９の２関係）�

ア� 有害動植物：ミカンバエ�

イ� 措置内容：ミカンバエが発見された登録生産園地及び当該登録生産園地と同じ

トラップの有効範囲内にあり、同じ防除暦等に従って有害動植物の防除を行って

いる登録生産園地の登録の取消し�

�

第 ��� 選果こん包等の内容（本文第 ��の１の（９）関係）�

� � ア� 選果作業を行う場合は、作業に従事する者の中に少なくとも１人、第９のアの登

録選果技術員を配置するものとする。�

イ� 異常果実の混入を防ぐため、選果作業は、選果こん包の前と工程中の最低２回行

うこと。�

ウ� こん包に用いる容器は、プラスチック又は段ボール製の未使用のものであること。

また、原則として密閉式の容器（容器に通気孔を設ける場合は、孔の直径は ���PP

以下とすること。）を使用するものとするが、非密閉式の容器を使用する場合には、



こん包又は束ねたこん包全体を網（網の目の最大径が ���PP 以下のものに限る。）

で覆うこと。�

エ� 対象生果実のこん包又は束ねたこん包の側面には、次の字句を表示すること。�

①� ベトナム向けの表示（)RU�9LHW�1DP）�

②� こん包年月日�

③� 登録選果こん包施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�SDFNLQJ�IDFLOLW\）�

④� 登録生産園地・施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�RUFKDUG）�

�

第 ��� 選果こん包時に確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置

内容（本文第 ��の５関係）�

ア� 有害動植物：ミカンバエ�

イ� 措置内容：ミカンバエが発見された対象生果実を生産した登録生産園地及び当該

登録生産園地と同じトラップの有効範囲内にあり、同じ防除暦等に従って有害動植

物の防除を行っている登録生産園地の登録の取消し�

�

第 ��� 低温処理の内容（本文第 ��の１関係）�

�

第 ��� くん蒸処理の内容（本文第 ��の１関係）�

�

�

第 ��� 消毒の内容（本文第 ��の１関係）�

第 ��� 精密検査の内容（本文第 ��の１関係）�

第 ��� 消毒検査申請書又は精密検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

�

第 ��� 目視検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� ベトナム政府が発行する輸入許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し�

�

第 ��� 目視検査の内容（本文第 ��の９の（４）関係）�

� � ア� 検査荷口の単位：登録生産園地、登録選果こん包施設及び品種が同一である荷口

を１つの検査荷口とする。ただし、検査荷口が細分化されることにより、検査が非

効率となる場合であって、申請者から要望があったときは、異なる登録生産園地又

は品種の荷口をまとめて一つの検査荷口とすることができる。�

� � イ� 検査抽出数量：別表のとおり。�



�

第 ��� 目視検査の本文以外の適合基準（本文第 ��の ��の（３）関係）：抽出したこん包

の各側面に、第 ��のエの表示があること。�

�

第 ��� 目視検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容

（本文第 ��の ��関係）�

ア� 有害動植物：ミカンバエ�

イ� 措置内容：ミカンバエが発見された荷口の対象生果実を生産した登録生産園地及

び当該登録生産園地と同じトラップの有効範囲内にあり、同じ防除暦等に従って有

害動植物の防除を行っている登録生産園地の登録の取消し�

�

第 ��� 輸出検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� ベトナム政府が発行する輸入許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し�

エ� 目視検査報告書又はその写し（本文第 ��の２により、目視検査の申請を本文第

��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行った場合は、この限りではな

い。）�

�

第 ��� 植物検疫証明書の追記（本文第 ��の５関係）：次の追記を行う。�

7KH�FRQVLJQPHQW�RI�6DWVXPD�RUDQJH�IUXLWV�KDV�EHHQ�SURGXFHG�DQG�SUHSDUHG�IRU�

H[SRUW� LQ� DFFRUGDQFH� ZLWK� WKH� SK\WRVDQLWDU\� LPSRUW� UHTXLUHPHQWV� IRU�

LPSRUWDWLRQ� RI� IUHVK� 6DWVXPD� RUDQJH� �&LWUXV� XQVKLX� 0DUFRZ�� IURP� -DSDQ� LQWR�

9LHW�1DP��

7KH�IUXLW�LQ�WKLV�FRQVLJQPHQW�ZDV�SURGXFHG�LQ��QDPH�DQG�FRGH�RI�SODFHV�RI�

SURGXFW�SURGXFWLRQ�VLWHV�UHFRJQL]HG�DV�EHLQJ�IUHH�RI�%DFWURFHUD�WVXQHRQLV��

ZKHUH�UHFRJQLVHG�DV�IUHH�IURP�%DFWURFHUD�WVXQHRQLV��

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい内容（本文第 ��の１関係）�

ア� 査察時期：毎年、輸出時期の前�

イ� 査察対象：登録生産園地�

�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の植物防疫官への提出期限（本文第

��の２関係）：毎年５月 ��日又は輸出開始予定日の ���日前のいずれか早い日�

�



第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の輸入国への提出期限（本文第 ��の

６関係）：��日前まで�

�

�

第 ��� その他（本文第 ��の２関係）：適用しない。�

� �



別表（第 ��関係）�

�

� 目視検査抽出数量�

�

�

�

検査荷口の大きさ�NJ�� 抽出量�

���NJ未満� ���以上�

���NJ以上� � ��� � �����NJ�未満� ��NJ以上�

�����NJ以上� ������� �����NJ�未満� ��NJ以上�

�����NJ以上����� � � �����NJ�未満� ��NJ以上�

�����NJ以上� � �� � ������NJ�未満� ���NJ以上�

������NJ以上� ��� � �������NJ�未満� ���NJ以上�

������NJ以上� �������������NJ�未満� ���NJ以上�

������NJ以上� �������������NJ�未満� ���NJ以上�

�������NJ以上� �������������NJ未満� ���NJ以上�

�������NJ以上� �������������NJ未満� ���NJ以上�

�������NJ以上� ���NJ以上�
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�
�
�
�
植
物
防
疫
官
氏
名
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

ほ
場
調
査
�

登
録
生
産

�

園
地
番
号

�
検
査
実
施
日

�
検
疫
対
象
有
害
動
植
物
発
生
状
況

�

（
病
害
虫
名
及
び
発
生
程
度
）

�

備
考
�

（
追
加
で
実
施
し
た
防
除
等
）

�

�
�

ミ
カ
ン
バ
エ
：
�

�

褐
斑
細
菌
病
：
�

ミ
カ
ン
サ
ビ
ダ
ニ
：

�

ウ
ス
コ
カ
ク
モ
ン
ハ
マ
キ
：

�

チ
ャ
ノ
コ
カ
ク
モ
ン
ハ
マ
キ
：

�

ナ
シ
マ
ル
カ
イ
ガ
ラ
ム
シ
：

�

ミ
カ
ン
マ
ル
カ
イ
ガ
ラ
ム
シ
：

�

す
す
点
病
：
�

�
�

ミ
カ
ン
バ
エ
：
�

�

褐
斑
細
菌
病
：
�

ミ
カ
ン
サ
ビ
ダ
ニ
：

�

ウ
ス
コ
カ
ク
モ
ン
ハ
マ
キ
：

�

チ
ャ
ノ
コ
カ
ク
モ
ン
ハ
マ
キ
：

�

ナ
シ
マ
ル
カ
イ
ガ
ラ
ム
シ
：

�

ミ
カ
ン
マ
ル
カ
イ
ガ
ラ
ム
シ
：

�

す
す
点
病
：
�

（
注
）
１
�
検
疫
対
象
病
害
虫
発
生
状
況
は
病
害
虫
名
及
び
発
生
程
度
を
具
体
的
に
記
録
す
る
こ
と
。

�

２
�
検
疫
対
象
病
害
虫
（
ミ
カ
ン
バ
エ
及
び
褐
斑
細
菌
病
を
除
く
）
の
発
生
程
度
が
中
程
度
以
上
の
場
合
、
当
該
病
害
虫
に
対
す
る
病
害
虫
防
除
に
つ
い
て
の
指
導
の
内
容
及

び
実
際
に
行
わ
れ
た
防
除
の
詳
細
を
備
考
に
記
載
す
る
こ
と
。
�



別
記
様
式
②
（
本
文
第
７
の
８
関
係
）
�

検
査
成
績
表
（

�
�
�
年
度
ベ
ト
ナ
ム
向
け
う
ん
し
ゅ
う
み
か
ん
）
�

�

都
道
府
県
名
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
登
録
検
査
機
関
検
査
員
氏
名

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
補
助
員
氏
名
�

�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
植
物
防
疫
官
氏
名
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

� ト
ラ
ッ
プ
調
査
及
び
生
果
実
調
査
（
ミ
カ
ン
バ
エ
対
象
）
�

登
録
生
産
園
地
番
号

�
�
�
�
�
�
�

ト
ラ
ッ
プ
調
査

�
生
果
実
調
査
�

備
考
�

ト
ラ
ッ
プ

1
R�

検
査
実
施
日
�

ミ
カ
ン
バ
エ
捕
獲
の
有
無

�
捕
獲
さ
れ
た

�

そ
の
他
の
昆
虫

�

登
録
生
産

�

園
地
番
号

�
検
査
実
施
日
�

ミ
カ
ン
バ
エ
捕
獲
の
有
無

�
�

�
�

�

�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�
�

�

（
注
）
１
�
「
捕
獲
さ
れ
た
そ
の
他
の
昆
虫
」
欄
に
は
、
ミ
カ
ン
バ
エ
以
外
の
昆
虫
等
を
記
載
す
る
こ
と
（
記
載
は
ト
ラ
ッ
プ
ご
と
で
は
な
く
、
ま
と
め
て
記
載
し
て
も
可
）
。
�

�
�
�
２
�
ト
ラ
ッ
プ
調
査
及
び
生
果
実
調
査
に
お
い
て
、
ミ
カ
ン
バ
エ
が
捕
獲
さ
れ
た
場
合
は
、「
ミ
カ
ン
バ
エ
捕
獲
の
有
無
」
欄
に
発
見
頭
数
も
記
載
す
る
こ
と
。

�

ま
た
、
生
果
実
調
査
に
お
い
て
は
、
ミ
カ
ン
バ
エ
に
寄
生
さ
れ
た
果
実
数
も
記
載
す
る
こ
と
。

�



別紙５－２�

�

ベトナム向けなし�

�

第１� 対象生果実（本文第１の２関係）：ベトナム向けに輸出するなし（ ）

の生果実

�

第２� 適用範囲（本文第１の３関係）：本別紙においては、本文第２の８及び９、第３の

５及び６、第４の５及び６、第５の５及び６、第６、第８の１の（４）、第 �� の１、

２及び６並びに第 ��の２については、適用しない。�

�

第３� 検疫対象有害動植物（本文第１の４関係）�

ア� 高リスク有害動植物： （モモシンクイガ）、

（なし果実腐敗病）及び� （なし黒斑病）�

イ� 中リスク有害動植物： （ナシマルカイガラムシ）、

（ナシカキカイガラムシ）、

（キナコネアブラムシ）、 （ナシマダラメイ

ガ）、 （リンゴコシンクイ）、 （ナシヒメ

シンクイ）、 �（リンゴシロヒメハマキ）、 （フ

ォモプシス枝枯病）、� （なしすす点病）及び

（なし疫病）�

�

第４� 生産園地の登録要件（本文第２の１関係）�

ア� 防除暦等を踏まえ、有害動植物の防除が行われること。�

イ� 異常果実の除去が行われること。�

ウ� モモシンクイガ、リンゴコシンクイ及びナシヒメシンクイ（以下「３種のシンク

イガ」という。）に対して、次の①から③までのいずれかの措置が行われること。�

①� 交信かく乱剤の設置及び農薬の散布�

（ア）交信かく乱剤の設置：モモシンクイガ及びナシヒメシンクイに対して農薬登

録上の適用がある交信かく乱剤を、ラベルに記載される使用時期、使用方法等

に従って、当該申請に係る生産園地全体（当該生産園地の面積が１ヘクタール

未満の場合は、隣接する園地等を含めた１ヘクタール以上の土地の全体）に均

等に設置すること。�

（イ）農薬の散布：防除暦等を踏まえつつ、シンクイガ類に有効な農薬をその飛翔

期間を含む栽培期間中に少なくとも５回（おおむね月に１回）使用すること。�



②� 袋かけの実施：対象生果実を収穫する樹木について、結実後速やかに、収穫開

始日の ��日前まで果柄の周囲をすき間なく閉じるよう袋かけを実施すること。�

③� 本文第 ��の低温処理の実施�

� � エ� 有害動植物寄生枝葉の除去、剪定、下草管理等が実施されること。�

� � オ� 管理者により、アからエ（ウの③を除く）までの実施状況の記録（以下「園地管

理記録」という。）が作成され、２年間保管されること。�

�

第５� 生産園地・生産施設登録申請書等の植物防疫官への提出（本文第２の３関係）�

ア� 提出期日：毎年３月 ��日�

イ� 添付書類：防除暦等（和文及び英文とする。毎年４月 ��日を提出期限として、

生産園地・生産施設登録申請書の提出後に提出することも可とする。）�

ウ� 注意事項：生産園地・生産施設登録申請書の備考欄に３種のシンクイガに対して

講ずる第４のウの措置内容を記載するものとする。�

�

第６� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第２の８関係）：適用しない。�

第７� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の輸入国への提出（本文第２の９関係）：適用しない。�

�

第８� 選果こん包施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第３の２関係）�

ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

イ� 添付書類：不要�

�

第９� 選果こん包施設の本文以外の登録要件（本文第３の３の（５）関係）�

ア� 有害動植物の寄生果の識別及び選別、選果従事者への技術指導を行う選果技術員

を配置し、当該選果技術員が、植物防疫官が実施する有害動植物の識別に関する技

術研修を修了した者として登録を受けること。�

イ� 対象生果実を保管する場合は、それ以外の生果実と明確に隔離して保管すること

又は温度約８℃以下で保管できること。�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第３の５関係）：適用しない。�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の輸入国への提出（本文第３の６関係）：適用しない。�

�

�

第 ��� 保管施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第４の２関係）�

ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

イ� 添付書類：不要�

�
�



第 ��� 保管施設の本文以外の登録要件（本文第４の３の（４）関係）：対象生果実を保管

する場合は、それ以外の生果実と区別し、病害虫再汚染防止措置が講じられた状態

で保管すること又は温度約８℃以下で保管できること。�

�

第 ��� 登録保管施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第４の５関係）：適用しない。�

第 ��� 登録保管施設一覧表の輸入国への提出（本文第４の６関係）：適用しない。�

�

�

第 ��� 低温処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第５の２関係）�

ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 低温処理施設の登録要件（本文第５の３関係）�

ア� 対象生果実の中心部の温度（部屋の中央付近の積荷の中心部及び最上部の端並び

に冷却風の戻り口付近の積荷の中心部及び最上部の端に所在する生果実の中心部の

温度）を温度０℃以下で保持できること。�

イ� 対象生果実の中心部の温度及び部屋の空間部の温度を部屋の外部から確認できる

自動温度記録装置を有すること。�

ウ� イの自動温度記録装置は、４時間ごとに温度を 0.1℃単位で記録できる能力を有

すること。�

エ� 原則として、適切な温度管理を行うための低温処理実施者を置くこと。�

オ� 温度記録の改ざんを防止できること。�

�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第５の５関係）：適用しない。�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第５の６関係）：適用しない。�

�

第 ��� くん蒸処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第６の２関係）�

第 ��� くん蒸処理施設の登録要件（本文第６の３関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第６の５関係）�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第６の６関係）�

�

第 ��� 補助員又は登録検査機関の検査等（本文第７の８関係）�

� ��ア� 対象有害動植物：検疫対象有害動植物�

イ� 実施時期及び回数�

①� 春期（おおむね結実期）においては、１回�

②� 収穫前においては、収穫開始日の ��日以上前の可能な限り遅い時期に１回�



ウ� 方法�

①� ほ場調査：全ての樹木を対象に有害動植物の発生の有無を目視により確認する

とともに、地表面を含む園地全体についても目視により同様の確認を行うものと

する。�

②� 園地管理記録の確認：園地管理記録を確認し、第４のアからオ（ウの③を除く）

までの実施状況を確認するものとする。�

③� 交信かく乱剤の設置又は袋かけの状況の確認：交信かく乱剤の設置又は袋かけ

の措置を実施している登録生産園地にあっては、これらの措置の実施状況を確認

するものとする。�

� � エ� 指導�

� � � ①� 補助員が、交信かく乱剤の設置が適切に行われていない生産園地を発見した場

合は、その旨を植物防疫官に報告するものとする。植物防疫官は、補助員からの

報告に応じて、補助員を通じ、管理者に指示するものとする。�

� � � ②� 登録検査機関が、交信かく乱剤の設置が適切に行われていない生産園地を発見

した場合は、当該措置を適切に行うよう管理者に指示するものとする。�

③� 袋かけが適切に行われていないなしを発見した場合は、生産者に対し、当該な

しを直ちに除去し、又は当該なしを収穫する樹木にマークを付けるよう指示する

ものとする。�

④� 対象生果実を収穫する樹木に異常果実を発見した場合は、管理者に直ちに当該

対象生果実を除去するよう指示するものとする。�

�

第 ��� 植物防疫官又は登録検査機関の検査等（本文第７の ��関係）�

ア� 対象有害動植物：検疫対象有害動植物�

イ� 実施時期：第 ��の検査後に実施するものとする。�

①� 春期においては、１回�

②� 収穫期においては、収穫開始日の ��日以上前の可能な限り遅い時期に１回�

ウ� 方法�

①� ほ場調査：園地全体について目視による確認を行うものとする。�

②� 園地管理記録の確認：園地管理記録を確認し、第４のアからオ（ウの③を除く）

までの実施状況を確認するものとする。�

③� 交信かく乱剤の設置又は袋かけの状況の確認：交信かく乱剤の設置又は袋かけ

の措置を実施している登録生産園地にあっては、これらの措置の実施状況を確認

するものとする。�

エ� 指導�

①� 中リスク有害動植物が発見された場合は、直ちに当該対象病害虫の防除措置

（薬剤散布、病害虫寄生枝葉の除去、剪定等）を実施するよう、管理者に指示す

るものとする。�



②� 対象生果実を収穫する樹木に異常果実を発見した場合は、管理者に直ちに当該

異常果実を除去するよう指示するものとする。�

�

第 ��� 栽培地検査の本文以外の適合要件（本文第８の１の（４）関係）�適用しない。�

�

第 ��� 栽培地検査報告書の備考欄の記載内容（本文第８の２の（２）関係）�

ア� 交信かく乱剤の措置が行われた登録生産園地にあっては、交信かく乱剤の設置を

実施したこと。�

イ� 袋かけの措置が行われた登録生産園地にあっては、袋かけを実施したこと。�

ウ� ア及びイの措置を行わなかった登録生産園地（これらの措置が適切に行われなか

った登録生産園地を含む。）にあっては、措置が未実施であること。�

�

�

第 ��� 栽培地検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内

容（本文第９の２関係）�

ア� 有害動植物：高リスク有害動植物�

イ� 措置内容：高リスク有害動植物が発見された登録生産園地の登録の取消し�

�

第 ��� 選果こん包等の内容（本文第 ��の１の（９）関係）�

� � ア� 選果作業を行う場合は、作業に従事する者の中に少なくとも１人、第９のアの登

録選果技術員を配置するものとする。�

� � イ� 選果作業は、選果こん包の工程中に２回行い、病害虫寄生果や異常果実の混入が�

ないようにすること。�

ウ� モモシンクイガ、リンゴコシンクイ及びナシヒメシンクイに対する措置として、

低温処理が選択されている登録生産園地で生産された対象生果実は、その他の措置

が選択されている登録生産園地で生産された対象生果実とは別に選果すること。�

エ� こん包に用いる容器はプラスチック又は段ボール製の未使用のものを使用するこ

と。原則として、密閉式の容器を使用するものとするが、非密閉式の容器を使用す

る場合には、次に掲げる有害動植物再汚染防止措置を行うこと。�

①� こん包又は束ねたこん包全体を網（網の目の最大径が ��� ミリメートル以下の

ものに限る。）で覆い、又は約８℃以下で保管すること。�

②� 海港又は空港へ輸送する際は、密閉式輸送機器を用いること。�

�

�

�



オ� 対象生果実のこん包の側面には、次の字句を表示すること。�

①� ベトナム向けの表示（)RU�9LHWQDP）�

②� 輸出者名（1DPH�RI�WKH�H[SRUWLQJ�FRPSDQ\）�

� ③� 登録選果こん包施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�SDFNLQJ�IDFLOLW\）�

④� 登録生産園地・施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�RUFKDUG）�

�

第 ��� 選果こん包時に確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置

内容（本文第 ��の５関係）�

ア� 有害動植物：高リスク有害動植物�

イ� 措置内容：高リスク有害動植物が発見された生果実を生産した登録生産園地の登

録の取消し�

�

�

第 ��� 低温処理の内容（本文第 ��の１関係）�

ア� 植物防疫官又は登録検査機関の立会の要否：要�

イ� 低温処理条件等�

①� 氷点法により、低温処理の開始直前における温度計の示度が正確であること

を確認すること。�

②� 植物防疫官又は登録検査機関の立会の下、予備冷蔵により対象生果実の中心

部の温度を０℃以下とすること。�

� ③� ②を実施後、引き続き対象生果実の中心部の温度が、��日間０℃以下を保持

していることを確認すること。�

�

�

第 ��� くん蒸処理の内容（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 植物防疫官又は登録検査機関の立会の要否：くん蒸処理を実施する者が、消毒検

査を受けた実績がない場合には、当該者の行う消毒の開始時又は終了時に現場に立

会を要するものとする。�

� � イ� くん蒸条件等�

� � � ①� 輸入植物検疫規程第４条第２項に基づき、植物防疫官により指定されたくん蒸

処理施設で実施すること。�

� � � ②� 薬剤の種類、薬量、温度、処理時間：次に掲げるとおり。�

１）薬剤：臭化メチル�

� � � � ２）薬量及び生果実の中心温度：��J�P�（��℃以上）又は ��J�P�（��℃～��℃）�

� � � � � � ３）処理時間：２時間以上�



�

�

第 ��� 消毒の内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 精密検査の内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

�

第 ��� 消毒検査申請書又は精密検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 消毒検査申請書の添付書類�

①� 低温処理に係る消毒検査：本文第 ��の２の低温処理実施記録表�

� � � ②� くん蒸処理に係る消毒検査（本文第 �� の目視検査において、中リスク有害動

植物（有害植物を除く）を確認したため不適合となった対象生果実について、再

度の目視検査を申請する場合に限る。）�

１）本文第 ��の２のくん蒸処理実施記録表�

２）本文第 �� の目視検査において、第３のイに掲げる検疫有害動植物が確認さ

れたことにより不適合となった旨記載された目視検査報告書（ただし、不適合

となった目視検査、くん蒸処理に係る消毒検査及び再度の目視検査が同一の植

物防疫所の植物防疫官に申請される場合は、当該目視検査報告書の提出は省略

できるものとする。）�

� � � ③� 第 ��の消毒に係る消毒検査：－�

� � イ� 精密検査申請書の添付書類：－�

�

第 ��� 目視検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� ベトナム政府が発行する輸入許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し�

エ� 低温処理に係る消毒検査報告書又はその写し（低温処理を実施した場合に限る。

本文第 �� の２により、消毒検査の申請を本文第 �� の１の植物検疫証明書の交付の

申請と一体的に行った場合は、低温処理実施記録表）�

�

※� 本文第 �� の目視検査において、中リスク有害動植物（有害植物を除く）が確認され、

再度の目視検査を申請する場合の添付書類�

ア� ベトナム政府が発行する輸入許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し�

エ� 低温処理に係る消毒検査報告書又はその写し（低温処理を実施した場合に限る。

本文第 ��の２により、消毒検査の申請が本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の

申請と一体的に行われる場合は、低温処理実施記録表）�



オ� 中リスク有害動植物が確認されたことにより不適合となった旨記載された目視検

査報告書（ただし、不適合となった目視検査、くん蒸処理に係る消毒検査及び再度

の目視検査が同一の植物防疫所の植物防疫官に申請される場合は、当該目視検査報

告書の提出は省略できるものとする。）�

カ� くん蒸処理に係る消毒検査報告書（本文第 ��の２により、消毒検査の申請を本

文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行った場合は、くん蒸処理

実施記録表）�

�

第 ��� 目視検査の内容（本文第 ��の９の（４）関係）�

����ア� 検査荷口の単位：登録生産園地、登録選果こん包施設及び品種が同一である荷口

を１つの検査荷口とする。ただし、検査荷口が細分化されることにより、検査が非

効率となる場合であって、申請者から要望があったときは、異なる地域又は異なる

品種の荷口をまとめて一つの検査荷口とすることができる。�

� � イ� 検査抽出数量：別表のとおり。�

�

第 ��� 目視検査の本文以外の適合基準（本文第 ��の ��の（３）関係）：抽出したこん包

の各側面に、第 ��のオの表示があること。�

�

第 ��� 目視検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容

（本文第 ��の ��関係）�

� � ア� 有害動植物：高リスク有害動植物�

イ� 措置内容：高リスク有害動植物が発見された生果実を生産した登録生産園地の登

録の取消し�

�

第 ��� 輸出検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

� � ア� ベトナム政府が発行する輸入許可証の写し�

� � イ� 栽培地検査報告書又はその写し�

� � ウ� 選果こん包実施報告書の写し�

� � エ� 低温処理に係る消毒検査報告書又はその写し（低温処理を実施した場合に限る。

本文第 �� の２により、消毒検査の申請を本文第 �� の１の植物検疫証明書の交付の

申請と一体的に行った場合は、低温処理実施記録表）�

� � オ� くん蒸処理に係る消毒検査報告書又はその写し（くん蒸処理を実施した場合に限

る。本文第 �� の２により、消毒検査の申請を本文第 �� の１の植物検疫証明書の交

付の申請と一体的に行った場合は、くん蒸処理記録表）�

� � カ� 目視検査報告書又はその写し（本文第 �� の２により、目視検査の申請を本文第

�� の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行った場合は、この限りではな

い。）�



�

※� 本文第 ��の目視検査において、中リスク有害動植物（有害植物を除く）が確認され

た場合の輸出検査申請書の添付書類�

ア� ベトナム政府が発行する輸入許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し�

エ� 低温処理に係る消毒検査報告書又はその写し（低温処理を実施した場合に限る。

本文第 ��の２により、消毒検査の申請が本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の

申請と一体的に行われる場合は、低温処理実施記録表）�

オ� 中リスク有害動植物が確認されたことにより不適合となった旨記載された目視検

査報告書（ただし、不適合となった目視検査、くん蒸処理に係る消毒検査及び再度

の目視検査が同一の植物防疫所の植物防疫官に申請される場合は、当該目視検査報

告書の提出は省略できるものとする。）�

カ� くん蒸処理に係る消毒検査報告書（本文第 ��の２により、消毒検査の申請を本

文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行った場合は、くん蒸処理

実施記録表）�

キ� 目視検査報告書又はその写し（本文第 ��の２により、目視検査の申請が本文第

��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行われた場合は、この限りではな

い。）�

�

第 ��� 植物検疫証明書の追記（本文第 ��の５関係）�

� � ア� 次の追記を行う。�

7KH� FRQVLJQPHQW� RI� SHDU� IUXLWV� ZDV� LQVSHFWHG� LQ� -DSDQ� DQG� IRXQG� IUHH�

IURP� TXDUDQWLQH� SHVWV� VSHFLILHG� DW� WKH� SK\WRVDQLWDU\� LPSRUW� UHTXLUHPHQWV�

IRU�IUHVK�SHDU�IUXLWV� ��IURP�-DSDQ�IRU�H[SRUW�WR�9LHWQDP��

����イ� モモシンクイガ、リンゴコシンクイ及びナシヒメシンクイに対する措置として、

交信かく乱剤の設置、袋かけ又は低温処理のいずれかの措置であるかの別を以下の

とおり、追記するものとする。なお、低温処理及びくん蒸処理が行われた場合は、

その処理内容について、植物検疫証明書の消毒欄に記載するものとする。�

� � � � 6HOHFWHG� SHVWV� PDQDJHPHQW��&ROG� WUHDWPHQW�� DQG�RU� �,QVWDOODWLRQ� RI�

PDWLQJ�GLVUXSWLRQ��DQG�RU��)UXLW�EDJJLQJ���

�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の植物防疫官への提出期限（本文第 ��の２関係）：

適用しない。�



第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の輸入国への提出期限（本文第 ��の６関係）：適用

しない。�

�

第 ��� その他（本文第 ��の２関係）：適用しない。�

� �



別表（第 ��関係）�

�

� 目視検査抽出数量�

�

�検査荷口の大きさ�NJ�� 抽出量�

�� ��� ����NJ未満� �����������以上�

�� ��� ����NJ以上� � ��� �����NJ�未満� � � � ���NJ以上�

���� ������NJ以上� �����������NJ�未満� �� � ����NJ以上�

���� ������NJ以上� �����������NJ�未満� �� � � ��NJ以上�

���� ������NJ以上� � ���������NJ�未満� �� � ����NJ以上�

��� �������NJ以上� �����������NJ�未満� �� � ����NJ以上�

��� �������NJ以上� �����������NJ�未満� �� � ����NJ以上�

��� �������NJ以上� �����������NJ�未満� � � �����NJ以上�

�� ��������NJ以上� �����������NJ未満� � � �����NJ以上�

�� ��������NJ以上� �����������NJ未満� � � �����NJ以上�

�� �� � � � � � � � � � �������NJ以上� ���������NJ以上�
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別紙５－３�

�

ベトナム向けりんご�

�

第１� 対象生果実（本文第１の２関係）：ベトナム向けりんご（露地で栽培される

0LOO�及びその種に属する全ての品種）�

�

第２� 適用範囲（本文第１の３関係）：本別紙においては、第 �� の５及び６、第 �� の ��

から ��並びに第 ��の１、２及び６並びに第 ��の２については、適用しない。�

�

第３� 検疫対象有害動植物（本文第１の４関係）�

ア� 高リスク有害動植物： （リンゴ黒腐病）、

（リンゴ胴腐病）、 （リンゴ水腐病、果梗腐病）、

（和名なし）、 �SY� （和名なし）、

（和名なし）及び （リンゴ胴枯病）�

� � イ� 中リスク有害動植物�

① � 中リスク有害動物： （モモチョッキリゾウムシ）、

（ナシマルカイガラムシ）、

（ナシシロナガカイガラムシ）、 （アズキノメイガ）、

（リンゴコシンクイ）、 （ナシヒメシン

クイ）、 （シロヒメシンクイ）、 （リ

ンゴヒメシンクイ）�

②� 中リスク有害植物： リンゴ斑点落葉病）、

（リンゴ輪紋病）、 フォモプシス

枝枯病）、 （リンゴ赤星病）、 （リン

ゴ灰星病）、 （リンゴ疫病）、

（和名なし）及び （リンゴすす点病）�

�

第４� 生産園地の登録要件（本文第２の１関係）�

� � ア� 防除暦に従い、有害動植物の防除が行われること。�

� � イ� 異常果実の除去が行われること。�

ウ� 有害動植物寄生枝葉の除去、剪定、下草管理等が実施されること。�

エ� 袋かけが、対象生果実を収穫する樹木について、結実後速やかに、果柄の周囲を

すき間なく閉じるよう実施されていること（本文第 �� の低温処理を実施する場合

は除く）。�



オ� 管理者により、アからエまでの実施状況の記録（以下「園地管理記録」という。）

が作成され、２年間保管されること。�

�

第５� 生産園地・生産施設登録申請書等の植物防疫官への提出（本文第２の３関係）�

� � ア� 提出期日：毎年３月 ��日�

� � イ� 添付書類：防除暦等�

� � ウ� 注意事項：生産園地・生産施設登録申請書の備考欄にナシヒメシンクイに対して

講ずる第４のウの措置内容を記載するものとする。�

�

第６� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第２の８関係）�

� � ア� 提出期日：７月 ��日又は輸出開始予定日の ��日前の日のいずれか早い日�

� � イ� 添付書類：防除暦等�

�

第７� 登録生産園地・登録生産施設一覧表の輸入国への提出（本文第２の９関係）�

� ア� 提出期限：毎年輸出開始日の前日まで�

イ� 添付書類：防除暦等�

�

第８� 選果こん包施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第３の２関係）�

ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

イ� 添付書類：不要�

�

第９� 選果こん包施設の本文以外の登録要件（本文第３の３の（５）関係）�

� � ア� 有害動植物の寄生果の識別及び選別、選果従事者への技術指導を行う選果技術員

を配置し、当該選果技術員が、植物防疫官が実施する有害動植物の識別に関する技

術研修を修了した者として登録を受けること。�

イ� 対象生果実を保管する場合は、それ以外の生果実と明確に隔離して保管すること

又は温度約０℃以下で保管すること。�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第３の５関係）�

ア� 提出期限：毎年７月 ��日又は輸出開始予定日の ��日前の日のいずれか早い日�

イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 登録選果こん包施設一覧表の輸入国への提出（本文第３の６関係）�

ア� 提出期限：毎年輸出開始日の前日まで�

イ� 添付書類：不要�

�

�



�

第 ��� 保管施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第４の２関係）�

ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 保管施設の本文以外の登録要件（本文第４の３の（４）関係）：対象生果実を保管

する場合は、それ以外の生果実と区別し、有害動植物再汚染防止措置が講じられた

状態で保管すること又は温度約０℃以下で保管できること。�

�

第 ��� 登録保管施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第４の５関係）�

� � ア� 提出期限：毎年７月 ��日又は輸出開始予定日の ��日前の日のいずれか早い日�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 登録保管施設一覧表の輸入国への提出（本文第４の６関係）�

� � ア� 提出期限：毎年輸出開始日の前日まで�

� � イ� 添付書類：不要�

�

�

第 ��� 低温処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第５の２関係）�

ア� 提出期日：毎年４月 ��日�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 低温処理施設の登録要件（本文第５の３関係）�

� � ア� 植物防疫官が実施する低温処理に関する技術研修を修了した者（以下「低温処理

技術員」という。）を配置すること。�

イ� 対象生果実の中心部の温度を 1.1℃以下で保持できること。�

ウ� 対象生果実の中心部の温度（部屋の中央付近及び冷却風の戻り口付近の積荷の中

心部及び最上部の端に所在する生果実の中心部の温度）及び部屋の空間部の温度

（２カ所）を確認できる自動温度記録装置を有すること。�

エ� ウの自動温度記録装置は、少なくとも４時間ごとに温度を 0.1℃単位で記録でき

る能力を有すること。�

オ� 温度記録の改ざんを防止できること。�

�

第 ��� 登録低温処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第５の５関係）�

� � ア� 提出期限：毎年７月 ��日又は輸出開始予定日の ��日前の日のいずれか早い日�

� � イ� 添付書類：不要�

�
�



第 ��� 登録低温処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第５の６関係）�

� � ア� 提出期限：毎年輸出開始日の前日まで�

� � イ� 添付書類：不要�

�

�

第 ��� くん蒸処理施設登録申請書の植物防疫官への提出（本文第６の２関係）�

� � ア� 提出期日：－�

イ� 添付書類：次に掲げる資料（ただし、第 ��のイの場合に限る。）�

①� くん蒸倉庫所在地図�

� � � ②� くん蒸倉庫見取図（くん蒸室、各部屋の名称及び面積を記載）�

� � � ③� くん蒸倉庫構造明細書（平面図及び立体図を含む。）�

�

第 ��� くん蒸処理施設の登録要件（本文第６の３関係）：次のアからウのいずれかに掲げ

る要件を満たすこと。�

�ア� 輸入植物検疫規程（昭和 �� 年７月８日農林省告示第 ��� 号）第４条第２項の規

定に基づき、植物防疫官により指定されたくん蒸処理施設であって、同規程別表

４の特Ａ級に該当するくん蒸処理施設�

イ� 申請の過去３年間にくん蒸倉庫指定要綱（昭和 �� 年２月６日付け �� 農政第

���� 号農政局通達）第５の（１）及び（２）に準じた審査を行い、登録された実

績のあるくん蒸処理施設�

ウ� 次に掲げる要件を満たすくん蒸処理施設�

①� くん蒸倉庫指定要綱第５の（１）に準じた審査により、当該くん蒸処理施設

が、同要綱における指定くん蒸倉庫と同等の要件を満たすこと。�

②� ①の要件を満たしたくん蒸処理施設において、くん蒸倉庫指定要綱第５の

（２）に準じた審査を行い、当該くん蒸処理施設が、輸入植物検疫規程第４条

第２項の別表４に規定する特Ａ級又はＡ級と同等の要件を満たすこと。�

�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の植物防疫課長への提出（本文第６の５関係）�

� � ア� 提出期限：－�

� � イ� 添付書類：不要�

�

第 ��� 登録くん蒸処理施設一覧表の輸入国への提出（本文第６の６関係）�

� � ア� 提出期限：－�

� � イ� 添付書類：不要�

�

�

�



第 ��� 補助員又は登録検査機関の検査等（本文第７の８関係）�

ア� 対象有害動植物：第３のア及びイの②に掲げるもの�

イ� 実施時期及び回数�

①� 開花期においては、１回�

②� 収穫前においては、収穫開始日の ��日以上前の可能な限り早い時期に１回�

ウ� 方法�

①� ほ場調査：園地全域について目視による確認を行い、病徴があるものについて

分離、培養等を実施するものとする。�

②� 園地管理記録の確認：園地管理記録を確認し、第４のアからウ及びオの措置の

実施状況を確認するものとする。�

③� 袋かけの実施状況の確認：園地管理記録を確認し、第４のエの袋かけの措置が、

収穫前の検査において、果実を収穫する樹木に袋かけが結実後から行われている

かどうか確認するものとする（本文第 ��の低温処理を実施する場合は除く）。�

エ� 指導�

①� 対象生果実を収穫する樹木に異常果実を発見した場合は、管理者に直ちに当該

対象生果実を除去するよう指示するものとする。�

� ②� 袋かけを実施する登録生産園地において、当該袋かけが適切に行われていない

りんごを発見した場合には、管理者に当該りんごを直ちに除去するか、又は当該

りんごを収穫する樹木に標識をつけるよう指示するものとする。�

�

第 ��� 植物防疫官又は登録検査機関の検査等（本文第７の ��関係）�

ア� 対象有害動植物：第３のア及びイの②に掲げるもの�

イ� 実施時期及び回数：第 ��の検査後に実施するものとする。�

①� 開花期においては、１回�

②� 収穫前においては、収穫開始日の ��日前までの可能な限り早い時期に１回�

ウ� 方法�

①� ほ場調査：園地全域について目視による確認を行うものとする。�

②� 袋かけの実施状況の確認：園地管理記録を確認し、第４のエの袋かけの措置が、

収穫前の検査において、果実を収穫する樹木に袋かけが結実後から行われている

かどうか確認するものとする（本文第 �� により低温処理を実施する場合は除く）。�

エ� 指導�

①� 第３のイの②の有害動植物が発見された場合は、直ちに当該対象病害虫の防除

措置（薬剤散布、病害虫寄生枝葉の除去、剪定等）を実施するよう、管理者に指

示するものとする。�

②� 袋かけを実施する登録生産園地において、当該袋かけが適切に行われていない



りんごを発見した場合には、管理者に当該りんごを直ちに除去するか、又は当該

りんごを収穫する樹木に標識をつけるよう指示するものとする。�

�

第 ��� 栽培地検査の本文以外の適合要件（本文第８の１の（４）関係）�

ア� 袋かけの措置が行われた登録生産園地にあっては、園地管理記録等により、輸出

対象の果実を収穫する樹木に袋かけが結実後から収穫開始日の �� 日前まで行われ

ていたことが確認されること。�

イ� 袋かけが適切に行われていない場合は、本文第 �� の低温処理の実施について管

理者の意向が確認されること。�

�

第 ��� 栽培地検査報告書の備考欄の記載内容（本文第８の２の（２）関係）�

ア� 袋かけの措置が行われた登録生産園地にあっては、袋かけを実施したこと。�

イ� 袋かけの措置を行わなかった登録生産園地（袋かけが適切に行われなかった登録

生産園地を含む。）にあっては、袋かけが未実施であること。�

�

第 ��� 栽培地検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内

容（本文第９の２関係）�

ア� 有害動植物：高リスク有害動植物�

イ� 措置内容：高リスク有害動植物が発見された登録生産園地の登録の取消し�

�

第 ��� 選果こん包等の内容（本文第 ��の１の（９）関係）�

����ア� 選果作業を行う場合は、作業に従事する者の中に少なくとも１人、第９のアの登

録選果技術員を配置するものとする。�

イ� こん包に用いる容器は、密閉式の容器（通気孔をあける場合は、孔の直径が

���PP以下のものに限る。）を使用するものとするが、非密閉式の容器を使用する場

合は、次の措置を行うこと。�

①� 密閉倉庫内で未包装のりんごと隔離し、又は温度約０℃以下で保管すること。�

②� 海港又は空港へ輸送する際は、密閉式輸送機器を用いること。�

ウ� 対象生果実のこん包の側面には、次の字句を表示すること。�

①� ベトナム向けの表示（)RU�9LHWQDP）�

②� 輸出者名（1DPH�RI�WKH�H[SRUWLQJ�FRPSDQ\）�

③� 果実の種類（)UXLW�W\SH）�

④� こん包年月日（3DFNLQJ�GDWH）�

⑤� 登録選果こん包施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�SDFNLQJ�IDFLOLW\）�

⑥� 登録生産園地・施設番号（&RGH�RI�UHJLVWHUHG�RUFKDUG）�



�

第 ��� 選果こん包時に確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容（本文第

��の５関係）：適用しない。�

�

�

第 ��� 低温処理の内容（本文第 ��の１関係）�

ア� 植物防疫官又は登録検査機関の立会の要否：不要�

イ� 低温処理条件等：低温処理技術員が次に掲げるとおり実施するものとする。�

①� 氷点法により、低温処理の開始直前における温度計の示度が正確であることを

確認する。�

②� 予備冷蔵により対象生果実の中心温度を 1.1℃以下とすること。�

③� ②の実施後、引き続き対象生果実の中心温度が、�� 日間 1.1℃以下を保持して

いることを確認する。�

�

�

第 ��� くん蒸処理の内容（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 植物防疫官又は登録検査機関の立会の要否：くん蒸処理を実施する者が、消毒検

査を受けた実績がない場合には、当該者の行う消毒の開始時又は終了時に現場に立

会を要するものとする。�

� � イ� くん蒸条件等�

� � � ①� 登録くん蒸処理施設で実施すること。�

� � � ②� 薬剤の種類、薬量、温度、処理時間：次に掲げるとおり。�

１）薬剤：臭化メチル�

� � � � ２）薬量及び生果実の中心温度：��J�P�（��℃以上）又は ��J�P�（��℃～��℃）�

� � � � � � ３）処理時間：２時間以上�

�

�

第 ��� 消毒の内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 精密検査の内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

�

第 ��� 消毒検査申請書又は精密検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

� � ア� 消毒検査申請書の添付書類�

①� 低温処理に係る消毒検査：本文第 ��の２の低温処理実施記録表�

� � � ②� くん蒸処理に係る消毒検査（本文第 �� の目視検査において、第３のイに掲げ

る検疫対象病害虫（有害植物を除く）を確認したため不適合となった対象生果実



について、再度の目視検査を申請する場合に限る。）�

１）本文第 ��の２のくん蒸処理実施記録表�

２）本文第 �� の目視検査において、第３のイに掲げる検疫有害動植物が確認さ

れたことにより不適合となった旨記載された目視検査報告書（ただし、不適合

となった目視検査、くん蒸処理に係る消毒検査及び再度の目視検査が同一の植

物防疫所の植物防疫官に申請される場合は、当該目視検査報告書の提出は省略

できるものとする。）�

� � � ③� 第 ��の消毒に係る消毒検査：－�

� � イ� 精密検査申請書の添付書類：－�

�

第 ��� 目視検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� ベトナム政府が発行する輸入許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し�

エ� 低温処理に係る消毒検査報告書又はその写し（低温処理を実施した場合に限る。

本文第 ��の２により、消毒検査の申請が本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の

申請と一体的に行われる場合は、低温処理実施記録表）�

�

※� 本文第 �� の目視検査において、第３のイに掲げる検疫有害動植物（有害植物を除く）

が確認され、再度の目視検査を申請する場合の添付書類�

ア� ベトナム政府が発行する輸入許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し�

エ� 低温処理に係る消毒検査報告書又はその写し（低温処理を実施した場合に限る。

本文第 ��の２により、消毒検査の申請が本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の

申請と一体的に行われる場合は、低温処理実施記録表）�

オ� 第３のイに掲げる検疫有害動植物が確認されたことにより不適合となった旨記載

された目視検査報告書（ただし、不適合となった目視検査、くん蒸処理に係る消毒

検査及び再度の目視検査が同一の植物防疫所の植物防疫官に申請される場合は、当

該目視検査報告書の提出は省略できるものとする。）�

カ� くん蒸処理に係る消毒検査報告書（本文第 ��の２により、消毒検査の申請を本

文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行った場合は、くん蒸処理

実施記録表）�

�
�
�



第 ��� 目視検査の内容（本文第 ��の９の（４）関係）�

� � ア� 検査荷口の単位：１回の選果こん包作業で取り扱われた対象生果実を品種ごとに

１つの検査単位（ロット）とする。�

イ� 検査抽出数量：別表のとおり。�

�

第 ��� 目視検査の本文以外の適合基準（本文第 ��の ��の（３）関係）：抽出した対象生

果実が含まれる各こん包の側面に、第 ��のウの表示があること。�
�

※� 目視検査において、第３のイに掲げる検疫有害動植物が確認され、再度の目視検

査により適合となった場合は、目視検査報告書に再検査の旨記載すること。�

�

第 ��� 目視検査で確認された場合に特定の検疫措置が必要な有害動植物及びその措置内容（本文第 �� の

��関係）：適用しない。�

�

第 ��� 輸出検査申請書の添付書類（本文第 ��の１関係）�

ア� ベトナム政府が発行する輸入許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し�

エ� 低温処理に係る消毒検査報告書又はその写し（低温処理を実施した場合に限る。

本文第 ��の２により、消毒検査の申請が本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の

申請と一体的に行われる場合は、低温処理実施記録表）�

オ� 目視検査報告書又はその写し（本文第 ��の２により、目視検査の申請が本文第

��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行われた場合は、この限りではな

い。）�

�

※� 本文第 ��の目視検査において、第３のイに掲げる検疫有害動植物が確認された場

合の輸出検査申請書の添付書類�

ア� ベトナム政府が発行する輸入許可証の写し�

イ� 選果こん包実施報告書の写し�

ウ� 栽培地検査報告書又はその写し�

エ� 低温処理に係る消毒検査報告書又はその写し（低温処理を実施した場合に限る。

本文第 ��の２により、消毒検査の申請が本文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の

申請と一体的に行われる場合は、低温処理実施記録表）�

オ� 第３のイに掲げる検疫有害動植物が確認されたことにより不適合となった旨記載

された目視検査報告書（ただし、不適合となった目視検査、くん蒸処理に係る消毒

検査及び再度の目視検査が同一の植物防疫所の植物防疫官に申請される場合は、当

該目視検査報告書の提出は省略できるものとする。）�



カ� くん蒸処理に係る消毒検査報告書（本文第 ��の２により、消毒検査の申請を本

文第 ��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行った場合は、くん蒸処理

実施記録表）�

オ� 目視検査報告書又はその写し（本文第 ��の２により、目視検査の申請が本文第

��の１の植物検疫証明書の交付の申請と一体的に行われた場合は、この限りではな

い。）�

�

第 ��� 植物検疫証明書の追記（本文第 ��の５関係）：次の追記を行う。�

ア� 7KH�FRQVLJQPHQW�ZDV�LQVSHFWHG�LQ�-DSDQ�DQG�IRXQG�IUHH�IURP�TXDUDQWLQH�

SHVWV��$QQH[����'HWDLO�DV�SHU�DWWDFKHG�VKHHW��

イ� 袋かけ又は低温処理のいずれかの措置であるかの別の追記�

� � � � �6HOHFWHG�SHVWV�PDQDJHPHQW���)UXLW�EDJJLQJ��DQG�RU��&ROG�WUHDWPHQW�� �

なお、低温処理及びくん蒸処理が行われた場合は、さらに、その処理内容につ

いて植物検疫証明書の消毒欄に記載するものとする。�

�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい内容（本文第 ��の１関係）：適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の植物防疫官への提出期限（本文第 ��の２関係）：

適用しない。�

第 ��� 輸入国植物防疫機関の検査官の招へい要請書の輸入国への提出期限（本文第 ��の６関係）：適用

しない。�

�

第 ��� その他（本文第 ��の２関係）：適用しない。�

� �



別表（第 ��関係）�

�

� 目視検査抽出数量�

�

検査荷口の大きさ�NJ�� 抽出量�

�� ��� ��� � � � � � � � � � ���NJ未満� �����������以上�

�� ��� �����NJ以上� � ��� �����NJ�未満� � � � ���NJ以上�

���� �������NJ以上� �����������NJ�未満� �� � ����NJ以上�

���� �������NJ以上� �����������NJ�未満� �� � � ��NJ以上�

���� �������NJ以上� � ���������NJ�未満� �� � ����NJ以上�

��� ��������NJ以上� �����������NJ�未満� �� � ����NJ以上�

��� ��������NJ以上� �����������NJ�未満� �� � ����NJ以上�

��� ��������NJ以上� �����������NJ�未満� � � �����NJ以上�

�� ���������NJ以上� �����������NJ未満� � � �����NJ以上�

�� ���������NJ以上� �����������NJ未満� � � �����NJ以上�

�� ���������NJ以上� ���������NJ以上�
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�

令和５年２月 ��日� ４消安第 ����号�

農林水産省消費・安全局長通知�

�

沿革�

令和５年６月 ��日� ５消安第 ����号� 一部改正�

令和５年９月６日� ５消安第 ����号� 一部改正�

�

第１� 植物防疫法（昭和 ��年法律第 ���号。以下「法」という。）、植物防疫法施行規則（昭和 ��

年農林省令第 ��号。以下「規則」という。）及び輸出植物検疫規程（昭和 ��年８月４日農林省

告示第 ���号。以下「規程」という。）に規定する輸出植物等の検査（以下「輸出検査」という。）

を斉一かつ円滑に実施するため、この要領を定める。�

２� 「二国間協議に係る生果実輸出検査実施要領」（令和５年９月６日付け５消安第 ����号

農林水産省消費・安全局長通知。以下「二国間生果実実施要領」という。）の対象生果実

として、各別紙の１に規定される生果実の輸出検査については、「二国間生果実実施要領」

に定めるもののほか、この要領に定めるところによる。�

３� この要領で「植物等」とは、法第 ��条第１項に規定する植物又は物品及びこれらの容器包装

をいう。�

４� この要領で「区分別検査」とは、規程第１条に規定する、植物の栽培地における検査（以下

「栽培地検査」という。）、消毒に関する検査（以下「消毒検査」という。）、遺伝子の検査その

他の高度の技術を要する検査（以下「精密検査」という。）又は植物等の目視による検査（以下

「目視検査」という。）をいう。�

�

第２� 区分別検査を受けようとする者（以下「区分別検査申請者」という。）は、その受けようと

する区分別検査の実施場所を管轄する植物防疫所（那覇植物防疫事務所、支所及び出張所を含

む。以下同じ。）の植物防疫官又は当該区分別検査と同一の検査に係る法第２条第４項の登録検

査機関のうち、その登録に係る検査を行う区域に当該区分別検査の実施場所を含むものに対し、

第７の１の植物検疫証明書の交付の申請に先立ち、植物防疫官への申請に際しては様式第１号

から第５号までの区分別検査に関する申請書のうち当該区分別検査に係るものを、登録検査機

関への申請に際しては当該登録検査機関が登録検査機関の登録等実施要領（令和５年２月 ��日

付け４消安第 ����号消費・安全局長通知。以下「登録等実施要領」という。）第３の１に基づ

き業務規程（法第 ��条の９第１項に規定するものをいう。以下同じ。）に定める様式による申

請書を、原則として農林水産省共通申請サービスシステム（以下「H0$))」という。）を通じて

提出するものとする。�

２� 前項の規定にかかわらず、区分別検査の申請が第７の１の植物検疫証明書の交付の申請と同

一の植物防疫所の植物防疫官に対して行われる場合であって、受けようとする区分別検査が消

毒検査又は精密検査であるときは、規則第 �� 条の規定による検査申請書（規則第 �� 号様式。



以下「輸出検査申請書」という。）の備考欄（輸出入・港湾関連情報処理システム（以下「1$&&6」

という。）にあっては、記事欄）に消毒検査又は精密検査に関する申請書に定める事項を転記す

ることをもって当該申請に代えることができるものとする。�

３� １の規定にかかわらず、区分別検査の申請が第７の１の植物検疫証明書の交付の申請と同一

の植物防疫所の植物防疫官に対して行われる場合であって、受けようとする区分別検査が目視

検査であるときは、植物検疫証明書の交付の申請をもって当該申請に代えることができるもの

とする。�

４� 前２項の場合、区分別検査申請者は、第７の１の植物検疫証明書の交付の申請に併せて申請

する区分別検査に関する申請書に記載される記載に当たっての留意事項等を遵守し、精密検査

及び目視検査の場合は、検査試料を無償で提供することに同意するものとする。�

５� 植物防疫官又は登録検査機関は、１、２又は３により提出された区分別検査に関する申請書

に必要な情報の全てが記載されていることについて確認を行うものとする。ただし、消毒検査

又は精密検査においては、輸入国が要求する消毒又は検査の内容が不明確な場合は、次に掲げ

る情報が適切に記載されていることについて確認を行うものとし、必要があると認めたときは、

当該区分別検査申請者に対し、当該区分別検査に関する申請書に記載される消毒又は検査の内

容に問題がないかの確認を輸入国に対して行うよう求めるものとする。�

（１）消毒検査�

検査の対象となる植物等（以下「検査対象植物等」という。）に応じた輸入植物検疫規程（昭

和 ��年７月８日農林省告示第 ���号）別表第３に規定する消毒方法等�

（２）精密検査�

次のいずれかに該当するもの�

ア� 植物検疫措置に関する国際基準��,630�等の国際基準�

イ� 国際的な検査機関、研究機関等により公表されている手法�

ウ� 植物防疫所又は申請を受けた登録検査機関が、文献や公表論文により公知となっている

同定手法を参考として自ら作成した手法であって、検査対象とする有害動物又は有害植物

（以下「有害動植物」という。）に対する試験によりその有効性を確認しているもの�

６� 植物防疫官又は登録検査機関は、前項の確認の結果、必要があると認めたときは、区分別検

査申請者に対し、区分別検査に関する申請書の修正を求めるものとする。�

７� 植物防疫官は、１、２又は３により区分別検査に関する申請書の提出（６により当該申請書

の修正を求めた場合にあっては、適切に修正された申請書の提出を含む。次の２項において同

じ。）がなされたときは、申請番号として、自所の統計・担当所コードに、栽培地検査は )、消

毒検査は *、精密検査は +、目視検査は , の英文字及び８桁の任意番号を続けたものを付すも

のとする（例：����)���������）。�

８� 登録検査機関は、１により区分別検査に関する申請書の提出がなされたときは、当該申請書

に、登録等実施要領第３の１に基づき業務規程に定める方式により申請番号を付すものとする。�

９� 植物防疫官又は登録検査機関は、１、２又は３により区分別検査に関する申請書の提出がな

されたときは、区分別検査申請者に対し、あらかじめ区分別検査を実施する期日、場所並びに

立会いを要する場合にはその旨及びその際に必要となる第４の４に掲げる措置の具体的な内

容を原則として H0$))を通じて通知するものとする。�

��� 区分別検査申請者が、１、２又は３により提出された区分別検査に関する申請書（６により



申請書の修正を求めた場合にあっては、適切に修正された申請書）の記載内容を変更する場合

には、直ちにその旨を１の植物防疫所の植物防疫官又は登録検査機関に通知するものとする。�

第３� 植物防疫所長（那覇植物防疫事務所長を含む。以下同じ。）は、植物防疫官が行う栽培地検

査の事務を補助させるため、必要があると認めたときは、規程第５条に基づき栽培地検査補助

員（以下「補助員」という。）を委嘱することができる。�

２� 補助員は、有害動植物に関する知識を有し、かつ、当該栽培地検査の対象となる植物の売買

に関し直接利害関係を有しない者から委嘱するものとし、委嘱に当たっては栽培地検査補助員

委嘱書（様式第６号）を交付するものとする。�

３� 植物防疫所長は、委嘱した補助員に対し、第２の１の申請がなされた栽培地検査に関する申

請書の写しを送付するとともに、栽培地検査を実施する期日等の通知、栽培地検査の具体的な

方法、補助員検査記録書（様式第７号。以下「記録書」という。）の記載の方法、栽培地検査報

告書の交付等の事務の内容の指示を行うものとし、必要があると認めたときは、これらの内容

の講習及び指導を行うものとする。�

�

第４� 植物防疫官又は登録検査機関は、区分別検査に関する申請書に記載の番号が付された行ご

とに、規程第３条第１項から第４項まで（規程第７条の規定により準用する場合を含む。）、規

程第４条第１項各号（規程第７条の規定により準用する場合を含む。）及び別表１に規定する検

査の方法及び検査する数量等について区分別検査を実施するものとする。�

２� 補助員が栽培地検査を補助した場合には、補助員はその内容を記録書に記録し、当該栽培地

検査が実施される場所を管轄する植物防疫所の植物防疫官に提出するものとする。�

３� 区分別検査申請者又はその代理人は、栽培地検査及び目視検査に立ち会うものとし、消毒検

査及び精密検査については、申請を受け付けた植物防疫官又は登録検査機関が必要と認める場

合に限り、立ち会うものとする。�

４� 区分別検査に立ち会う区分別検査申請者又はその代理人は、植物防疫官又は登録検査機関の

指示に従い、検査対象植物等及びこれらを含む荷口の運搬、荷解、荷造り等並びに中古農業機

械等の物品及びこれらを含む荷口の移動、操作、分解等の必要な作業を行うものとする。�

�

第５� 植物防疫官又は登録検査機関は、第４による区分別検査の結果、区分別検査に関する申請

書に記載の番号が付された行ごとに、別表２に掲げる基準により、当該植物等が規程第６条第

１項本文（規程第７条の規定により準用する場合を含む。）の規定による輸入国の要求に適合

しているかの確認を行い、適合又は不適合の結果（以下「確認結果」という。）を検査報告書

（植物防疫官にあっては様式第８号から第 �� 号までの区分別検査に関する検査報告書のうち

当該区分別検査に係るもの、登録検査機関にあっては登録等実施要領第３の１に基づき業務規

程に定める様式による検査報告書であって、電磁的記録を含む。以下同じ。）に記載する。�

２� 植物防疫官又は登録検査機関は、規程第６条第１項本文（規程第７条の規定により準用する

場合を含む。）又は第２項に基づき、確認結果を記載した検査報告書を区分別検査申請者に対



し、原則として H0$))を通じて交付するものとする。ただし、第２の２又は３により、区分別

検査の申請が第７の１の植物検疫証明書の交付の申請と併せて行われる場合であって、1$&&6

等により検査報告書に記載すべき事項の記録が行われている場合には、この交付を要しない。�

３� 登録検査機関は、前項により検査報告書の交付を行ったときは、遅滞なく、当該内容を H0$))

への入力等を通じて規則第 �� 条第３項に基づき登録検査機関の登録申請書を提出した植物防

疫所の植物防疫官に通知する。�

４� 登録検査機関は、前項による植物防疫官への通知に加え、当該区分別検査申請者が第７の１

の輸出検査申請書の提出を予定する植物防疫所を確認した上で、交付した検査報告書の写しを

H0$))への入力等を通じて当該植物防疫所の植物防疫官に通知するものとする。�

５� 植物防疫官又は登録検査機関は、栽培地検査報告書、精密検査報告書又は消毒検査報告書の

交付の際に、区分別検査申請者に対し、当該検査報告書に記載の輸入国の要求に適合している

旨の確認を受けた植物等（以下「適合植物等」という。）について、当該検査報告書に記載の

全ての数量等を第７の１の植物検疫証明書の交付の申請の際に申請するか否かの意向を確認

するものとする。�

６� 植物防疫官又は登録検査機関は、前項の確認により、区分別検査申請者から一部の数量等の

みを申請するとの意向が示された場合であって、当該適合植物等が、区分別検査ごとに次に掲

げるものに該当するときは、在庫数量票（様式第 ��号）を作成するよう指示するものとする。�

（１）栽培地検査� 種苗類（種子、苗、球根等をいう。以下同じ。）�

（２）消毒検査� 種苗類、木材、精米等の穀類及び赤玉土等の高度加工品�

（３）精密検査� 種苗類�

第６� 検査報告書の交付を受けた者若しくは当該検査報告書の譲渡を受けた者又はこれらの代

理人であって現に適合植物等を所有又は管理している者は、当該適合植物等の保管、輸送、加

工等の過程において、当該適合植物等に有害動植物や土等が付着しないよう、倉庫、加工場等

における衛生管理、保管、こん包等の措置を行うものとする。�

２� 植物防疫官又は登録検査機関は、前項の措置が適切に行われないことにより、有害動植物や

土等が付着するおそれがあると認める場合には、第５の２の検査報告書の交付を取り消すもの

とする。�

３� 登録検査機関は、前項により検査報告書の交付を取り消した場合には、その旨を H0$))への

入力等を通じて植物検疫証明書の交付の申請等が行われる植物防疫所の植物防疫官に通知す

るものとする。�

４� 第５の６において、在庫数量票の作成の指示を受けた区分別検査申請者は、速やかに在庫数

量票を作成の上、国内流通、供試等による数量等の変化を記録するものとする。なお、在庫数

量票は、第７の５の（３）の再輸出をしようとする植物等の輸入後の保管の状況（保管場所や

方法）及び申請時点における保管数量等を示す書類として用いることができるものとする。�

�

第７� 法第 ��条第３項に基づく植物検疫証明書の交付を受けようとする者（以下「植物等輸出検



査申請者」という。）は、交付を希望する植物防疫所の植物防疫官に対し、輸出検査申請書（規

則第 �� 号様式（（イ）又は（ハ）。植物等の再輸出の場合は（ロ）又は（ハ）））に、次に掲げ

る書類を添付し、原則として 1$&&6を通じて提出するものとする。ただし、目視検査に関する

検査報告書の交付を受けた適合植物等について植物検疫証明書の交付を受けようとする場合

は、原則として、当該検査報告書の交付日から �� 日以内に輸出検査申請書及び添付書類を提

出するものとする。�

（１）輸入国が要求する検査内容に係る資料（植物防疫官が不要と判断した場合を除く。）�

（２）区分別検査に関する検査報告書の原本又はその写し（第５の２により交付された場合に限

る。）�

（３）在庫数量票（第６の４により作成された場合に限る。）�

２� 植物防疫官は、目視検査に関する検査報告書の交付日から �� 日を超える植物等について植

物検疫証明書の交付の申請があった場合であって、合理的な理由を認めないときは、当該目視

検査に関する検査報告書の交付を取り消し、又は登録検査機関が交付を行った場合には当該登

録検査機関に対し交付の取消しを指示するものとする。この場合において、植物等輸出検査申

請者から再度、目視検査の申請がなされたときは、植物防疫官は第４により目視検査を実施す

るものとする。�

３� 植物防疫官は、１により提出された輸出検査申請書に添付された輸入国が要求する検査内容

に係る資料の内容を踏まえ、次に掲げる場合に応じた確認を行うものとする。�

（１）輸出検査申請書の提出に併せていずれの区分別検査の申請も行われていない場合は、区分

別検査に関する検査報告書に記載されている内容が、輸入国が要求する検査内容を満たして

いること。�

（２）第２の２又は３に基づいて消毒検査、精密検査又は目視検査に関する申請が輸出検査申請

書の提出に併せて行われている場合は、これらの区分別検査の実施により、輸入国が要求す

る検査内容を満たすこと。なお、この場合は、第２、第４及び第５に基づき、申請の受付、

区分別検査の実施、区分別検査に関する検査報告書の交付等を行うものとする。�

４� 植物防疫官は、前項の確認の結果、必要があると認めたときは、植物等輸出検査申請者に対

し輸出検査申請書の修正を求めるものとする。�

５� 植物等の再輸出をしようとする植物等輸出検査申請者は、１に掲げる書類に加え、次に掲げ

る書類を添付して提出するものとする。�

（１）植物等の生産国で発行された法第６条第１項に基づく検査証明書の原本、その写し又は、

これらの複写であって植物防疫官により原本と同一である旨の証明が行われたもの�

（２）法第９条第５項の証明として植物防疫官が交付した植物等検査合格証明書（規則第７号様

式）の原本又はその写し（交付された場合に限る。）�

（３）当該植物等の輸入後の保管の状況（保管場所や方法）を示す書類及び申請時点における保

管数量等を示す書類�

６� １の輸出検査申請書（４により当該申請書の修正を求めた場合にあっては、適切に修正され

た申請書）及び必要な書類の提出を受けた植物防疫官は、1$&&6で払い出された番号を当該輸

出検査申請書の該当欄に付し、受付番号とする。�

�



第８� 植物防疫官は、第７の１により提出された輸出検査申請書及び添付書類を確認し、第７の

３により記載事項に不備がないと認め、かつ、第７の３の（２）により消毒検査、精密検査又

は目視検査を実施した場合にはこれらの検査を実施した植物等が別表２に掲げる全ての基準

を満たすと認めるときは、法第 ��条第３項に基づき植物検疫証明書（規則第 ��号様式若しく

は第 ��号の２様式又は輸入国が必要とする様式）を交付するものとする。�

２� 植物検疫証明書の記載内容及び交付に当たっての留意事項は、別表３に定めるところによる

ものとする。�

第９� 輸入国から不適合事例に係る通報があった場合であって、それらが当該輸入国の要求に適

合していないことが明らかなものについては、植物防疫課は必要に応じ、植物防疫所に通報内

容を共有し、当該植物防疫所は通報に関する区分別検査を実施した登録検査機関に当該情報を

共有するものとする。植物防疫所は登録検査機関、輸出者等から聴取等を行い、植物防疫課へ

内容を報告するものとする。�

�

�

第１� この要領は、令和５年４月１日から施行する。�

�

第２ 植物防疫所に目視検査を申請する場合であって、この要領の施行前に以下に掲げる証明書

の交付を受けたときは、別表１の目視検査の７）による第５の目視検査に関する報告書又は第８

の植物検疫証明書の交付を受けたことがある場合とみなす。�

（１）「中古農林業機械の輸出検査実施要領」（令和元年７月 ��日付け元消安第 ����号消費・安

全局長通知）第８による証明書の交付を受けた者�

（２）,630��の $QQH[Ⅰにおいて例示される一定の規格に基づく高度な加工がなされた植物につ

いて、植物検疫証明書の交付を受けた者�

�



別
表
１
（
第
４
関
係
）
�

�

栽
培
地
検
査
�

１
）
栽
培
地
の
見
取
り
図
等
か
ら
、
当
該
栽
培
地
を
満
遍
な
く
調
査
し
う
る
ル
ー
ト
の
設
定
等
を
行
う
。
�

２
）
栽
培
地
検
査
に
関
す
る
申
請
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
植
物
を
目
視
に
よ
り
検
査
す
る
。
こ
の
際
、
栽
培
地
の
地
形
、
傾
斜
、
風
雨
の
状
況
等
に
鑑
み
、

有
害
動
植
物
の
発
生
の
可
能
性
の
高
い
地
点
が
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
当
該
地
点
を
重
点
的
に
検
査
す
る
。
食
害
痕
、
萎
縮
、
枯
れ
、
軟
腐
、
病
斑
等

の
有
害
動
植
物
に
よ
る
寄
生
が
疑
わ
れ
る
植
物
が
認
め
ら
れ
た
場
合
に
は
、
当
該
植
物
及
び
必
要
に
応
じ
て
周
辺
の
植
物
を
詳
細
に
検
査
し
、
輸
入
国
が

栽
培
地
検
査
の
対
象
と
す
る
有
害
動
植
物
の
確
認
を
行
う
。
ま
た
、
必
要
に
応
じ
て
寄
生
が
疑
わ
れ
る
植
物
の
部
位
等
を
採
取
・
分
離
し
、
文
献
情
報
、

植
物
検
疫
措
置
に
関
す
る
国
際
基
準
（
以
下
「
,
6
3
0」
と
い
う
。）
等
の
国
際
基
準
、
公
表
論
文
等
に
基
づ
き
同
定
を
行
う
。
�

３
）
栽
培
地
検
査
の
対
象
と
な
る
有
害
動
物
が
線
虫
類
で
あ
る
場
合
に
は
、
寄
生
が
疑
わ
れ
る
部
位
に
加
え
、
当
該
株
周
辺
の
土
壌
又
は
培
養
資
材
を
採
取

の
上
、
２
）
の
同
定
を
行
う
。

�

４
）
上
記
に
掲
げ
る
ほ
か
、
ト
ラ
ッ
プ
調
査
、
生
果
実
調
査
等
の
輸
入
国
が
要
求
す
る
措
置
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
れ
に
従
う
。
�

消
毒
検
査
�

１
）
申
請
者
が
委
託
す
る
消
毒
実
施
者
（
以
下
「
消
毒
実
施
者
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
消
毒
検
査
に
関
す
る
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
手
法
に
よ
り
消
毒
を
行

う
よ
う
に
求
め
る
。

�

２
）
消
毒
実
施
者
に
過
去
に
消
毒
検
査
を
受
け
た
実
績
が
な
い
場
合
に
は
、
当
該
実
施
者
の
行
う
消
毒
の
開
始
時
又
は
終
了
時
に
現
場
に
立
ち
会
い
、
以
下

の
点
を
確
認
す
る
。
過
去
に
実
績
の
あ
る
場
合
に
は
、
立
会
い
を
必
ず
し
も
必
要
と
し
な
い
。
�

①
�
く
ん
蒸
処
理
に
つ
い
て
は
、
消
毒
検
査
に
関
す
る
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
薬
剤
の
漏
洩
が
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
。

�

②
�
熱
処
理
及
び
低
温
処
理
に
つ
い
て
は
、
乾
熱
処
理
機
、
蒸
熱
処
理
機
、
低
温
庫
等
が
適
切
に
稼
働
し
て
い
る
こ
と
。

�

③
�
薬
剤
散
布
、
殺
菌
処
理
等
に
つ
い
て
は
、
消
毒
の
開
始
時
に
関
し
て
は
、
薬
剤
の
粉
衣
、
浸
漬
、
散
布
等
の
処
理
を
行
う
た
め
の
準
備
工
程
が
適
切

に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
。
消
毒
の
終
了
時
に
関
し
て
は
、
消
毒
処
理
に
使
用
し
た
資
材
、
消
毒
処
理
後
の
植
物
等
の
確
認
に
よ
り
、
薬
剤
の
粉
衣
、
浸

漬
、
散
布
等
の
処
理
が
適
切
に
行
わ
れ
た
こ
と
が
推
定
さ
れ
る
こ
と
。
�

３
）
申
請
者
又
は
消
毒
実
施
者
に
対
し
、
消
毒
方
法
（
く
ん
蒸
、
熱
処
理
、
低
温
処
理
、
薬
剤
処
理
等
）
、
薬
剤
名
、
処
理
時
間
、
処
理
温
度
、
処
理
濃
度
（
薬

量
）
、
消
毒
実
施
場
所
等
の
実
施
し
た
消
毒
の
内
容
を
記
録
し
た
書
面
を
提
出
さ
せ
、
記
載
内
容
の
不
備
、
消
毒
処
理
デ
ー
タ
等
の
内
容
確
認
を
行
う
。

�



精
密
検
査
�

１
）
精
密
検
査
に
関
す
る
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
手
法
に
よ
り
検
査
を
実
施
す
る
。
�

２
）
栽
培
の
用
に
供
す
る
植
物
に
つ
い
て
精
密
検
査
を
実
施
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
輸
入
国
が
要
求
す
る
数
量
が
明
確
で
な
い
場
合
は
、
規
程
第
４
条
第
１

項
第
３
号
に
掲
げ
る
数
量
を
検
査
に
供
す
る
。
�

①
�
種
子
に
つ
い
て
栽
培
検
定
を
実
施
す
る
場
合
に
は
、
規
程
第
４
条
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
数
量
を
目
視
に
よ
り
確
認
し
、
種
子
表
面
に
変
色
、
小
黒
点
等

の
異
常
、
病
斑
等
の
有
害
動
植
物
に
よ
る
寄
生
が
疑
わ
れ
る
種
子
を
優
先
的
に
、
当
該
数
量
か
ら

��
％
を
抽
出
し
、
ブ
ロ
ッ
タ
ー
法
等
に
よ
り
、
検
査
対
象

の
糸
状
菌
等
の
有
無
を
確
認
す
る
。

�

②
�
球
根
、
苗
、
苗
木
等
に
つ
い
て
接
種
に
よ
る
診
断
を
実
施
す
る
場
合
に
は
、
規
程
第
４
条
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
数
量
を
目
視
に
よ
り
確
認
し
、
食
害

痕
、
萎
縮
、
枯
れ
、
軟
腐
、
病
斑
等
の
有
害
動
植
物
に
よ
る
寄
生
が
疑
わ
れ
る
も
の
を
優
先
的
に
、
�
�
個
体
（
目
視
に
よ
る
確
認
に
供
し
た
数
量
が

��
�
個

体
未
満
の
場
合
は
、
当
該
数
量
の

��
％
を
切
り
上
げ
た
整
数
）
を
各
々
指
標
植
物
に
接
種
し
て
病
徴
に
よ
り
検
査
対
象
の
有
害
植
物
を
確
認
す
る
。

�

③
�
球
根
、
苗
、
苗
木
等
に
つ
い
て
線
虫
検
査
を
実
施
す
る
場
合
に
は
、
線
虫
の
性
状
等
に
応
じ
、
次
に
掲
げ
る
手
法
に
よ
り
分
離
作
業
を
実
施
す
る
。
�

ア
）
植
物
体
に
付
随
す
る
培
養
資
材
か
ら
線
虫
を
分
離
す
る
場
合
に
は
、
規
程
第
４
条
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
数
量
を
目
視
に
よ
り
確
認
し
、
線
虫
の
寄

生
が
疑
わ
れ
る
培
養
資
材
を
中
心
に

�
�
％
を
抽
出
し
、
ベ
ー
ル
マ
ン
法
、
フ
ェ
ン
ウ
ィ
ッ
ク
法
、
ふ
る
い
分
け
法
等
に
よ
り
検
査
対
象
の
線
虫
の
有
無
を

確
認
す
る
。

�

イ
）
植
物
体
の
地
下
部
等
か
ら
線
虫
を
分
離
す
る
場
合
に
は
、
規
程
第
４
条
第
１
項
第
３
号
に
掲
げ
る
数
量
を
目
視
に
よ
り
確
認
し
、
地
下
部
等
に
変
色
の

見
ら
れ
る
植
物
体
を
中
心
に

�
�
％
を
抽
出
し
、
当
該
部
分
を
採
取
し
、
ベ
ー
ル
マ
ン
法
等
に
よ
り
検
査
対
象
の
線
虫
の
有
無
を
確
認
す
る
。

�

３
）
栽
培
の
用
に
供
し
な
い
植
物
に
つ
い
て
精
密
検
査
を
実
施
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
輸
入
国
が
要
求
す
る
数
量
が
明
確
で
な
い
場
合
は
、
規
程
第
４
条
第

１
項
第
４
号
の
目
視
検
査
に
掲
げ
る
数
量
か
ら
、
食
害
痕
、
萎
縮
、
枯
れ
、
軟
腐
、
病
斑
等
の
有
害
動
植
物
に
よ
る
寄
生
が
疑
わ
れ
る
植
物
を
優
先
的
に
、

計
１
グ
ラ
ム
程
度
採
取
し
、
ベ
ー
ル
マ
ン
法
等
の
検
査
に
供
す
る
。
�

４
）
球
根
、
苗
、
苗
木
等
に
つ
い
て
遺
伝
子
診
断
、
血
清
学
的
診
断
及
び
微
生
物
学
的
診
断
を
実
施
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
輸
入
国
が
要
求
す
る
数
量
が
明

確
で
な
い
場
合
は
、
規
程
第
４
条
第
１
項
第
４
号
の
目
視
検
査
に
掲
げ
る
数
量
を
目
視
に
よ
り
確
認
し
、
食
害
痕
、
萎
縮
、
枯
れ
、
軟
腐
、
病
斑
等
の
有

害
植
物
に
よ
る
寄
生
が
疑
わ
れ
る
も
の
を
優
先
的
に
、
当
該
数
量
の

�
�％
を
抽
出
し
、
葉
が
あ
る
場
合
は
１
葉
を
、
葉
が
な
い
場
合
は
植
物
体
の
一
部

を
各
個
体
か
ら
採
取
し
、

3
&5
法
、
(
/
,
6$
法
、
分
離
、
培
養
等
に
よ
り
検
査
対
象
の
有
害
植
物
を
確
認
す
る
。
�

５
）
特
殊
容
器
に
封
入
さ
れ
た
植
物
及
び
そ
の
部
分

�
種
子
を
除
く
�で
あ
っ
て
栽
培
の
用
に
供
す
る
も
の
に
精
密
検
査
を
実
施
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
輸
入

国
が
要
求
す
る
数
量
が
明
確
で
な
い
場
合
は
、
規
程
第
４
条
第
１
項
第
４
号
の
目
視
検
査
に
掲
げ
る
数
量
を
目
視
に
よ
り
確
認
し
、
植
物
体
の
一
部
を
採

取
し
、
3
&
5
等
の
検
査
に
供
し
、
検
査
対
象
の
有
害
植
物
を
確
認
す
る
。
�



�
�

目
視
検
査
�

１
）
検
査
は
十
分
な
明
る
さ
を
確
保
し
た
上
で
、
他
の
荷
口
と
混
ざ
ら
な
い
よ
う
配
慮
の
上
実
施
す
る
。
な
お
、
集
荷
地
で
検
査
を
実
施
す
る
場
合
、
安
全

に
検
査
が
で
き
る
よ
う
、
申
請
者
又
は
そ
の
代
理
人
に
対
し
指
示
を
す
る
こ
と
と
す
る
。

�

２
）
目
視
検
査
に
関
す
る
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
梱
数
、
数
量
、
表
示
等
が
、
申
請
荷
口
と
同
一
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。

�

３
）
輸
入
国
が
要
求
す
る
内
容
が
明
確
な
場
合
に
は
そ
れ
に
従
い
、
明
確
で
な
い
場
合
に
は
、
規
程
第
４
条
第
１
項
第
４
号
に
掲
げ
る
数
量
に
つ
い
て
、
有

害
動
植
物
や
土
の
付
着
及
び
植
物
残
さ
の
混
入
の
有
無
を
目
視
に
よ
り
検
査
す
る
。
同
号
に
掲
げ
る
数
量
の
抽
出
に
当
た
っ
て
は
、
検
査
荷
口
の
数
量
が

小
さ
く
、
か
つ
、
全
体
を
目
視
で
き
る
場
合
に
は
、
有
害
動
植
物
、
土
等
の
付
着
が
疑
わ
れ
る
も
の
を
優
先
し
て
抽
出
す
る
。
有
害
動
植
物
を
確
認
し
、

又
は
有
害
動
植
物
の
寄
生
が
疑
わ
れ
る
植
物
を
確
認
し
た
場
合
に
は
、
文
献
情
報
、
国
際
基
準
、
公
表
論
文
等
に
基
づ
き
同
定
を
行
う
。
�

４
）
再
輸
出
の
申
請
が
な
さ
れ
た
植
物
等
に
つ
い
て
は
、
３
）
の
確
認
に
加
え
、
保
管
場
所
、
方
法
、
状
況
等
か
ら
鑑
み
て
輸
入
後
の
保
管
が
適
切
に
行
わ

れ
て
い
る
か
に
つ
い
て
検
査
す
る
。
�

５
）
検
査
は
輸
出
時
の
荷
姿
の
状
態
で
行
う
。
た
だ
し
、
ペ
レ
ッ
ト
シ
ー
ド
（
コ
ー
テ
ィ
ン
グ
シ
ー
ド
）
、
マ
ッ
ト
シ
ー
ド
、
ロ
ー
プ
シ
ー
ド
、
缶
詰
種
子
、

缶
詰
球
根
及
び
缶
詰
サ
ボ
テ
ン
並
び
に
こ
れ
ら
に
準
ず
る
加
工
品
に
つ
い
て
は
、
コ
ー
テ
ィ
ン
グ
等
の
加
工
や
缶
詰
前
の
状
態
の
も
の
を
検
査
に
用
い

る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
ま
た
、
加
工
や
缶
詰
前
の
状
態
の
も
の
を
検
査
に
用
い
る
場
合
、
現
物
の
外
装
確
認
（
輸
出
さ
れ
る
荷
姿
の
確
認
）
を

行
う
こ
と
と
す
る
。

�

６
）
５
）
に
掲
げ
る
コ
ー
テ
ィ
ン
グ
や
缶
詰
の
よ
う
な
加
工
が
施
さ
れ
て
い
る
植
物
等
に
つ
い
て
は
、
必
要
に
応
じ
、
抽
出
し
た
数
量
の
一
部
又
は
全
部
に

つ
い
て
、
コ
ー
テ
ィ
ン
グ
の
剥
離
や
開
披
な
ど
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
申
請
者
又
は
そ
の
代
理
人
は
、
植
物
防
疫
官
又
は
登
録
検
査
機
関
の
指
示
に
従

い
、
こ
れ
ら
の
作
業
を
行
う
も
の
と
す
る
。
�

７
）
物
品
に
関
す
る
目
視
検
査
で
あ
っ
て
、
申
請
者
が
過
去
に
物
品
に
関
し
第
５
の
目
視
検
査
に
関
す
る
報
告
書
又
は
第
８
の
植
物
検
疫
証
明
書
の
交
付
を

受
け
た
こ
と
が
あ
る
場
合
に
は
、
情
報
通
信
機
器
に
よ
る
リ
ア
ル
タ
イ
ム
の
映
像
送
信
及
び
双
方
向
の
通
話
が
可
能
な
情
報
通
信
手
段
に
よ
り
検
査
を

実
施
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
も
の
と
す
る
。
�

８
）
物
品
の
う
ち
、
き
の
こ
類
で
あ
っ
て
小
売
り
容
器
に
密
閉
さ
れ
た
も
の
、
海
藻
類
及
び
一
定
の
規
格
（
※
）
に
基
づ
く
高
度
な
加
工
が
な
さ
れ
た
も
の
、

に
つ
い
て
は
、
３
）
の
抽
出
に
よ
る
検
査
を
必
要
と
し
な
い
。
こ
の
際
に
は
、
目
視
に
加
え
、
必
要
に
応
じ
、
加
工
の
程
度
を
こ
ん
包
の
表
示
や
関
係
書

類
等
の
確
認
又
は
同
種
の
物
品
で
あ
っ
て
輸
出
又
は
再
輸
出
の
申
請
を
行
わ
な
い
も
の
の
確
認
に
よ
り
検
査
す
る
。

�

（
※
）
,
6
3
0�
�
の

$
Q
QH
[
�,
に
お
い
て
例
示
さ
れ
る
よ
う
な
、
有
害
動
植
物
の
付
着
の
可
能
性
を
生
じ
さ
せ
な
い
加
工
法

�

９
）
８
）
に
掲
げ
る
も
の
及
び
中
古
農
業
機
械
以
外
の
物
品
の
検
査
の
数
量
に
つ
い
て
は
、
規
程
別
表
第
２
の

�
�
に
掲
げ
る
検
査
の
数
量
を
準
用
す
る
。
�



別
表
２
（
第
５
関
係
）
�

�
�

栽
培
地
検
査
�

次
に
掲
げ
る
要
件
を
全
て
満
た
す
も
の
と
認
め
ら
れ
る
場
合

�

�
ア
�
栽
培
地
及
び
そ
の
周
辺
に
お
い
て
、
輸
入
国
が
栽
培
地
検
査
の
対
象
と
す
る
有
害
動
植
物
の
発
生
状
況
等
が
、
輸
入
国
の
要
求
を
満
た
す
こ

と
。
�

�
イ
�
輸
入
国
の
要
求
事
項
に
よ
り
、
ト
ラ
ッ
プ
調
査
等
の
調
査
及
び
そ
の
他
の
措
置
を
実
施
し
た
場
合
は
、
当
該
調
査
結
果
及
び
措
置
内
容
が
、

輸
入
国
の
要
求
を
満
た
す
こ
と
。
�

消
毒
検
査
�

１
）
輸
入
国
の
要
求
が
明
確
な
場
合
に
は
、
輸
入
国
が
指
定
す
る
処
理
が
適
切
に
行
わ
れ
た
と
認
め
ら
れ
る
場
合

�

２
）
輸
入
国
の
要
求
が
明
確
で
な
い
場
合
に
は
、
実
施
さ
れ
た
処
理
が
適
切
に
行
わ
れ
た
と
認
め
ら
れ
る
場
合
�

精
密
検
査
�

輸
入
国
が
指
定
す
る
有
害
動
植
物
が
確
認
さ
れ
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
�

目
視
検
査
�

次
に
掲
げ
る
要
件
を
全
て
満
た
す
も
の
と
認
め
ら
れ
る
場
合

�

ア
�
輸
入
国
が
指
定
す
る
有
害
動
植
物
が
確
認
さ
れ
な
い
こ
と
。
�

イ
�
輸
入
国
が
輸
入
を
禁
止
し
て
い
る
土
、
植
物
、
容
器
包
装
等
が
混
入
し
て
い
な
い
こ
と
。

�

目
視
検
査
（
再
輸
出
用
）

�

次
に
掲
げ
る
要
件
を
全
て
満
た
す
も
の
と
認
め
ら
れ
る
場
合

�

ア
�
輸
入
国
が
指
定
す
る
有
害
動
植
物
が
確
認
さ
れ
な
い
こ
と
。
�

イ
�
輸
入
国
が
輸
入
を
禁
止
し
て
い
る
土
、
植
物
、
容
器
包
装
等
が
混
入
し
て
い
な
い
こ
と
。

�

ウ
�
保
管
場
所
、
方
法
、
状
況
等
か
ら
鑑
み
て
、
輸
入
後
、
目
視
検
査
の
申
請
時
ま
で
の
間
、
衛
生
状
態
が
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
。
�



別
表
３
（
第
８
関
係
）
�

3
+
<
7
2
6$
1
,
7$
5
<
�

&
(
5
7
,
),
&
$
7(
及
び

3
+
<
7
2
6$
1
,
7$
5
<
�

&
(
5
7
,
),
&
$
7(
�
)
25
�

5
(
�
(
;
32
5
7
に
適
用
�

� （
規
則
第

��
条
に
基

づ
く
第

�
�
号
様
式
及

び
第

��
条
号
の
２
様

式
）
�

1
R
��

統
計
・
担
当
所
コ
ー
ド
＋
業
務
コ
ー
ド
＋
７
桁
の
任
意
番
号
を
記
載
す
る
。
�

（
例
）
横
浜
植
物
防
疫
所
（
��

�）
輸
出
検
疫
担
当
に
お
け
る

��
�番
目
の
受
付
番
号
�

�
�
��
��
��
��
��
��
��
�

7
2
：
3
/$
1
7
�3
5
2
7(
&
7
,2
1
�

2
5
*
$
1
,=
$
7
,2
1
�
6�
�
2
)�

検
査
申
請
書
の
輸
入
国
名
を
記
載
す
る
。
�

1
D
P
H
�
D
Q
G
�
D
G
G
U
H
V
V
�
R
I
�

H
[S
R
U
W
H
U
�

検
査
申
請
書
の
荷
送
人
の
氏
名
と
住
所
を
記
載
す
る
。
�

�

'
H
F
O
D
U
H
G
�
Q
D
PH
�
D
Q
G
�

D
G
G
U
H
V
V
�
R
I
�

F
R
Q
V
L
J
Q
H
H
�

検
査
申
請
書
の
荷
受
人
の
氏
名
と
住
所
を
記
載
す
る
。
�

1
X
P
E
H
U
�
D
Q
G
�

G
H
V
F
U
L
S
W
L
R
Q
�
R
I
�

S
D
F
N
D
J
H
V
�

輸
出
す
る
植
物
の
全
梱
数
を
記
載
す
る
。
�

輸
入
国
が
コ
ン
テ
ナ
数
を
要
求
す
る
場
合
は
、
当
欄
に
記
載
す
る
。
�

'
L
V
W
L
Q
J
X
L
V
K
L
Q
J
�

P
D
U
N
V
�

�

3
O
D
F
H
�
R
I
�
R
U
L
J
L
Q
�

日
本
産
の
場
合
は
、
植
物
等
が
生
産
さ
れ
た
場
所
又
は
保
管
さ
れ
て
い
た
場
所
の
都
道
府
県
名
を
記
載
す
る
（
都
道
府
県
名
が
不

明
の
場
合
は
日
本
と
記
載
）。
日
本
産
以
外
の
場
合
は
、
そ
の
原
産
国
名
を
記
載
す
る
。
�

'
H
F
O
D
U
H
G
�
P
H
D
Q
V
�
R
I
�

F
RQ
Y
H
\
D
Q
F
H
�

海
上
輸
送
、
航
空
輸
送
、
郵
便
、
携
帯
等
の
輸
送
方
法
を
記
載
す
る
。
�

�

�

'
H
F
O
D
U
H
G
�
S
R
L
Q
W
�
R
I
�

H
Q
W
U
\
�

検
査
申
請
書
の
陸
揚
港
名
を
記
載
す
る
。
た
だ
し
、
郵
便
の
場
合
は
輸
入
国
名
を
記
載
す
る
。
�



1
D
P
H
�
R
I
�S
U
R
G
X
F
H
�
D
Q
G
�

T
X
D
Q
W
L
W
\
�
G
H
F
O
D
U
H
G
�

�

�
�

�

（
包
括
名
称
例
：
9(
*(
7$

%/
(�

6(
('
��
)/
2:

(5
�
6(
('
��

/,
9,
1*
�3
/$

17
��

%2
16
$,

�7
5(
(�

�)
5
(
6
+
�
9
(*
(
7
$%
/
(
��
)
5
(6
+
�

)
5
8
,
7
��
6
&
,2
1
等
）
�

%
R
W
D
Q
L
F
D
O
�
Q
D
P
H
�
R
I
�

S
O
D
Q
W
V
�

属
又
は
種
レ
ベ
ル
の
学
名
を
記
載
す
る
。
�

�

$
'
'
,
7
,
2
1
$
/
�

'
(
&
/
$
5
$
7
,
2
1
�

輸
入
国
の
要
求
に
基
づ
き
追
加
記
載
す
る
。
追
記
が
な
い
場
合
は
、
｢;
;;
;;
」
と
記
載
す
る
。
�

輸
入
許
可
証
の
番
号
を
記
載
す
る
場
合
は
、
当
欄
に
「

3H
UP
LW
��
1R
�」
及
び
当
該
番
号
を
記
載
す
る
。
�

植
物
検
疫
証
明
書
記
載
項
目
の
う
ち
、
ア
タ
ッ
チ
シ
ー
ト
を
使
用
し
て
証
明
す
る
場
合
を
除
き
、
該
当
欄
内
に
全
て
の
内
容
を
記
載
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
は
、
当
欄
に
記
載
す
る
。
記
載
の
末
行
の
下
に
｢;
;;
;;
」
と
記
載
す
る
。
�

'
,
6
,
1
)
(
6
7
$
7
,
2
1
�

$
1
'
�
2
5
�
'
,
6
,
1
)
(&
7
,
2
1
�

7
5
(
$
7
0
(
1
7
�

輸
入
国
の
要
求
に
基
づ
き
、
当
該
植
物
に
消
毒
等
が
実
施
さ
れ
た
場
合
は
、
そ
の
内
容
を
記
載
す
る
。
�

消
毒
が
実
施
さ
れ
な
い
場
合
は
、
各
欄
に
「

;;
;」
と
記
載
す
る
。
�

3
O
D
F
H
�
R
I
�
L
V
V
X
H
�

発
行
所
名
を
記
載
す
る
。
�

（
例
）
�

本
所
の
場
合
：
<
2.
2
+
$0
$
�3
/$
1
7
�3
52
7
(
&7
,
2
1
�
6
7
$
7
,2
1
��
<
2
.
2
+$
0
$
��
�
-$
3$
1�

支
所
の
場
合
：
1
$*
2
<
$�

3
/
$1
7
�
3
5
2
7
(
&
7
,
2
1�

6
7
$7
,
2
1（

6
+
,
0
,
=8
）
��
-$
3
$1
�

出
張
所
の
場
合
：
.
2
%
(�
3
/
$1
7
�
3
5
2
7(
&
7
,2
1
�
6
7
$
7
,2
1
�
�0
$
7
6
8
<
$0
$
�
��
-
$
3
$
1�

1
D
P
H
�
R
I
�
D
X
W
K
R
U
L
]
H
G
�

R
I
I
L
F
H
U
�

署
名
者
名
を
記
載
す
る
。
�

'
D
W
H
�

発
給
年
月
日
を
記
載
す
る
。
�

3
+
<
7
2
6$
1
,
7$
5
<
�

&
(
5
7
,
),
&
$
7(
�
)
25
�

5
(
�
(
;
32
5
7�

（
規
則
第

��
条
に
基

7
K
LV
�L
V�
WR
�F
HU
WL
I\
･･
･

-
D
SD
Q�
IU
RP
��
��
��
FR
YH
UH
G�

E
\
�3
K\
WR
VD
QL
WD
U\
�

&H
UW
LI
LF
DW
H�
1R
��

��
��

��
�

１
番
目
の
欄
に
は
、
原
産
国
名
を
記
載
す
る
。
�

２
番
目
の
欄
に
は
、
添
付
す
る
原
産
国
の
検
査
証
明
書
番
号
を
記
載
す
る
。



１
．
植
物
検
疫
証
明
書
の
用
紙
は
、
偽
造
及
び
改
ざ
ん
防
止
の
た
め
、
特
殊
用
紙
を
使
用
す
る
も
の
と
す
る
。
�

２
．
植
物
検
疫
証
明
書
の
様
式
中
の
印
は
、
ス
タ
ン
プ
方
式
に
よ
り
証
明
書
を
発
行
す
る
都
度
押
印
す
る
も
の
と
す
る
。
�

３
．
ア
タ
ッ
チ
シ
ー
ト
の
署
名
は
、
植
物
検
疫
証
明
書
と
同
一
の
署
名
者
が
署
名
す
る
。
�

づ
く
第

�
�
号
の
２
様

式
）
の
み
に
適
用
�

2
U
LJ
LQ
DO
�□

�
�F
HU
WL
IL
HG
�

W
U
XH
�F
RS
\�
□
��
SD
F
N
H
G
�
□
�
�

U
H
SD
FN
HG
�□

�
�
R
U
L
J
L
Q
D
O
�

□
��
QH
Z�
□
��
RU
L
J
L
Q
D
O
�

S
K
\W
RV
DQ
LW
DU
\�

F
H
UW
LI
LF
DW
H�
□
��

D
G
GL
WL
RQ
DO
�L
QV
SH
FW
LR
Q�
□
�

原
産
国
の
検
査
証
明
書
の
正
副
、
再
梱
包
の
有
無
、
追
加
検
査
の
有
無
等
に
つ
い
て
記
載
す
る
。



様式第１号

申請年月日

検査対象植物等（その１）

番号 種類・名称 形態・用途 ロット番号・品種名 輸入国

��

��

��

��

��

番号 栽培者氏名 栽培面積(a) 栽培数（本・株） 栽培地住所（地番まで）

��

��

��

��

��

番号

��

��

��

��

��

記載に当たっての留意事項

申請者住所

申請者氏名

。検査は申請書に記載の内容に従って行うことから、過不足なく記載することࠉ１
。輸入国が要求する栽培地検査の内容を確認し、必要に応じ、詳細が分かる資料を添付することࠉ２
。申請書は、申請者ごとに作成することࠉ３
番号、ロット番号・品種名及び輸入国ごとに行を分けて記載すること。ただし、栽培されている品種が複数ある場合であってもࠉ４
。種類・名称ごとに受検を希望する場合は、種類・名称ごとに行を分けて記載し、ロット番号・品種名欄にハイフン（－）を記載することࠉࠉ
。また、同一の検査を行うことにより、複数の輸入国の要求事項を満たすことができる場合は、同じ行に複数の輸入国を記載できるࠉࠉ
。種類・名称欄には、検査対象植物等の植物名（和名又は学名）を記載することࠉ５
。形態・用途欄には、輸出時の形態（苗、植木、盆栽、球根、種子、切り花、生果実、生野菜、食用種子、乾燥植物等）を記載することࠉ６
。備考欄には、栽培地検査に参考となる情報（輸入国の要求事項等）を記載することࠉ７
。畦畔、道路、ハウス、柵、ネット等で区画された区画内を１ほ場とし、各ほ場に番号を割り振ることࠉ８
。番号が割り振られたほ場の位置を図示した資料及び各ほ場の植栽状況を示す資料（見取り図等）を添付することࠉ９
、検査期間中に、植生又は栽培状況の変更が生じた場合には遅滞なく、申請書の検査対象植物等欄に変更内容を記載の上ࠉ10
。植物防疫所へ提出することࠉࠉ

備考（輸入国の要求事項等）

栽培地検査申請書

植物防疫所（ 支所又は 出張所）の植物防疫官

。以下のとおり栽培地検査を申請するとともに、検査試料を無償で提供することに同意しますࠉ

検査対象植物等（その２）



様式第２号

申請年月日

検査対象植物等（その１）

番号 種類・名称 形態・用途 ロット番号・品種名 輸入国

��

��

��

��

��

番号 産地（国名・都道府県名） 数量 消毒方法（薬剤名） 消毒（予定・実施）場所

��

��

��

��

��

番号

��

��

��

��

��

記載に当たっての留意事項

申請者住所

申請者氏名

。検査は申請書の記載の内容に従って行うことから、過不足なく記載することࠉ１
。輸入国が要求する消毒検査の内容を確認し、必要に応じ、詳細が分かる資料を添付することࠉ２
。申請書は、申請者ごとに作成することࠉ３
ロット番号・品種名及び輸入国ごとに行を分けて記載すること。ただし、ロット番号・品種名が複数ある場合であっても種類・名称ごとにࠉ４
受検を希望する場合は、種類・名称ごとに行を分けて記載し、ロット番号・品種名欄にハイフン（－）を記載すること。また、同一の検査をࠉࠉ
。行うことにより、複数の輸入国の要求事項を満たすことができる場合は、同じ行に複数の輸入国を記載できるࠉࠉ
。種類・名称欄には、検査対象植物等の植物名（和名又は学名）を記載することࠉ５
。形態・用途欄には、輸出時の形態（苗、植木、盆栽、球根、種子、切り花、生果実、生野菜、食用種子、乾燥植物、木材等）を記載することࠉ６
。数量欄には、受検する数量及びその単位（個、kg、㎥等）を記載することࠉ７
植物防疫官が消毒処理に立会う場合は、備考欄に実施予定の消毒方法の情報（有効成分名、有効成分濃度、処理時間、処理温度等）をࠉ８
記載し、消毒処理後、必要に応じて消毒内容を定量的に示すデータを添付するとともに、消毒処理の情報を修正する必要がある場合はࠉࠉ
。申請書を修正することࠉࠉ
消毒実施者が過去に消毒検査を受けた実績があり、植物防疫官の消毒処理の立会いを要しない場合は、備考欄に実施済みの消毒処理の情報ࠉ９
。を記載し、必要に応じて実施した消毒内容を定量的に示すデータを添付すること（消毒実施者・消毒実施日・処理時間・温度・濃度等）ࠉࠉ

備考（消毒情報及び輸入国の要求事項等）

消毒検査申請書

植物防疫所（ 支所又は 出張所）の植物防疫官

。以下のとおり消毒検査を申請しますࠉ

検査対象植物等（その２）（植物防疫官の立会いࠉࠉ□有ࠉ□無）



様式第３号

申請年月日

検査対象植物等（その１）

番号 種類・名称 形態・用途 ロット番号・品種名 輸入国

��

��

��

��

��

番号 産地（国名・都道府県名） 数量 検査方法 検査対象有害動植物

��

��

��

��

��

番号

��

��

��

��

��

記載に当たっての留意事項

申請者住所

申請者氏名

。検査は申請書の記載の内容に従って行うことから、過不足なく記載することࠉ１
。輸入国が要求する精密検査の内容を確認し、必要に応じ、詳細が分かる資料を添付することࠉ２
。申請書は、申請者ごとに作成することࠉ３
ロット番号・品種名及び輸入国ごとに行を分けて記載すること。ただし、ロット番号・品種名が複数ある場合であっても種類・名称ごとにࠉ４
受検を希望する場合は、種類・名称ごとに行を分けて記載し、ロット番号・品種名欄にハイフン（－）を記載すること。また、同一の検査をࠉࠉ
。行うことにより、複数の輸入国の要求事項を満たすことができる場合は、同じ行に複数の輸入国を記載できるࠉࠉ
。種類・名称欄には、検査対象植物等の植物名（和名又は学名）を記載することࠉ５
。形態・用途欄には、輸出時の形態（苗、植木、盆栽、球根、種子、切り花、生果実、生野菜、食用種子、乾燥植物、木材等）を記載することࠉ６
。数量欄には、受検する数量及びその単位（個、kg、本等）を記載すること。ただし、種子の場合は、数量欄に重量及び粒数を記載することࠉ７
。備考欄には、精密検査に参考となる情報（輸入国の要求事項等）を記載することࠉ８

備考（輸入国の要求事項等）

精密検査申請書

植物防疫所（ 支所又は 出張所）の植物防疫官

。以下のとおり精密検査を申請するとともに、検査試料を無償で提供することに同意しますࠉ

検査対象植物等（その２）



様式第４号

申請年月日

検査対象植物等（その１）

番号 種類・名称 形態・用途 ロット番号・品種名 輸入国

��

��

��

��

��

番号 産地（国名・都道府県名） 数量 梱数 梱包表示

��

��

��

��

��

番号

��

��

��

��

��

記載に当たっての留意事項

備考（輸入国の要求事項等）

目視検査申請書

植物防疫所（ 支所又は 出張所）の植物防疫官

。以下のとおり目視検査を申請するとともに、検査試料を無償で提供することに同意しますࠉ

検査対象植物等（その２）

申請者住所

申請者氏名

。検査は申請書の記載の内容に従って行うことから、過不足なく記載することࠉ１
。輸入国が要求する目視検査の内容を確認し、必要に応じ、詳細が分かる資料を添付することࠉ２
。申請書は、申請者ごとに作成することࠉ３
ロット番号・品種名及び輸入国ごとに行を分けて記載すること。ただし、ロット番号・品種名が複数ある場合であっても種類・名称ごとにࠉ４
。受検を希望する場合は、種類・名称ごとに行を分けて記載し、ロット番号・品種名欄にハイフン（－）を記載することࠉࠉ
。種類・名称欄には、検査対象植物等の植物名（和名又は学名）を記載することࠉ５
形態・用途欄には、苗、植木、盆栽、球根、種子、切り花、生果実、生野菜、食用種子、乾燥植物、木材等を記載し、必要に応じて、植物ࠉ６
����の部位（地上部、地下部）、加工状態（粉末、細断等）等を記載すること。
。数量欄には、受検する数量及びその単位（個、kg、㎥等）を記載することࠉ７
。備考欄には、目視検査の参考となる情報を記載することࠉ８
物品の場合は、種類・名称欄には、品目（トラクター、海苔、赤玉土等）を記載するとともに、申請者が過去に物品に関し目視検査報告書ࠉ９
。又は植物検疫証明書の交付実績があり、情報通信機器を用いた検査を希望する場合は、備考欄にリモート検査希望と記載することࠉࠉ
中古農業機械については、ロット番号・品種名欄に該当する９桁の輸出統計品目番号（輸出統計品目表及び輸入統計品目表を定める等の件ࠉ10
。に規定するもの）を記入すること（昭和62年6月30日大蔵省告示第94号）�ࠉ�



様式第５号

申請年月日

検査対象植物等（その１）

番号 種類・名称 形態・用途 ロット番号・品種名 輸入国

��

��

��

��

��

番号 産地（国名） 数量 梱数 梱包表示

��

��

��

��

��

番号

��

��

��

��

��

記載に当たっての留意事項

申請者住所

申請者氏名

。検査は申請書の記載の内容に従って行うことから、過不足なく記載することࠉ１
。輸入国が要求する再輸出における目視検査の内容を確認し、必要に応じ、詳細が分かる資料を添付することࠉ２
。申請書は、申請者ごとに作成することࠉ３
ロット番号・品種名及び輸入国ごとに行を分けて記載すること。ただし、ロット番号・品種名が複数ある場合であっても種類・名称ごとにࠉ４
。受検を希望する場合は、種類・名称ごとに行を分けて記載し、ロット番号・品種名欄にハイフン（－）を記載することࠉࠉ
。種類・名称欄には、検査対象植物等の植物名（和名又は学名）を記載することࠉ５
形態・用途欄には、苗、植木、盆栽、球根、種子、切り花、生果実、生野菜、食用種子、乾燥植物、木材等を記載し、必要に応じて、植物ࠉ６
。の部位（地上部、地下部）、加工状態（粉末、細断等）等を記載することࠉ��
。数量欄には、受検する数量及びその単位（個、kg、㎥等）を記載することࠉ７
。備考欄には、目視検査の参考となる情報を記載することࠉ８
物品の場合は、種類・名称欄には、品目（海苔、赤玉土等）を記載するとともに、申請者が過去に物品に関し目視検査報告書又は植物検疫ࠉ９
。証明書の交付実績があり、情報通信機器を用いた検査を希望する場合は、備考欄にリモート検査希望と記載することࠉ��

備考（輸入国の要求事項等）

目視検査申請書（再輸出）

植物防疫所（ 支所又は 出張所）の植物防疫官

。以下のとおり目視検査（再輸出）を申請するとともに、検査試料を無償で提供することに同意しますࠉ

検査対象植物等（その２）（再梱包ࠉ□有ࠉ□無ࠉࠉ容器包装の変更ࠉ□有ࠉ□無）



様式第６号�

氏� � 名�

� � 年度輸出（植物名）栽培地検査補助員を委嘱する。�

年� 月� 日�

植物防疫所長名�



様
式
第
７
号

都
道

市
町
申
請
者
又
は

府
県

村
代
表
者
氏
名

検
査
月
日

補
助
員
氏
名

栽
培
面
積
（
a）

栽
培
数
（
株
）

病
害
虫
名
等

記
載
に
当
た
っ
て
の
留
意
事
項

１
ࠉ
申
請
番
号
欄
に
は
、
植
物
防
疫
官
が
栽
培
地
検
査
申
請
書
を
受
け
付
け
た
際
に
付
し
た
申
請
番
号
を
記
入
す
る
こ
と
。

２
ࠉ
栽
培
地
番
号
欄
に
は
、
栽
培
地
検
査
申
請
書
の
番
号
を
記
入
す
る
こ
と
。

３
ࠉ
補
助
員
検
査
記
録
書
は
、
栽
培
地
検
査
申
請
書
及
び
補
助
員
ご
と
に
作
成
す
る
こ
と
。

４
ࠉ
病
害
虫
発
生
状
況
欄
は
、
病
害
虫
が
発
生
し
て
い
る
栽
培
面
積
、
栽
培
数
及
び
病
害
虫
名
等
を
記
入
す
る
こ
と
。

病
害
虫
発
生
状
況

申
請

番
号

補
ࠉ
助
ࠉ
員
ࠉ
検
ࠉ
査
ࠉ
記
ࠉ
録
ࠉ
書

栽
培
数

(
株
)

備
ࠉ
考

栽
培
地

番
号

栽
培
者
氏
名

品
名

品
種
名

栽
培
面
積

（
a）

申
請
辞
退

栽
培
数
（
株
）

枯
死
等

栽
培
数
（
株
）



様式第８号

申請番号

申請年月日

殿

検査対象植物等（その１）

番号 種類・名称 形態・用途 ロット番号・品種名 輸入国

��

��

��

��

��

番号 栽培者氏名 栽培面積(a) 栽培数（本・株） 栽培地住所（地番まで）

��

��

��

��

��

番号 検査結果

��

��

��

��

��

交付年月日

交付所名

備考

検査結果詳細

栽培地検査報告書

検査対象植物等（その２）

。以下のとおり栽培地検査の結果を報告するࠉ
なお、この報告書の交付を受けた者若しくはこの報告書の譲渡を受けた者又はこれらの代理人であって現に適合植物等を所有又は管ࠉ
理している者は、適合植物等の保管、輸送、加工等の過程において、適合植物等に有害動植物や土等が付着しないよう、倉庫、加工場
等における衛生管理、保管、こん包等の措置を行うものとし、この措置が適切に行われないことにより、有害動植物や土等が付着する
おそれがあると認める場合には、植物防疫官はこの報告書の交付を取り消すものとする。



様式第９号

申請番号

申請年月日

殿

検査対象植物等（その１）

番号 種類・名称 形態・用途 ロット番号・品種名 輸入国

��

��

��

��

��

番号 産地（国名・都道府県名） 数量 消毒方法（薬剤名） 消毒（予定・実施）場所

��

��

��

��

��

番号 検査結果

��

��

��

��

��

交付年月日

交付所名

備考

消毒検査報告書

。以下のとおり消毒検査の結果を報告するࠉ
なお、この報告書の交付を受けた者若しくはこの報告書の譲渡を受けた者又はこれらの代理人であって現に適合植物等を所有又は管ࠉ
理している者は、適合植物等の保管、輸送、加工等の過程において、適合植物等に有害動植物や土等が付着しないよう、倉庫、加工場
等における衛生管理、保管、こん包等の措置を行うものとし、この措置が適切に行われないことにより、有害動植物や土等が付着する
おそれがあると認める場合には、植物防疫官はこの報告書の交付を取り消すものとする。

検査対象植物等（その２）（植物防疫官の立会いࠉࠉ□有ࠉ□無）

消毒実施者・消毒実施日・処理時間・温度・有効成分名・有効成分濃度等



様式第10号

申請番号

申請年月日

殿

検査対象植物等（その１）

番号 種類・名称 形態・用途 ロット番号・品種名 輸入国

��

��

��

��

��

番号 産地（国名・都道府県名） 数量 検査方法 検査対象有害動植物

��

��

��

��

��

番号 検査結果

��

��

��

��

��

交付年月日

交付所名

備考

精密検査報告書

。以下のとおり精密検査の結果を報告するࠉ
なお、この報告書の交付を受けた者若しくはこの報告書の譲渡を受けた者又はこれらの代理人であって現に適合植物等を所有又は管ࠉ
理している者は、適合植物等の保管、輸送、加工等の過程において、適合植物等に有害動植物や土等が付着しないよう、倉庫、加工場
等における衛生管理、保管、こん包等の措置を行うものとし、この措置が適切に行われないことにより、有害動植物や土等が付着する
おそれがあると認める場合には、植物防疫官はこの報告書の交付を取り消すものとする。

検査対象植物等（その２）

検査結果詳細



様式第11号

申請番号

申請年月日

殿

検査対象植物等（その１）

番号 種類・名称 形態・用途 ロット番号・品種名 輸入国

��

��

��

��

��

番号 産地（国名・都道府県名） 数量 梱数 梱包表示

��

��

��

��

��

番号 検査結果

��

��

��

��

��

交付年月日

交付所名

備考

目視検査報告書

。以下のとおり目視検査の結果を報告するࠉ
なお、この報告書の交付を受けた者若しくはこの報告書の譲渡を受けた者又はこれらの代理人であって現に適合植物等を所有又は管ࠉ
理している者は、適合植物等の保管、輸送等の過程において、適合植物等に有害動植物や土等が付着しないよう、倉庫等における衛生
管理、保管等の措置を行うものとし、この措置が適切に行われないことにより、有害動植物や土等が付着するおそれがあると認める場
合には、植物防疫官はこの報告書の交付を取り消すものとする。

検査対象植物等（その２）

検査結果詳細



様式第12号

申請番号

申請年月日

殿

検査対象植物等（その１）

番号 種類・名称 形態・用途 ロット番号・品種名 輸入国

��

��

��

��

��

番号 産地（国名） 数量 梱数 梱包表示

��

��

��

��

��

番号 検査結果

��

��

��

��

��

交付年月日

交付所名

備考

目視検査報告書（再輸出）

。以下のとおり目視検査（再輸出）の結果を報告するࠉ
なお、この報告書の交付を受けた者若しくはこの報告書の譲渡を受けた者又はこれらの代理人であって現に適合植物等を所有又は管ࠉ
理している者は、適合植物等の保管、輸送等の過程において、適合植物等に有害動植物や土等が付着しないよう、倉庫等における衛生
管理、保管等の措置を行うものとし、この措置が適切に行われないことにより、有害動植物や土等が付着するおそれがあると認める場
合には、植物防疫官はこの報告書の交付を取り消すものとする。

検査対象植物等（その２）（再梱包ࠉ□有ࠉ□無ࠉࠉ容器包装の変更ࠉ□有ࠉ□無）

検査結果詳細



様式第13号

作成年月日

種類・名称

形態・用途

ロット番号・品種名

産地（国名・都道府県名）

検査区分
（栽培地・消毒・精密・再輸出）

同一ロット輸出実績の有無

検査報告書情報

保管場所

保管状況

管理者氏名

現在の保管数量

輸出検査数量※

輸出検査後の保管数量※

備考

申請番号※

植物防疫所確認日☆

記載に当たっての留意事項

在庫数量票

。種類・名称欄には、在庫を管理する植物等の植物名（和名又は学名）を記載することࠉ１
産地（国名・都道府県名）の欄には、日本産の場合は都道府県名、海外産の場合は生産国で発行された検査証明書に記載された国・地域名ࠉ２
。を記載することࠉࠉ
。検査報告書情報の欄には、輸入検査における植物等検査合格証明書、各区分別検査報告書の番号（申請番号－番号）を記載することࠉ３
。保管場所欄には、保管場所の住所（地番まで）を記載することࠉ４
。内販又は転売で数量が減った場合には、備考欄にその推移を記載することࠉ５
。輸出検査予定数量、輸出検査後の保管数量、申請番号については、植物検疫証明書の交付の申請時に記載することࠉ※ࠉ６
植物防疫所記入欄ࠉ☆ࠉ７
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